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序章：問題関心と研究の目的 
 
はじめに 
 本博士論文は、国内において深刻な貧困を抱えたなかで社会保障制度を発展させた南ア
フリカとナミビアの事例比較を通じて、両国が形成した制度の類似点及び相違点を示し、
それを生み出した要因を明らかにすることを目的とする
1
。そのなかでも特に両国の違いが
明確である老齢年金手当(南アフリカ)及び老齢年金制度(ナミビア)の発展に関して、アパル
トヘイト時代からの経路依存性と、政党及び労働組合の関係や選好、行動に焦点を当て比
較分析を行う
2
。なぜ南アフリカとナミビアの社会保障制度、特に社会福祉制度を扱うのか。
序章では、博士論文の問題関心と研究の目的を明らかにする。 
 
第 1 節：研究の背景 
1. なぜ途上国の社会保障制度なのか 
 近年、途上国における福祉国家論や社会保障制度に関する研究は、大きな関心の的とな
っている(Haggard and Kaufman 2008, 2009; Rudra 2002, 2004; Rudra and Haggard 
2005; Mares and Carnes 2009; Adésínà 2009)。ラテンアメリカやアジア諸国、中東欧諸
国などの国において、社会保障制度は古くから存在したにもかかわらず、近年強い関心を
もたれてきた。例えば国際通貨基金(International Monetary Fund: IMF)は、「IMF プロ
                                                  
1 本論文において、社会保障制度のうち、社会保険制度以外の社会手当及び公的扶助、（教育や公衆衛生
などの）社会サービス制度を社会福祉制度として扱う。地域によって現金給付制度のもつ意味は異なるが、
本論文においては対象者に対して社会保険以外で現金を給付するものに対して、社会扶助制度と呼び、同
義語として現金給付制度という用語を扱う。 
福祉国家の概念に関しては諸説ある。例えば C.ピアソンは、「福祉国家は、狭義には基本的な福祉サー
ビス（しばしば保健、教育、住宅、所得保障、および対人社会サービスに限定される）を供給する国家の
施策を意味する。資本主義のもとにある福祉国家は、（広義的には）生活上の機会を、個人対個人のあい
だにせよ、もしくは階級対階級のあいだにせよ、再分配するために、国家が経済的再生産と分配の過程に
介入する社会である(Pierson 1996, p.25)」、と定義した。しかしこうした工業化や都市化、民主主義の成
長を前提とした定義を、大沢は、「明らかに西ヨーロッパ諸国の近現代の社会経済史、すなわち自生的で
漸進的な、いいかえると長い工業化と民主化の過程をたどり、農民層の分解の程度が深く人口の大部分が
賃労働者となった(プロレタリア化)のような社会形成をモデルとして、福祉国家を定義したものである」、
と批判する(大沢 2004, 10 頁)。したがって本論文においては、こうした研究者間の違いを考慮し、「政府
支出のうち所得保障（各種年金、医療保険、失業保険、社会扶助など）と社会サービス（医療、公衆衛生、
教育、介護、保育など）に関するものが過半を占めるようになり、かつ所得保障や社会サービスを受ける
ことが慈善ではなく国民の権利として認められた、現代国家のあり方」、と広義に定義しておく(新川・井
戸・宮本・眞柄 2004, 166 頁)。 
2 南アフリカは社会手当制度の一部として老齢年金制度が位置付けられており、一方ナミビアでは普遍的
な非拠出型の制度として社会手当制度とは別の制度となっている。そのため本論文において、南アフリカ
の老齢年金制度は「老齢年金手当」と呼び、ナミビアに関しては「老齢年金制度」と呼称する。 
2 
 
グラムにおける社会問題（Social Issues in IMF-Supported Programs）」というオケーシ
ョナルペーパー内で、持続的経済成長と貧困削減に向けて、社会的セーフティーネットや
教育及び保健への公的支出に関する助言を提示している
3
。このような関心の高まりの背景
としては、1980 年代から 90 年代にかけて政治的・経済的改革が行われ、貧困などの社会
問題への認識が高まったことが関係している。 
例えば、中東欧諸国は社会主義経済の行き詰まりとそれによるソ連邦の解体を経験し、
サハラ以南アフリカ地域の多くも 90 年代初頭から半ばにかけて、権威主義体制4から民主
主義体制
5
への移行という大転換を経験した。いわゆる「第 3 の波6」と呼ばれる民主化の
世界的規模での拡散により、多くの国家において誕生した民主主義体制は、権威主義体制
期から引き継いだ貧困や不平等といった社会問題への対処が期待されるようになったので
ある(Haggard and Kaufman 2008, pp.1-3)。 
そこでは、人々が生存だけでなく安心して社会生活を送れるように、国家は施しとして
ではなく、「社会権」として社会保障を行うことが求められたのである。社会権は、市民的
自由と政治的権利の保障の上に築かれるため、福祉国家は自由民主主義体制の確立によっ
て初めて可能となる。つまり、市民の自由や参政権が認められていない権威主義体制にお
いて、たとえ社会保障制度の整備が行われていたとしても、福祉国家の特徴の一つである
社会権が確立していない以上、福祉国家とは呼ばれない(新川 2011, 7 頁)。そのため近年
のアジアやラテンアメリカなど途上国地域における福祉国家論への関心の高まりは、単純
に経済発展に伴う富の再分配としてだけでなく、社会保障制度が市民の一つの権利として
                                                  
3 このオケーショナルペーパーについては、IMF ホームページ参照、
[http://www.imf.org/external/pubs/nft/op/191/index.htm]（参照 2013 年 5 月 2 日）。 
4 リンスによれば、権威主義体制とは、「限定された、責任能力のない政治的多元主義を伴っているが、
国家を統治する洗練されたイデオロギーはもたず、しかし独特のメンタリティはもち、その発展のある時
期を除いて政治動員は広範でも集中的でもなく、また指導者あるいは時に小グループが公式的には不明確
ながら実際にはまったく予測不可能な範囲の中で権力を行使するような政治体制」、と定義される（リン
ス 1995, 141 頁）。 
5 本論文ではシュンペーターやダールによる手続き的な意味での民主主義定義を基に、「民主主義とは、
言論や集会、結社といった市民的・政治的自由の存在を前提とし、国民による指導者選択に際して、複数
政党による競争的で定期的な選挙が開催される政治体制」として定義する。したがって民主化とは、それ
以外の政治体制から民主主義体制へ移行されることを本論文では指す。 
6 民主化における第 3 の波とは、1974 年のポルトガルの民主化に端を発し、1990 年の間までに世界的に
民主主義が拡大した現象である(ハンチントン 1995)。「第 1 の波」は、アメリカの独立やフランス革命な
ど、1828 年から 1926 年までの比較的に長い期間であり、その後 1922 年から 1942 年までの間に生じた
ファシズムや共産主義の興隆は、「第 1 の揺り戻しの波」とされる。第 2 次世界大戦期の 1943 年から 1962
年までの間に生じた脱植民地化の流れは、新たな民主主義国家を出現させ、「第 2 の波」とされる。しか
し、この第 2 の波も、ラテンアメリカにおける相次ぐ権威主義体制の出現に見られるように、1958 年か
ら 1975 年の間に生じた「第 2 の揺り戻しの波」によって霧散する。ハンチントンによれば現在の民主化
の流れは、第 2 の揺り戻しの波の終焉と、新たな波の出現とされる。 
3 
 
認められてきたが故なのである。 
またそれに加えて、民主化した諸国の多くは民主化の要因の一つとなった経済危機への
対応として、経済的自由化や財政的抑制などの政策等を世界銀行及び IMF などによって
求められてきた。経済的自由化や国際経済市場への統合は、それに伴って失業者やインフ
ォーマル労働者の増加をもたらすとともに、新たな貧困世帯を生み出してもいる(スティグ
リッツ 2002, 22 頁)。 
 またこの 20 年余りの間の政治、経済、社会領域での大変革時代において、貧困問題や
高齢化、あるいは女性の社会進出といったライフスタイルの変化による子育て問題などへ
の対応において、従来の正規雇用者を対象としてきた社会保険だけでは対処できない幅広
い福祉に対するニーズが生まれている(宇佐美 2005, 7 頁)。途上国の社会保障制度は、諸
個人及び社会の歴史的変革への適合過程において出現し、あるいは再認識されてきた福祉
ニーズへの対応として近年整備されたのである。 
 つまり第 1 に、途上国における開発との関係において、社会保障制度の重要性が指摘さ
れていると考えられる。特に経済のグローバル化に伴い、経済危機が途上国においては失
業者の増加だけでなく、貧困層の増加及び窮乏の悪化をもたらすなど、途上国の社会経済
への影響が格段に増している。こうした事態への対処として、開発における「人間の安全
保障」重視の観点から、社会的弱者への社会保障整備の必要性が説かれ、支援国及び被支
援国で制度整備への関与が増えているのである。実際日本においても、JICA がタイの国
民医療皆保険制度構築に関与し始めている
7
。 
 また第 2 に、経済主体としての貧困層の重要性が増していることも、社会保障制度整備
への関心と関連している。世界で約 40 億人ともいわれる貧困層の潜在的市場規模は、約 5
兆ドルにものぼるが、こうした貧困層を対象とした BOP(Base of the Pyramid)ビジネスが
隆盛となっており、アメリカ国際開発庁 (United States Agency for International 
Development: USAID)なども BOP ビジネスへの支援を行っている8。実際民間企業におい
ても、例えばユニリーバは石鹸などを小分けにして安価で販売するなど、貧困層向けの商
品を拡充することで一定の利益をあげている。それと同時に、途上国において石鹸による
                                                  
7 詳細については、JICA ホームページを参照 
[http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/SearchResultView/F1C4AD53BD1E151F492575D100353
B76?OpenDocument] (参照 2013 年 10 月 20 日)。 
8 数字に関しては、経済産業省ホームページを参照 
[http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g90804c05j.pdf]（参照2013年10月20日）。 
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手洗いを広める契機にもなっており、公衆衛生の改善にも効果をあげている。 
 こうした BOP ビジネスの最大の問題は、消費者としての貧困層がどれだけの現金を有
しているのかが重要であるが、当然のことながら貧困層が保持する資産は僅かである。し
かし、近年貧困削減の一つの政策として国家やドナーによる貧困層への現金給付が有効と
され、世界的にその流れが見られるようになっている(Bender, Kaltenborn and Pfleiderer 
2013)。ラテンアメリカなどでまず発展した現金給付制度は、児童の就学などを条件とし
て、貧困世帯へ一定額を長期的に給付するものである。貧困世帯は給付される現金を元手
に食料や衣服などの必需品購入へと役立てている。そのため、現在途上国で広がる現金給
付政策は、BOP ビジネスを下支えするものと考えることができる。 
以上のようなことから、途上国における社会保障制度への関心が高まるにつれ、関連す
る研究が増加してきたと推察されるのである。これまで先進国を中心に行われた研究では、
社会保険制度を中心とした社会保障制度全体の成立や制度の持続に関して理論的研究が進
められた。例えば、「福祉国家の発展は労働勢力の強さと左派政党の政治戦略に規定される」
とするコルピ（Walter Korpi）やエスピン・アンデルセン(Gøsta Esping-Andersen)など
に代表される権力資源動員論
9
や、福祉国家の発展を「選挙制度や立法－行政関係といった
制度的配置によって規定される」とするピアソン(Paul Pierson)やホール（Peter Hall）に
代表される新制度論(Pierson 1994; Hall 1986)、などの理論が発展してきた。 
一方途上国の場合、これまで先進国に比べ社会保障制度は未整備であるとされてきたが、
近年の研究によって地域ごとに社会保障制度の特徴があると明らかにされている(宇佐美 
2003)。例えばラテンアメリカにおいては、社会保険によって保障されない都市インフォ
ーマルセクターの市民が多いにもかかわらず、フォーマルセクターを対象とした社会保険
中心のシステムがその特徴とされる(宇佐美 2003, 203-204 頁)。また中東欧地域では、社
会主義期以前の制度から引き継いだビスマルク型の保険制度と、社会主義期に導入された
生活必需品の現物支給などの普遍的な制度の組み合わせにより社会保障制度が構築されて
いる（貧困対策や失業時の支援制度はない）(仙石 2010, 63 頁)。最後にアジアでは限定的
な社会保険制度と、福祉に対する家族の役割の重視が特色とされる(宇佐美 2003, 203 頁; 
Haggard and Kaufman 2008, p.1)。 
                                                  
9 エスピン・アンデルセンの研究は、「各階級の同盟形態がその後の制度成立において決定的である」と
し、階級同盟論とも呼ばれるが、コルピの権力資源論の発展形と考えられることが多いため、権力資源動
員論の一つとして挙げている。(Korpi 1978; エスピン・アンデルセン 2001a, 2001b) 
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このように発展途上国においても、各地域によって社会保障制度の特徴が異なることに
加えて、途上国の制度形成時期が先進国の社会保障制度の縮減期に当たるため、先進国の
モデルをそのまま適用することよりも、先進国とは異なる政治力学を説明可能なモデル構
築の必要性が指摘される(宮本 2003; 宇佐美 2003, 2005; 大沢 2004)。そのため途上国の
社会保障研究においては、まず先進国とは異なる背景を踏まえたうえで、その社会保障制
度の特徴がいかなるものであり、それがいかにして形成されたのか、そして先進国モデル
との共通点あるいは相違点がどのようなものであるか、という問いに答えることが求めら
れてきたのである。 
 
2. なぜ南アフリカ及びナミビアの社会福祉制度なのか 
途上国において、社会保険制度が社会保障制度の重要な政策として考えられているが、
一部において社会保険制度の整備が見られる国家も存在する一方で
10
、社会全体に広く社
会保険制度を普及させている国家は少ないのが現状である。つまりそれは、正規雇用者を
対象とする社会保険制度によって保護されないインフォーマル労働者が多数存在すること
を意味している。そのため、失業者やインフォーマル労働者が多数を占める途上国におい
て、貧困対策の一環として、社会福祉のニーズの高まりにいかにして対処するのかが社会
保障を巡る議論の中心的課題となっている(宇佐美 2005, 6-10 頁)。しかしながら、社会保
険制度に焦点を当てた途上国の社会保障制度研究に比べて、社会福祉制度を取り上げた研
究はまだまだ発展段階にあり、今後ますます強化が求められる分野でもある。 
特に世界で最も貧しい地域であるサハラ以南アフリカ地域において、貧困世帯の教育や
保健、社会手当といった社会福祉制度の拡充は、国際的な貧困削減目標を集約したミレニ
アム開発目標((Millennium Development Goals: MDGs)を達成するためにも必要不可欠
なものと考えられている(牧野 2011)。その中において、近年途上国において注目され、サ
ハラ以南アフリカ地域においても実施され始めた現金給付制度は、貧困世帯の所得向上や
児童の教育、健康状態の改善につながるという意味で、社会開発としても重要な政策とな
っている(浜口、高橋百合子 2008)。この現金給付制度は、メキシコやブラジルなどのラテ
ンアメリカ諸国において始められたものであったが、サハラ以南アフリカ地域において公
的な制度として最も成功させたのが、本論文の対象とする南アフリカとナミビアである。 
                                                  
10 例えばカルボーネ(Giovanni Carbone)は、近年のガーナにおける健康保険（health insurance）改革
について論じている(Carbone 2011)。 
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南アフリカは人口 5059 万人、アフリカ民族会議（African National Congress: ANC）(組
織の詳細などは第 4 章)による政権のもとで政治的に安定し、豊富な鉱物資源の輸出を通じ
て経済的繁栄を遂げている。一人当たり GNI は購買力平価換算で 10710 ドル（2011 年）
の高中所得国となっている
11
。アパルトヘイトという他に類を見ない、国家による合法的
な人種隔離政策が行われた結果、人種間の著しい政治的・経済的不平等が生み出され、民
主化後の新政権の引き継いだ遺制としてその解決が大きな政治的課題となっている。また
それに加えて、90 年代以降の経済的自由化と国際市場経済への参入の結果、高失業率に苦
しみ、また雇用の柔軟化によるインフォーマル労働者の増大によって新たな貧困世帯が生
まれてもいる。そのためポスト・アパルトヘイト期の政権において、経済成長によっても
たらされた富をいかに分配し、貧困や不平等を減少させるのかということも重要な政治課
題である。 
人口の 1/4 が 1 日 1 ドル以下、1/2 が 2 ドル以下で生活する南アフリカにおいて、社会
保障制度の充実は貧困層にとって市民的・社会的権利を確保し、なにより「生存」するた
めになくてはならないものである。特に、貧困世帯の生活状況に大きな影響を与える社会
福祉制度の整備は、南アフリカ政治の中心的議題となっている。そのなかで整備されてき
た南アフリカの資力調査に基づいた社会手当制度は、他のアフリカ諸国だけでなく、他地
域の中所得国に比べても大規模な社会手当制度と指摘される(Seekings 2002; Stevens 
2006)。社会手当全体の受給者数は約 1400 万人以上であるが、そのなかでも児童扶養手当
は 960 万人、老齢年金手当は 275 万人に給付されており、世帯にとって重要な所得源とな
るとともに、社会開発の向上に役立っている(Lund 2011)。 
一方ナミビアは人口 232 万人（2011 年）、一人当たり GNI は購買力平価換算で 6520 ド
ル（2011 年）の低中所得国である12。1990 年の独立以降、南西アフリカ人民機構
(South-West Africa People’s Organization: SWAPO)(組織などの詳細は第 4 章)の一党優
位体制のもと、南アフリカ同様ダイヤモンドやウラン、銅といった豊富な天然資源の輸出
を基礎にし、農業、観光業によって経済成長を遂げてきた。またナミビアも、南アフリカ
政府のもとでアパルトヘイト政策が導入されたことにより、人種間の政治的・経済的格差
や貧困の克服など、置かれた状況は民主化後の南アフリカと類似している。ナミビアの社
                                                  
11 数字は世界銀行[http://databank.worldbank.org/data/views/reports/tableview.aspx]、及び日本国外
務省[http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/s_africa/data.html]を参照（参照 2013 年 7 月 28 日）。 
12 数字は世界銀行[http://databank.worldbank.org/data/views/reports/tableview.aspx]、及び日本国外
務省[http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/namibia/data.html]を参照（参照 2013 年 7 月 28 日）。 
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会福祉制度は南アフリカ植民地時代の制度を基に発展したため、児童扶養手当など資力調
査付きの社会手当制度に南アフリカとの類似性が見られる。しかしその一方で老齢年金制
度に関しては、給付に対して資力調査を課さない普遍的な年金制度が導入されている。 
ではなぜ南アフリカとナミビアは他のアフリカ諸国に比べ、大規模で公的な社会扶助制
度を発展させることができたのであろうか。そして、同様の社会環境のもと類似した制度
を構築する一方で、高齢者を対象とした年金制度に関して、選別型制度と普遍型制度に分
岐させた要因とはいかなるものなのであろうか。こうした問いに答えることは、他のアフ
リカ諸国が今後辿る軌跡に対して重要な示唆を与えるものとなる。 
アフリカにおける社会保障政策の特徴としては、次のような側面が挙げられる。一般的
に社会保障制度には、健康保険など雇用者と被雇用者の拠出負担を基礎とする社会保険制
度と、児童手当や障碍者手当のように国家の税金を基礎とする非拠出型の社会扶助制度が
含まれる。アフリカ諸国において、拠出型の社会保険制度が柱とされることは少なく、公
的制度が形成される場合、南アフリカやナミビアのように非拠出型制度を中心とすること
が多い(Ellis, Devereux and White 2009)。しかしながら、こうした公的制度自体を発展さ
せたアフリカ諸国はまだ少数であり、現状は対象地域及び対象者を限定した条件付きの現
金給付プログラムを試行している場合が多数である。 
ラテンアメリカ地域にみられるように、条件付き現金給付は、貧困世帯に対して児童の
教育及び健康保全の義務を課すことを条件に、長期的に少額ではあるが継続して現金を給
付するものである(Cook 2013, pp.17-20)。現在アフリカ諸国の多くで実施されている制度
の多くは短期的プロジェクトであるが、近年徐々に長期的で定期的な社会扶助制度として
整備される傾向にある(Ellis, Devereux and White 2009; Garcia and Moore 2012)。 
南アフリカとナミビアの制度は、社会扶助制度として他のアフリカ諸国に先んじて公的
に形成された。一般的に、新たに社会保障制度を形成する場合、「選別型」か「普遍型」と
いう選択を迫られるが、両国はまさに異なる選択を行ったのである。この両国の比較分析
から得られる知見は、他地域に比べ遅れているアフリカ諸国において、社会保障制度の特
徴がいかなるものであり、いかなる意味合いを有しているのかなど、これまで解明されて
いない問題を明らかにすることにつながる。しかしこれまでのところ、なぜ両国の選択が
異なったのか、いかなる要因が影響を与えたのか十分に明らかにされていないのである。 
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第 2 節：研究課題・主眼 
本論文は以上のような問題意識のもと分析を進めていくものであるが、論文の課題を整
理すると次のようになる。 
 
(1) 南アフリカとナミビアは、いかなる経緯のもとで社会福祉制度を形成し、なぜ他
のアフリカ諸国よりも先んじて公的制度として整備することができたのか。社会
福祉制度の形成及び拡大に関して、両国の共通点とは何であったのか。 
(2) 両者の老齢年金手当及び制度に関して、選別型と普遍型との制度分岐を生じさせ
たものは何であったのか。両国における相違点とは何であったのか。 
(3) 南アフリカとナミビアに見られる公的な社会福祉制度の整備は、アフリカ地域に
おける貧困対策として特異的な事例なのか。 
 
本論文ではこれらの課題を検証するにあたり、研究の視角として二点提示する。一つは
歴史的制度の経路依存性であり、もう一つはアクターの政治構造内部での権力配置状況と
アクターの選好形成である。 
 現在の南アフリカとナミビアの制度は、ともにアパルトヘイト時代の制度に起源を有す
ることは明らかであるため、現行制度に至る過程において制度の経路依存性を無視するこ
とはできない。新たな制度を形成するにせよ、あるいは制度を持続するにせよ、アパルト
ヘイト時代に構築された制度の枠組み内部での政治状況が、その後の軌道を帰結させる以
上検証が必要となる。これまで歴史的制度論は、制度発生を促す初期の出来事は偶発的で
あるが、その後のプロセスにおいて軌道に従い特定のパターンを再生産し続けていくこと
(ロックイン効果)を強調することによって、制度の持続性について説明することに適して
いた。 
しかしその一方で制度のフィードバック効果に関して一元的であったがゆえに近年批
判され、経路依存性による制度変化を分析する必要性について論じられてきた(Hacker 
2005; Mahoney and Thelen 2010)。制度の置かれた外部環境の変容に対して、制度内部の
政治状況によって制度が大きく変容する場合もあれば、新たな環境に適合させることに失
敗することでも制度が変化する場合もある。したがって、南アフリカとナミビアの制度的
分岐を捉えるためには、まず両国における制度変化がどのような変容であったのかまず明
らかにする必要がある。 
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 本論文のもう一つの視角は、両国の制度変化の分岐をもたらした政治構造、すなわち政
党・労働組合・資本家層といったアクター間の関係性と、その関係性を生み出す各アクタ
ーの選好及び行動を明らかにすることである。これらのアクターの重要性は既存の福祉国
家研究でも一定のコンセンサスが得られたものであるが、制度変化に対してこれらのアク
ターが政治構造内でどのような力関係にあり、またその関係性が何に起因しているのか明
らかにする必要がある。本博士論文では、政党、労働組合、資本家層のなかでも特に政党
と労働組合に焦点を当て、それぞれの選好形成及び行動に影響を与える外部環境変化とし
て、民主化や経済グローバル化との関係から論じる。 
 したがって、本博士論文では、これまで南アフリカとナミビアにおいて別々に論じられ
てきた社会福祉制度の発展に関して、その相違点を明らかにするだけでなく、既存の福祉
国家論研究のなかで南アフリカとナミビアの事例がどのような位置付けに置かれるのか、
検証を試みるものでもある。 
 
第 3 節：論文の構成 
 上述した問題関心と研究目的に基づき、本博士論文は以下のように構成される。この序
章においては論文の問題関心と研究目的について明らかにしたが、続く第 1 章では先行研
究について整理し、本論文における分析視角を提示する。まず欧米の福祉国家論における
制度形成及び制度発展に関する研究と、近年の南アフリカやナミビアの先行研究を含む新
興福祉国家論について簡単に整理する。その後、本論文の研究視角として歴史的制度論の
制度変化モデルと、その重要なアクターである政労使関係アプローチについて説明する。
第 2 章以降では、両国がいかなる経緯で異なる制度を発展させたのか、両国の社会状況(第
2 章)、歴史的経緯(第 3 章)、一党優位システム(第 4 章)、アクター間関係(第 5 章)に分けて
分析する。 
 第 2 章では、まずアフリカ諸国の貧困状況を南アフリカとナミビアの事例も含めて提示
する。そして近年、世界的な貧困削減政策として注目されてきた現金給付政策として、南
アフリカとナミビア両国で形成された制度に関して、その特徴及び、類似点と相違点、制
度が果たした効果について明らかにする。 
 第 3 章では、両国における社会福祉制度がアパルトヘイト時代から現在までどのような
議論のなかで発展してきたものであるのか、まず明らかにする。そして両国の制度発展の
違いを研究視角で提示した制度変化モデルに基づいて分類する。最後にそれぞれの制度変
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化に影響を与えたアクターが何であるのか明らかにする。 
 第 4 章と第 5 章では、第 3 章で提示した制度変化形態とアクターに関して、それぞれの
制度変化を促したアクターの選好と行動を明らかにし、両国においてアクターの関係性に
いかなる違いがあったのか分析する。まず第 4 章では、一党優位政党制のもとで政策形成
の主導的立場にあった ANC と SWAPO に焦点を当て、両政党が外部環境変化に対してど
のような選好を有して政策を形成し、社会福祉制度を位置付けたのか、国家の開発政策や
選挙競争との関係から分析する。 
 第 5 章では、両国において ANC 及び SWAPO の重要な支持基盤である労働組合
(COSATU・NUNW)13に主に焦点を当て、両アクターが政党とどのような関係性にあった
のか、そして外部環境の変容を受けてどのような選好をもち、行動してきたのか明らかに
する。そして両国の制度変化の分岐を促したアクター間の関係性にいかなる違いがあった
のか明らかにする。 
 結論では、以上の分析を踏まえて論文の結論をまとめ、残された課題を提示する。
                                                  
13 南アフリカ労働組合会議(Congress of South African Trade Unions: COSATU）や、ナミビア労働者
全国組合(National Union of Namibian Workers: NUNW)など、各労働組合の歴史や組織の詳細について
も、第 5 章において明らかにする。 
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第 1 章：分析枠組みの設定 
 
はじめに 
第 1 章では先行研究について整理し、本論文における分析視角を提示する。まず欧米の
福祉国家論における制度形成及び制度発展に関する研究と、近年の南アフリカやナミビア
の先行研究を含む新興福祉国家論について簡単に整理する。その後、本論文の研究視角と
して歴史的制度論の制度変化モデルと、その重要なアクターである政党、労働組合、資本
家層の関係アプローチについて説明する。 
 
第 1 節：既存研究の整理 
社会保障制度の発展に対する研究者の理解は、地域によって理解されてきた地域とそう
ではない地域とがある。先進国の社会保障制度に関して、その形成要因や分配結果に対し
て理論的研究が蓄積された一方で、途上国における社会保障制度の形成要因や形態、経済
的効果についての理解は、先進国に比べて十分為されてこなかった。しかしながら近年、
途上国における社会保障制度を対象とした研究として、政治体制との関係性を示したもの
や、社会的アクターの選好や政権の置かれた政治状況との関係性について焦点を当てたも
のなど徐々に蓄積されている
14
。 
アジア（特に東アジア）やラテンアメリカにおいて、社会保障制度の発展に関する研究
は、サハラ以南アフリカ諸国の研究に比べて、豊富な事例の比較などを通して各地域の特
徴について研究が進められてきた(宇佐美 2001, 2003, 2005; Haggard and Kaufman 
2008; 大沢 2004)。第 1 節では、このような途上国における社会保障制度研究も含めた既
存研究を要約し、本論文の対象である南アフリカとナミビアにおける先行研究の位置付け
を検証する。 
 
1. 先進国における福祉国家研究 
先進福祉国家研究は、まず先進国における福祉国家体制の確立と社会支出の急増に対し
て、その影響を及ぼした主たる要因として、産業化や経済成長、高齢化といった社会経済
                                                  
14 代表的な研究としては以下のものがあげられる(Wong 2003; Avelino et al. 2005; Weyland 2007; 
Haggard and Kaufman 2008)。また日本における研究としては、(宮本 2003; 宇佐美 2003, 2005)など
途上国における社会保障制度研究を収録したものが挙げられる。 
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項目の発展度合との関連から分析が進められた。カットライト(Phillips Cutright)やウィ
レンスキー(Harold Wilensky)に代表される、いわゆる産業化論である(Cutright 1965; 
Wilensky 1975)。産業化論においては、福祉国家発展の度合いを判断する基準として社会
支出の多寡が設定され、経済の発展水準や都市化、人口年齢構成などの社会経済発展が高
くなればより社会支出の高い福祉国家へ収斂するという「単線的発展論」が主張された。
しかしながら産業化理論において指摘された、経済成長などによってもたらされる経済的
資源の蓄積は、国家が普遍的な社会保障制度を整備するうえでの必要条件であるが、十分
条件にはならない。それは経済水準の大きい米国の公的社会保障制度がヨーロッパ諸国と
比較して低いことに見られるように、先進福祉国家間の制度の特質の違いを説明できない
からである。 
こうした福祉国家の収斂を重視した産業化論を決定論的であると批判し、国内の政治的
要因から福祉国家発展の差異を説明しようとしたのが、コルピ(Walter Korpi)やエスピ
ン・アンデルセン(Gøsta Esping-Andersen)らに代表される権力資源動員論である(Korpi 
1979, 1983; Esping-Andersen 1990)。社会経済的要因を福祉国家形成の要因として重視し
た産業化論に対して、権力資源動員論においては、労働組合及び左派勢力（特に社会民主
主義政党）の力の配分状況といった政治的要因に注目する。権力資源とは「他者に対する
価値付与ないし価値剥奪を行う能力」(Korpi 1978)であり、労働組合や政党が動員を行う
ための組織や資金など権力行使を可能にする条件の総体である。 
 コルピによれば、労働組合による資源動員力や左派政党の影響力が強いほど、福祉国家
の基盤となる社会保障制度が普遍主義的に構築される(Korpi 1978、1979)。労働組合や社
会主義政党は再分配による富の公平化を望む傾向にあるため、左派の影響力が強い国家と
そうではない国家との間で福祉国家の度合いに違いが生まれると考えられたのである。労
働組合の権力資源が大きくなる条件としては、第 1 に、労働組合の組織化率が高く、かつ
強力なナショナルセンターの下に統合されていることである。第 2 に、労働者を統一的に
代表する労働者政党が存在し、労働者からの高い支持を得ていることである。そして労働
組合と彼らを代表する政党が緊密な協力関係を構築していることも重要となる。 
 コルピが左派勢力の強さに一元的に要因を求めたのに対して、エスピン・アンデルセン
は、フランスやドイツの事例を用いて、カトリック政党等が労働者政党と連合して福祉国
家を発展させてきたことを指摘し、国内政治における政治的同盟の形態や、その戦略のあ
り方を福祉国家形成の重要な要因として論じる(Esping-Andersen 1990)。そして同盟パタ
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ーンや戦略の違いによって、福祉国家の特徴が異なることを強調する。エスピン・アンデ
ルセンは、福祉国家のシステムを「福祉レジーム」として捉えたうえで、「脱商品化」と「階
層化」という 2 つの指標を基に、先進福祉国家を「自由主義モデル(脱商品化が低く、階層
化が高い)」「保守主義モデル(脱商品化及び階層化ともある程度進んでいる)」「社会民主主
義モデル（脱商品化度は高いが階層化は低い）」の 3 つに分類した15。また、このような多
様性を導く要因として強調したのは、歴史的遺制や階級動員（特に労働者階級）の状況、
アクターの政治的同盟パターン、農民層やホワイトカラー層との同盟に成功した勢力（特
に左派勢力）であり、これらのアクターが福祉国家の方向性を決定付ける点を指摘した。 
 コルピやエスピン・アンデルセンは、ヨーロッパなど先進福祉国家を分析の中心としな
がら、権力資源の配分状況や労働組合及び左派勢力の戦略の多様性を見出した。そして、
このような点から産業化理論における収斂説を否定し、福祉国家内の発展経路の分岐を論
じた。しかしながら、コルピらのように発展の要因としての左派政権の主導性を重視した
見方に対して、保守主義層などの右派勢力の一定の影響力を重視する見方もある。例えば
キャッスルズ(Francis Castles)はオーストラリアとニュージーランドの事例を基に、左派
勢力が大きな力を有していながら、両国は高度な福祉国家を形成していない点を指摘する
(Castles 1985)。両国が普遍主義ではなく、選別主義的福祉政策を展開した背景として、
キャッスルズは労働組合を筆頭とする左派が普遍的給付制度に消極的であったことや、右
派勢力の強さが福祉規模の拡大に関係していた点を明らかにした。 
一般的に、福祉国家の拡大に関して経営者など資本側は、労働コストの上昇などの観点
から否定的であると考えられてきたが、一方で再分配政策が国民の購買力を高めると同時
に社会的安定による経済活動へ寄与するとも考えられるため、資本の側が福祉向上に好意
的であることも可能性として考えられる(新川 2005、249 頁)。そのため左派勢力が強けれ
ば福祉が拡大し、一方で保守派が強ければ福祉が発展しないとは一概に指摘できるもので
はなく、左派にせよ右派にせよ彼らがどのような政策的志向を持つかが重要となる。 
こうした党派性やイデオロギーを超えたアクターの利益・選好形成に関する分析は、近
年の新制度論的分析においてもますます重視されている。ピアソン(Paul Pierson)によれ
                                                  
15 脱商品化とは、労働市場への従属（労働の商品化）によらずに各種所得保障によって生活を維持でき
る程度（保険などの所得保障が充実しているほど脱商品化度が高い）を表している。階層化とは、各人の
階層や職種に応じた給付が行われ、人々の間で格差が固定化されているか否か（すべての市民が等しく各
種所得保障を受給できているほど階層化は低い）を表している。エスピン・アンデルセンはその後「脱家
族化」という家族への個人の依存度合いを測る指標も含め、福祉レジームの類型化を行っている(エスピ
ン・アンデルセン 2000)。 
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ば、権力資源動員論による労働者階級及び左派政党の力の大小では、福祉国家の縮減期の
メカニズムを明らかにできない(Pierson 1996, p.150)。それは、70 年代末以降の先進国に
おいて、組織労働者や左派政党の衰退が顕著になってきた一方で、社会保障の規模は左派
勢力の衰退に一致するほどの減少は見られなかった。ピアソンは、こうした事実から左派
勢力の福祉国家に対する影響は必ずしも決定論的なものではないと論じる。ピアソンに代
表される新制度論では、アクターの行動に対する制度配置の影響が重視される。そのよう
な制度として選挙制度や立法・行政関係、司法のあり方などが考えられ、これらの制度は
アクターの集団アイディンティティや政策選好、同盟選択へ影響を与えながら、政治闘争
のルールを確立するという(Pierson 1996, p.152)。 
 ピアソンは、このような制度の重要性を踏まえたうえで、福祉国家縮減期における福祉
国家の持続について、制度の遺産(policy legacies)による経路依存(path dependency)16やフ
ィードバック効果から説明を行う(Pierson 1996, pp.153-155)。福祉国家は、その発展段階
において幾つものプログラムを整備するが、そのプログラムから利益を得る利益集団が出
現するために、後にプログラムを変更する際に大きな妨げに直面する。すなわち福祉国家
縮減期の政治において、制度的拒否点(veto points)が少ない制度構造ほど急激な福祉削減
を行うことが可能であり、拒否点が多いほど制度が持続するのである。 
 歴史的制度論では、福祉国家の発展を左派勢力の権力資源の多寡からのみ説明した権力
資源動員論を批判し、政治勢力の選好への制度的影響や、制度の生み出すフィードバック
効果、経路依存効果などの重要性を明らかにした。そして経済社会環境の変化ではなく、
国内における制度配置の影響により、福祉国家の発展及び縮減の特質が収斂ではなく多様
であることを理論的に実証し、福祉国家の変容に関する政治学的な分析の重要性を指摘し
た。しかしその一方で、制度の重要性を強調するあまり、構造的要因決定論に陥ってしま
う可能性がある。すなわち、ある制度状況に置かれた場合アクターが同じ選択及び戦略を
採用することを想定するために、権力資源動員論におけるアクターの自律性に比べて、新
制度論においてはアクターの働きを弱く解釈してしまう。そのため宮本が指摘するように、
                                                  
16
 経路依存についてピアソンは、マーガレット・リーヴィーによる定義を採用している。リーヴィーは、
「もし経路依存が何かを意味するのだとしたら、それは国家や地域がある軌跡を進み始めたあとにその軌
跡を切り替えるコストが非常に高くなるということである。選択を行える時点はほかにあっても、ある一
定の制度配置が確立すれば、当初の選択を簡単に切り替えることは妨げられる。おそらく比喩として正鵠
を射ているのは、経路よりも樹木である。同じ幹から成長しても枝分かれは大きいものから小さいものま
でさまざまである。枝に絡みついたツル科植物の蔦の成長は、方向転換や枝から枝へのよじ登りができた
としても（選んだ枝が枯れたときには方向転換や別の枝へとよじ登らざるをえないとしても）はじめに選
んだ枝から進むことになる」、と定義している(Levi 1997, p.28)。 
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労働組合などの左派勢力が、その他の政治勢力との対抗及び協調関係についてどのように
考えていたのか、あるいはその利益表出のための制度形成についてどのような構想を有し
ていたのかなど、アクターの戦略に対する視角を導入する必要が生まれている(宮本 1996, 
142 頁)。 
 以上のように、先進福祉国家論において、福祉国家発展の要因として多様な変数が指摘
された一方で、一定のコンセンサスが形成されてきたとも言える。産業化論が指摘するよ
うな社会経済的発展の度合いは決定要因としては不十分であるが、社会保障が発展するう
えで必要な要素であり、その点は前提条件となる。また制度的多様性を促す要因のなかで、
左派勢力の影響を無視することはできないものの、統治権力との関係性や、右派勢力や農
民層など他のアクターとの協力の度合いなどの重要性は共通していると言えよう。 
 
2. 後発福祉発展論と南アフリカ・ナミビアにおける福祉政治 
先進福祉国家論に対して、近年その注目が増している途上国や新興工業国を対象とした
後発福祉国家論あるいは新興福祉国家論が勃興している(宮本 2003; 宇佐美 2003, 2005)。
こうした研究では、先進福祉国家論で行われた議論を、先進国以外で社会保障制度の整備
が行われつつある事例に拡大することを目的としていた(宇佐美 2003, 3 頁)。後発福祉国
家の研究においては、まず先進福祉国家論の枠組みによってアジアやラテンアメリカの福
祉国家をどこまで分析可能で、どのような視点が欠けているのかを理解することが重要で
あった。実際エスピン・アデルセンのモデルは先進諸国の福祉制度を焦点にしたものであ
るが、アジア・ラテンアメリカについては、先進諸国モデル（3 つのルート）の軌道を辿
ることを想定していた(Esping-Andersen 1996, pp.20-21)。 
 しかしながら、ラテンアメリカや東アジア諸国の発展経路に関して言えば、福祉国家の
形成に影響を与えた政治勢力の構成とイデオロギーは、先進諸国モデルとは異なる(宮本
2003, 22-25 頁)。例えばラテンアメリカでは、都市フォーマル部門の製造業などを対象と
した社会保険制度が中心であり、社会民主主義勢力ではなく軍事政権によって福祉制度が
形成された(Haggrad and Kaufman 2008, pp.79-113; 大串 2002)。またアジアにおいては、
自由主義レジームを主導する資本家層も、保守主義レジームを支える地主層も、そして社
会民主主義レジームを主導する労働組合・農民層の同盟も見られない(上村 2004、36-37
頁)。上村によれば、アジアの福祉制度の発展を促したものは、先進国モデルに見られるア
クターではなく、国家主導による国家コーポラティズムの下での国家と労働組合との関係
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性であった(上村 2004, 41-44 頁)17。 
制度形成要因として、国家コーポラティズムや開発体制
18
といった地域特有の政治的要
因を重視する分析において、福祉政策は国家の開発政策の一環としての政策という位置付
けがなされており、その経済発展モデルとそれを生み出すアクターの行動が重視される(宇
佐美 2003, 11-16 頁; 大沢 2004, 12-14 頁)。例えばラテンアメリカでは、国家主導による
輸入代替工業化政策の実施と関連して、肥大化する国営企業や公共セクターにおいて強力
な労働組合が形成された。国家は労働組合による社会保障要求への対応として福祉政策を
施行し、体制への支持を確保すると同時に、効率的な社会統制を行った(宇佐美 2003, 176
頁)。このような権威主義体制による国家運営と福祉政策との連関について、クウォン
(Huck-ju Kwon)は「選別的開発福祉主義(selective welfare developmentalism)」と呼び、
同じ開発主義のなかでも普遍的な社会投資や民主主義体制を基にする「包摂的開発福祉主
義(inclusive welfare developmentalism)」と区別する(Kwon 2005)。クウォンは韓国や台
湾は近年、選別的開発福祉主義から包摂的開発福祉主義へと移行しつつある一方で、シン
ガポールや香港では普遍的な社会保障制度への改革は行われておらず、選別的開発福祉主
義の傾向を残していると指摘する。 
以上のように、アジアにおいては開発独裁体制の下でその支持層である軍部及び公務員
への社会保障整備がなされ、ラテンアメリカにおいてはポピュリズム体制のもとで強い労
働者層への社会保障整備がなされてきたことに関して分析されてきた。このような新興福
祉国家論の発展のなかで、南アフリカとナミビアの社会保障研究について触れてみたい。 
エスピン・アンデルセンの福祉レジームの理念系との関係でみた場合、明確にこのモデ
ルに適合させることはできない。しかしその一方で、自由主義レジームを主導する資本家
層や保守主義レジームを主導する地主層は人種隔離政策との関連において白人層に見られ、
                                                  
17 上村はコーポラティズムをシュミッターの定義に従い、以下の利益代表システムと定義している。「構
成単位は単一性、義務的加入、非競争性、階統的秩序、そして職能別の分化といった属性をもつ、一定数
のカテゴリーに組織されており、国家によって許可され承認され、さらに自己の指導者の選出や要求や支
持の表明に対する一定の統制を認めることと交換に、個々のカデゴリー内での協議相手としての独占的代
表権を与えられる」(上村 2004, 37-38 頁)。国家コーポラティズムは反自由主義的な後進資本主義国家、
権威主義的な新重商主義国家にともなう要素であり、国家主導によるコーポラティズムである(上村 2004, 
41-42 頁)。 
18
 途上国において、個人や家族あるいは地域社会ではなく、国家や民族の利害を最優先させ、国の特定
目標、具体的には工業化を通じた経済成長による国力の強化を実現するために、物的・人的資源の集中的
動員と管理を行う方法を、末廣は「開発主義」と定義した。そしてこの開発主義のイデオロギーが、国家
による投資資金の集中的管理と運営、人的資源の配分と労使関係への介入、国民各層のあいだでの成長の
共有を実現するための社会的政策の遂行、といった政策実現のために、法律や制度・組織の整備を目的意
識的に行う場合、「開発体制」と定義した（末廣 1998, 18-19 頁）。 
17 
 
社会民主主義レジームを主導する労働組合は、独立及び民主化闘争の過程で重要な役割を
果たした。その点でアジアとは置かれた状況が異なると言える。民主化後の南アフリカで
は社会福祉が高齢者や障碍者、児童など非労働者に限定され、それ以外の働ける人々は雇
用によってでしか生活が保障されていない。つまり相対的に残余的社会保障の要素を傾向
として示している。一方、独立後のナミビアも南アフリカと同様であり、自由主義的要素
が見られるが、高齢者への普遍的年金制度の導入など南アフリカに比べ包摂的な要素も見
られる。こうした違いは資本家や地主層、労働組合との関係のなかで生じてきたものなの
であろうか。こうした違いについて南アフリカやナミビアを比較分析してきたものは少な
い。現在までのところ、主に別々に研究されているというのが現状である。 
南アフリカの社会保障制度に関して言えば、他のサハラ以南アフリカ諸国に比べデータ
の蓄積が進められてきたこともあり、老齢年金手当など社会扶助制度の貧困層への影響に
関する研究や、政策効果に関するデータ蓄積が進められてきた
19
。そもそも南アフリカに
おける社会保障制度は 1994 年の民主化以降、社会的・経済的公正を達成するため、また
アパルトヘイト時代の遺制を解決するために憲法に沿うように作り直されてきた。したが
って、不平等や差別、貧困を克服するために設計された社会扶助制度が、実際にいかなる
効果を及ぼすのかに関して研究が蓄積されたことは必然的な流れであると指摘できる。 
一方で、政策効果に関する実証研究の他に、南アフリカにおける社会保障制度がいかに
して形成されたのか、その形成及び拡大要因についての研究も進められている(Nattrass 
and Seekings 1997; Seekings 2002, 2008; 牧野 2005)。このような研究において、
COSATU を中心とした労働運動や NGO、宗教団体といった市民社会組織20による提言活
動の及ぼした影響について指摘されてきた。特に COSATU は、ANC 及び南アフリカ共産
党(South African Communist Party: SACP)と三者同盟（Tripartite Alliance）を結び彼ら
の重要な支持基盤となると同時に、産業界などを交えた政策協議機関である全国経済開発
                                                  
19
 ファン・デル・ベルグらによれば、2000 年以降貧困は低下しており、特に 2002 から 2004 年期間に
おいて、雇用創出とともに社会手当の大幅な拡大が貧困削減に貢献していることが指摘されている(Berg 
and Bredenkamp 2002)。他に社会保障や社会政策の効果に関して分析したものとして以下のものがあげ
られる(Case and Deaton 1998; Bhorat 2001; Case et al. 2005; Barrientos and DeJong 2006)。 
20
 アフリカ政治における市民社会を論じたものとしては、(Bayart 1983; Ekeh 1992; Bratton and Van 
de Walle 1997; Kasfir 1998; Chabal and Daloz 1999; 遠藤 1998, 1999 2000,2001; 佐藤 2000)などが挙
げられる。市民社会概念はアフリカに限らず非常に多義的であり、研究者によってその適用範囲は異なっ
ているが、本論文では市民社会組織という用語を非政府組織（NGO）や地域社会組織(CBO)、宗教団体
といった自発的市民組織を包含したものとして用いる。市民社会という用語を用いる場合は、市民社会組
織が活動する場とし、政党間の選挙により国家権力を競う政治社会とは区別する（遠藤 1999; 牧野 
2006）。 
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労働評議会（National Economic Development and Labour Council: NEDLAC）におけ
る労働セクターの代表者として参加するなど、国家政策形成の重要なアクターである。 
 民主化後の再分配政策の形成過程を分析したジョンソン(Krista Johson)は、児童扶養手
当の制度形成を事例に、COSATU と他の市民社会組織との連携が果たした役割の重要さ
を指摘する(Johnson 2000)。ジョンソンによれば、このような連携を生み出した要因とし
て、民主化当初に比べて ANC が COSATU を筆頭とする社会組織の参加型政策形成を望
まなくなった点が重要である。ANC がなぜ参加型政策形成を避けるようになったのかは
明らかにされていないが、労働組合などにとっていわば自らの力を行使するための政治的
機会の減少が危機感となり、社会組織間の連携強化へと繋がったと捉えることができる。 
 シーキングス(Jeremy Seekings)は、労働組合による社会福祉制度の拡充を含む社会政
策への積極的な活動要因を、労働組合が賃金などの労働条件といった狭い範囲での自己利
益を超えて、福祉の社会化に対して大きな関心を有していたとを指摘する(Seekings 2004)。
労働者にとって公的福祉制度の拡大は、労働者自体が近親者の生活を支えるという負担を
減らすこともあり、労働組合は積極的に貧困削減に向けた政策を支持したのである。 
 COSATU のこのような特質は、アパルトヘイト時代から「社会的組合主義（social 
unionism）」としてその重要性が指摘されてきた(Webster 1988; Holdt 2002)。社会的組合
主義は、労働組合の本来の目的である労働環境の改善を求める運動だけでなく、政治体制
への抵抗運動のように、より大きな政治目的のために他の組織と同盟して行動することを
指す。アパルトヘイト時代、COSATU は反体制運動の中心組織であり他の組織との連携
が深かったが、こうした他の組織との連携を通じた影響力の行使は民主化後においても継
続してきた。民主化後の政治構造において、政党及び市民社会との間で重要な地位にある
以上、多くの研究において労働組合の行動に主眼が置かれるのは必然であったように考え
られる。 
 このような労働組合を中心とした左派勢力の影響力を重視した分析に加えて、国家によ
る経済政策や雇用政策と再分配政策との関係を分析した研究も蓄積されている(Sewpaul 
1997; Gray 2006; Seekings and Nattrass 2006; Visser 2009)。これらの研究ではまず民主
化後の南アフリカ政府による経済・開発政策が、人種間の格差是正を目的として再分配を
重視していたことを指摘する。この再分配を重視した政策は「復興開発計画
(Reconstruction and Development Programme: RDP)」と呼ばれ、土地改革や社会インフ
ラ整備、社会福祉制度の拡充を通じて、国内需要を創出し、経済成長へ結び付けることが
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目的とされた。いわば政府支出を増やし需要拡大を柱とするケイジアン的政策を通じて、
新国家の発展軌道を描いたのである。しかし、RDP はその後新自由主義的政策である「成
長、雇用、再分配(Growth, Employment and Redistribution: GEAR)」へ転換された。GEAR
において、市場競争を通じた経済の活性化や、パイの拡大による市民生活の向上が志向さ
れた。雇用の柔軟化を伴う経済政策の結果として、正規雇用の減少とインフォーマル労働
者の増加がもたらされ、社会保障制度の改革が労働組合を中心に要求されてきたのである
(牧野 2006)。 
 以上のように、南アフリカの社会保障研究は、左派勢力の重要性や経済政策との連関な
ど、先進国及び途上国地域の福祉国家研究で重視された要因を中心に分析されてきたと指
摘できるであろう。一方、本論文のもう一つの事例であるナミビアに関する研究は、南ア
フリカほど十分な分析が行われてきていないのが実情であるが、そのなかで重視されたの
は南アフリカ同様制度の貧困に対する影響分析である(Morgan 1991; Devereux 2001; 
Levine and van der Berg, Yu 2009)。特に普遍的社会年金制度は、貧困世帯にとって重要
な所得源であるだけでなく、貧困の発生率を減少させる効果を及ぼすことが指摘され、年
金制度の貢献を高く評価するものが多い。 
 普遍的年金制度の形成要因に関して、モーガン(Richard Morgan)は普遍的給付に適した
行政能力、ドナー援助に頼る必要のない財政能力、そして高齢者など弱者救済を憲法によ
って制度化したことなどを重要な要素として挙げている(Morgan 1991)。独立に際し、人
種間の公平さや、権利としての福祉を定めた憲法の制定が政策形成に対する政治的制約と
なった。加えて、豊富な天然資源を有し、植民地時代から整備された収税制度が整備され
ていることによって、普遍的給付を支える財政的安定性がもたらされたのである。しかし、
このような要因はどちらかといえば背景要因と考えられ、実際の政策選択を決定付けた要
因として考えることはできない。これに関して、モーガンはアクターの分析については触
れていないものの、年金制度と農村などの国家開発政策との関係性については分析すべき
点として認めている(Morgan 1991, p.358)。 
 南アフリカとナミビアの年金制度を比較分析したものは近年いくつか行われているが、
その中でも包括的な制度発展を分析しているのがペルハム(Larissa Pelham)である。ペル
ハムはレソトを交えた 3 ヵ国の非拠出型年金制度について、階級政治や制度推進アクター、
隣国へのドミノ効果などの点から相違点を分析している(Pelham 2007)。政治構造として
は南アフリカ、ナミビアともに歴史的な自由闘争を導いてきた強力な左派政党(ANC・
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SWAPO)の安定した政治構造の影響が共通して見られる(Pelham 2007, pp.5-6)。一方、制
度推進アクターに関して、労働組合や市民社会、政党など広範に取り上げているが、その
なかでも政策形成におけるアクターの事前的(ex-ante)動機と事後的(ex-post)反応から分
析している(Pelham 2007, pp.7-19)。事前的動機としては、制度形成に対する政策形成内
部の期待利得に関するものであり、事後的反応とは国家に対する社会組織からの制度発展
要請に対する国家の反応であり、いわば国家と社会との間の関係性である。 
 南アフリカのアパルトヘイト時代における制度形成は、白人労働組合からの要請もあっ
たが、主として白人に対しては欧米流の社会権の適用であった。それに対して、非白人へ
の拡大は反政府暴動に対する反応として、社会統制を含めたアパルトヘイト体制の強化の
一環を目的とした。一方、ナミビアにおいては南アフリカ同様、特定の地域を効果的に統
制すると同時に、支配に対する支持をナミビア国民から集める目的のために形成された。
独立後の制度改革において普遍型が採用された要因としては、主たる納税者である白人経
済富裕層も制度内に含むことで、税金による非拠出年金制度自体の維持というだけでなく、
白人及び非白人両方からの政治的支持を確保する意図が重要であった。 
 ペルハムの分析は主としてアパルトヘイト時代の制度形成に関して、どちらかと言えば
政策決定者側の事前的動機が強調されており、制度形成をもたらした国家と社会との関係
の重要性は高くない。また独立後あるいは民主化後の両国の制度改革において、社会組織
の活動の主導性を認めるものの、それぞれが独立した説明となってしまっているため、ど
のような国家と社会との関係が制度改革の軌道の違いをもたらしたのか比較考察されてお
らず、疑問が残ったままである。 
 以上のように南アフリカとナミビアにおける社会保障制度研究は、制度の貧困及び不平
等に対する効果の研究から始められ、近年徐々に制度発展をもたらした政治的要因の分析
が蓄積されている。これらの研究においては、先進福祉国家研究によって重要視されてき
た左派勢力の影響や、後進福祉国家研究において指摘された国家の経済及び社会開発政策
との関係性などの点からまず検証されてきたと言える。 
一方で、南アフリカと制度の歴史的類似性があるにもかかわらず、なぜナミビアにおい
て普遍主義的社会年金制度が構築されるに至ったのか、その点に関して政府と社会勢力と
の間の関係性からの実証は十分行われていない。ナミビアも政治構造的には南アフリカと
類似する点が多く、SWAPO の一党優位体制のもとで安定した政治状況にあり、また労働
組合である NUNW は COSATU 同様政権与党の最大支持基盤でもある。したがって、本
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来南アフリカと同じような政策的帰結をもたらす可能性はあるが、社会保障制度に関して
言えば異なる選択が行われている。 
 したがって、南アフリカとナミビアの制度形成に関して比較分析することは、南アフリ
カに比べて不十分なナミビアの制度形成を明らかにするうえで有益となるだけでなく、南
アフリカにおける制度形成に関してこれまで明らかにできなかったアクターの選択背景の
一部を示すことにも繋がると考えられる。 
 
第 2 節：分析方法と視角の提示 
 これまでの先行研究を踏まえ、本論文における分析視角として二点提示する。現在の南
アフリカとナミビアの制度は、共にアパルトヘイト時代の制度に起源を遡ることは明らか
であるため、現行制度に至る過程において制度の経路依存性を無視することはできない。
新たな制度を形成するにせよ、あるいは制度を持続するにせよ、アパルトヘイト時代に作
られた制度の枠組み内部での政治状況がその後の軌道を帰結させる以上、検証が必要とな
る。こうしたことからまず第 1 の視角としては、先進福祉国家において近年重視されてき
た制度の漸増的変化の議論を手掛かりに、南アフリカとナミビアの体制変化前後の共通点
と相違点を明らかにする。 
 第一の視角である経路依存性に関連して、第二の視角としては、経路分岐をもたらす局
面における政治状況を政党・資本・労働組合の関係性から明らかにする。南アフリカもナ
ミビアも、政治構造としてこの三者が政策形成の重要なパートナーであることは共通して
いるものの、両国における経路分岐をもたらした相違点を検証する必要がある。 
 
1. 制度変化と歴史的制度論 
 福祉国家論に関して言えば、社会保障制度がある時点においてなぜ出現するのかに関し
て、福祉レジーム論や権力資源動員論などのように理論的発展がなされた。しかし一方で
現在の福祉国家が変容している時代において、制度が漸進的に変化する様子を説明する理
論の発展は途上である。社会保障制度は社会年金であれ、社会手当であれ、市民の最低限
の生活水準を支えるために安定性や持続性が求められるのは当然である。しかし一方で、
時間の経過と環境変化への対応ゆえに徐々にその形態を変化させることも考えられる(宮
本 2008, 52-53 頁)。従来の歴史的制度論において、ある時点における政策決定はそれ以前
の時点における政策決定によって制約を受けることが強調されてきた。それは制度がいっ
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たん成立した場合、制度内で自己強化の過程を辿ることによって制度変化が生じ難くなる
ロックイン効果を重視してきた故である(Pierson 2004, pp-20-22) 。制度発生を促す初期
の出来事は偶発的であるが、その後のプロセスにおいて軌道に従い特定のパターンをその
後も再生産し続けることを強調することによって、制度の持続性について説明することに
適していた。一方で。急激な制度変化を生じさせる要因としては外生的要因を指摘するも
のの、制度内部の漸進的変化を及ぼす要因（内生的要因）は見逃されてきた(Mahoney and 
Thelen 2010, p.2)。 
そのなかで近年、内生的要因による制度変化を分析する理論的枠組みとして、漸増的変
化論や言説的制度論を用いた政治研究が増えている(Hacker 2002, 2005; Streeck and 
Thelen 2005; Schmidt 2008; Mahoney and Thelen 2010)。特に歴史的制度論は、合理的
選択論との間で理論的収斂が進み始め、多様な制度変化パターンを類型化し始めてきた
(Thelen 2003; Hacker 2005)。  
 新川によれば、制度とはフォーマル・インフォーマルなものにかかわらず、アクターの
行動を予想可能とする、あるいはパターン化する機能の集合と考えられる(新川 2005, 253
頁)。経路依存性によって制度自体が安定して相互行為のパターン化を継続させるというこ
とは、制度内部に固有の利害関係や権力バランスを作り出すため、いわば内部の閉鎖性こ
そが制度継続の要となる(新川 2005, 254-255 頁)。したがって、制度内部のアクター関係
に何らかの変化が生じる場合や、あるいは制度自体が外部の環境変化に適応できずに機能
を喪失する場合、その制度は流動化し、新たな政治的機会の出現とともに新たなアクター
の参入により変化が生じると考えられる(新川 2011, 22 頁)。 
こうした制度の流動化及び新たな政治的機会の出現する局面は、決定的分岐点(critical 
juncture)と呼ばれるが、漸進的な変化にせよ突発的変化にせよ、この決定的分岐点におい
て変化に抵抗する勢力が強い力をもち、強硬に制度を支持するならば制度は変更しづらく
なる。もしこうした拒否点構造が少なければ制度変化の可能性は高くなるが、拒否点構造
の強さがどの程度かは実際の権力配置状況次第となる(新川 2011, 23 頁)。例えば大統領が
政党を完全にコントロールしている場合などでは制度的拒否点は少なくなる。こうした制
度及び政治的文脈がアクターにどのような権力を配分しているかによって、制度変化を類
型化しているのが現在の内生的変化モデルである。 
ハッカー(Jacob Hacker)によれば、「制度内の変化への障害の大きさ」と「政治的環境の
現状維持志向の大きさ」によって、制度変化パターンを 4 つに分類可能となる(Hacker 
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2005)。制度内の変化への障害とは制度内部のアクターの抵抗力であり、主に制度運営の
側の問題である。また政治環境の現状維持志向とは、世論に代表されるように実際の制度
受益者が変化をどの程度望むかである。 
 
 図 1-1 制度変化の類型 
  制度内変化への障害 
政治環境の現状維持志向
 
 高 低 
高 
漂流 
Drift 
転用        
Conversion 
低 
重層化               
Layering 
制度廃棄/置換         
Elimination/Replacement 
  (出所) Hacker[2005], p.48. 
 
 制度内部の抵抗力が低く、政治環境の変化への抵抗が低い場合、制度は廃棄(elimination)
されるか、あるいは別な制度に置換(replacement)されることになる。この場合の変化は他
の制度変化に比べ最も大きな制度変化といえ、それ以外の制度変化はそれよりも小さな変
化だとも言える。漂流(drift)は、制度変化を求める環境が広がっているにもかかわらず、
運営側が制度変化を拒む場合に生じ、この場合形式的な変化はないものの制度は当初の目
的や機能を果たせなくなり、制度の特性が変質する。重層化(layering)は、政治環境が変化
に対して寛容である一方で、制度内部に強固な制度支持層が存在する場合、既存制度を分
解するのではなく、既存制度に新たな制度を付け加えることで制度の機能を外部環境に適
合させる際に生じる。最後に転用(conversion)は、受給者が現状維持を強く志向する一方
で、制度内部にそれほど強い制度支持がない場合、外部環境の変容に合わせて既存制度を
解釈し直すときに生じ、制度の運用によってその機能が変化する。 
 ハッカーは、制度の置かれた外部環境の変容に対して、制度内部の政治状況によって制
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度が大きく変容する場合もあれば、新たな環境に適合させることに失敗することでも制度
が変化する場合もあることを提示する。本博士論文では、このようなハッカーの制度変化
の類型を手掛かりに、南アフリカとナミビアにおける制度変化がどのような特徴であった
のか、まず検証する。 
 
2．政党・労働組合・資本家関係と外部環境変化 
 南アフリカとナミビアにおける制度変化がどのような類型に当てはまるのか検討したう
えで、重要になるのは、そうした制度変化を及ぼしたものが何であったのかを検証するこ
とである。国家は様々な政策を通じて市民の生活を保障し、市民が安心して社会で生きて
いけるようにその展望を与える役割を担っている。そのために一方で、労働政策を通じて
雇用の創出や確保、最低賃金の保障を行い、他方で失業や疾病などによって就労が困難に
なった場合のために、社会保険や社会扶助制度を整備し所得保障を行う。こうした雇用に
関連する労働政策や社会保障制度をどのように構築するかは、各国の政治構造などによっ
て決まる（宮本 2008）。 
本博士論文では既存研究で提示された政党と左派勢力との関係性をまず重視するが、そ
れに加えて政治的に保守的な資本家層も含めて、この三者の関係性に焦点を当てて分析を
行う。体制転換後の南アフリカとナミビアは共通した政治構造として、ANC 及び SWAPO
という一党優位政党体制のもとで、その支持基盤である COSATU 及び NUNW という労
働組合と資本家層が政策形成において深く連携してきた。このことは先行研究の指摘する
ところである。では両国において三者関係は福祉制度の発展にどのような影響を与え、そ
して両国間の相違を生み出したのであろうか。 
民主主義体制において政党は社会的要求の集約を、利益集団は社会的要求の表出を担う
重要なアクターである。政労使の関係性と福祉国家の発展に関しては、先進国や途上国と
いうことにかかわらず、コーポラティズム型の政策形成の観点からこれまで数多く分析さ
れている。例えば南アフリカとナミビアにおいても、政治構造のコーポラティズム的特徴
に着目した研究は数多く存在する(Webster 1998; Buhlungu 2005; Bauer 2007; Sycholt 
and Klerck 2010)。本論文もこうした研究の上に立脚したものであるが、本論文において
はコーポラティズム的な政治構造内部でのアクターの主導性及び従属性の違いが、両国間
の政策的帰結の分岐に影響があったことを検証することにある。南アフリカの場合、
NEDLAC において、労働政策に限らず多様な政策課題について政労使の対話が行われる
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一方、ナミビアにおいては労働組合の参加は労働政策関係に限定され、その他の政策課題
において政労使間対話は行われていない(Sycholt and Klerck 2010)。言い換えると、社会
福祉制度のような政策項目に関して、南アフリカでは政労使が同等の関係において政策を
決定していった一方で、ナミビアの場合政策決定局面において SWAPO の主導性が際立っ
ている可能性が考えられる。 
加藤によれば、制度変化プロセスにおいて 2 つの局面が重要になる。1 つは選好形成な
どアクターが自らの目標を設定する局面であり、もう 1 つは政治的同盟形成などの支持調
達局面である(加藤 2009, 159-160 頁)。南アフリカやナミビアな場合、アクターがこのよ
うな局面でどのように目標を定め、その目標達成のためにどう行動するかは、ある程度政
治構造内部における力の強弱関係によって規定されていると考えられる。例えばナミビア
のように SWAPO の政策決定に対する自律性が高い場合、SWAPO は自らの利益に基づい
て目標を定めて行動しやすいが、一方で相対的に力の弱い労働組合及び資本家層はそれぞ
れその構図を変化させるために同盟行動を一つの戦略に定め、他組織との同盟形成を可能
とする範囲に自らの選好を落とし込んでいくことが考えられる。つまりどのような行動を
とるかは、自らの置かれた状況が大いに関係するのである。このような状況は何も政治構
造内部に関してだけでなく、より広い外部環境もまた重要になる。 
 では南アフリカとナミビアにおいて、社会福祉制度の変化に関して、アクター間の関係
性に影響を与える外部環境の変化とはどのようなものが考えられるであろうか。両国の事
例を考えた場合、第 1 に、最大の環境変化は民主化であったことに疑いはないであろう。
民主化とは、端的に言えば非民主主義体制から民主主義体制への移行を意味するが、その
到達点となる民主主義の定義をどのようにするのかによって、民主化の特質は異なる。最
も良く用いられるのは、シュンペーター(Joseph Schumpeter)による定義である(新川・井
戸・宮本・眞柄 2004, 76 頁; ハンチントン 1995, 5-12 頁)。シュンペーターは、民主主義
を制度として捉え、「民主主義の方法とは、政治決定に到達するために、諸個人が人民の投
票を獲得するための競争的闘争を行うことにより、決定力を得るような制度的装置である」
と定義した(Schumpeter 1942, p.269)。こうした政治的決定に至る手続きとしての制度の
存在を民主主義の特徴として考えることは、ある社会によって採用されているものが民主
主義であるのか否かを峻別するうえで有効となる。 
 ダール(Robert Dahl)はこのシュンペーターの制度的民主主義観を基に、市民の役割を定
期的選挙への参加だけに限定させず、選挙と選挙との間において市民が諸問題に対して政
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治的選好を表明する機会の存在も含めて民主主義を定義している(ダール 1981: 5-14)。ダ
ールは、この公的異議申し立てと包括的参加という 2 つの要素がある程度達成された状態
をポリアーキー(Polyarchy)と呼び、理念としての民主主義との区別を行った。本論文でも
こうしたシュンペーターやダールによる手続き的な意味での民主主義定義を基に、「民主主
義とは、言論や集会、結社といった市民的・政治的自由の存在を前提とし、国民による指
導者選択に際して、複数政党による競争的で定期的な選挙が開催される政治体制」として
定義する。したがって民主化とは、それ以外の政治体制から民主主義体制へ移行されるこ
とを本論文では指す。 
 では民主化という政治環境の変化において、各国の社会保障制度の形成はどのように影
響を受けるのであろうか。ルドラ(Nita Rudra)とハガード(Stephan Haggard)は、民主主
義と社会保障制度との関係について 3 つの理論アプローチの存在を示している(Rudra 
and Haggard 2005, pp.1017-1020)。第 1 のアプローチは選挙競争による効果を示したも
のであり、民主主義体制において、各政党は選挙でより多くの支持を獲得するために、教
育や保健などの支出の増加への誘因が働くことを強調したものである。選挙競争アプロー
チにおいて、再分配の程度は不平等の度合い次第で決定され、特に社会における所得不平
等の度合いが強いほど、再分配を求める社会からの要求が強くなる。 
 第 2 のアプローチは利益集団(interest group)21の政策形成過程における影響力を強調し
たものである。利益集団による活動は民主主義体制の前提となる思想や言論、集会といっ
た自由の行使を構成するものであり、諸問題に対する見解や情報、考えを政策形成過程に
反映させるために必要とされる(リンドブロム、ウッドハウス 2004, 108-109 頁)。左派勢
力の強弱によって福祉国家形成を論じる資源動員論は、利益集団アプローチの典型例かも
しれないが、特定の利益集団の影響力の有無への注目は先進福祉国家論に限られるもので
はない。例えばブラウン(David Brown)とハンター(Wendy Hunter)は、ラテンアメリカに
おいて社会支出が拡大していない要因の一つとして、拡大に反対する民間企業家や軍部の
影響力を指摘する(Brown and Hunter 1999, p.780)。 
  第 3 のアプローチは、社会保障を公共財として捉え、民主主義体制が公共財提供を他
の体制よりも好むことを指摘するものである。ブエノ・デ・メスキータ(Bruce Bueno de 
Mesquita)らは、民主主義体制において、政治的に生存するうえでコストが安く済むため、
                                                  
21
 ルドラらは特に利益集団の定義を行っていないが、本論文においては「共通の利益を有する人々の集
合」と定義しておく（久米・川出・古城・田中・真渕 2003, 463 頁）。 
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指導者らは福祉のような公共財提供を利用して市民からの支持を獲得しようとすることを
指摘する(Bueno de Mesquita 2005, pp.3-36)。ルドラらはこの公共財アプローチを第 3 の
アプローチとしているが、市民からの支持を目的とした指導者の誘因に注目していること
から、第 1 の選挙競争アプローチと非常に親和性があると考えられる。したがって、民主
主義と社会保障制度との関係性に関する既存研究のアプローチは、指導者や政党の政治的
生存の誘因、労働組合や資本家層といった利益集団の選好と行動、の 2 点に大きく分ける
ことができるであろう。つまり、民主主義が社会保障制度発展にどのように影響を与える
かに関して、既存研究では選挙や利益要求の表出システムといった民主主義内部の制度を
利用するアクターの行動に着目してきたと言えるであろう。 
こうした国内政治状況への注目は、カウフマン(Robert Kaufman)とセグーラ・ウビエル
ゴ (Alex Segura-Ubiergo) の共同研究においても強調されている (Kaufman and 
Seguro-Ubiergo 2001, p.583)。ラテンアメリカにおける国内政治(domestic politics)と社会
支出(social spending)との関係について分析したカウフマンらは、社会支出の増減に影響
を与える政治的・制度的変数として「労働組合と政党との関係性」と「大統領及び与党の
支持基盤」を挙げている
22
。またカルボーネ(Giovanni Carbone)は、ガーナにおける保健
制度改革を民主主義との関係から分析しているが、貧困者が多数を占める国家において、
民主化は福祉の改善や拡充への市民の要求や期待を高めると論じる(Carbone 2011: 
383-386)。カルボーネによれば、民主主義体制において、多くの貧困者が選挙権を有する
ようになるため、政治家にとって有権者である彼らの社会的ニーズや要求が重要な政治的
争点となる。つまり民主化によるアクター間関係への影響を考えるうえで、選挙競争にお
いて政党が市民及び利益団体の要求に対してどれだけ応答性をもつことができるのか、と
いう点が重要になる。 
 アクター間の関係に影響を与えるもう一つの外部環境変化を、本論文では経済のグロー
バル化にあったと考える。近年の福祉国家は、市場経済の世界規模で拡大する過程におい
て制度改革を余儀なくされるが、体制転換後の南アフリカ及びナミビアも民主化と同時に
世界的な経済構造のなかに明確に組み込まれた。当然のことながら、社会福祉制度発展に
関して、それを必要とする市民の需要を満たすためだけに制度を形成することはできず、
                                                  
22
 カウフマンらは 1973 年から 1997 年期間のラテンアメリカにおける社会支出と経済のグローバル化、
国内政治の関係性について計量分析を行っている。彼らによれば、国内政治変数の社会支出への影響とし
て、大衆人気に基づいた政府(popularly based government)は西欧の社会民主主義政府と同様、福祉の拡
充や社会的保護に力を入れている 。 
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国際的な経済構造のなかで自らが発展することをも踏まえた制度を構築していかなければ
ならないのである。 
一般的に、経済のグローバル化と社会保障との関係にはいくつか形態があると考えられ
ているが、その正確なものについては不明確なままである (Brady, Beckfield and 
Seeleib-Kaiser 2005, p.921)。経済のグローバル化が国家の自律性を奪うという立場に立
てば、経済のグローバル化は完全雇用と経済成長を追及する一国政府の能力を侵食し政策
的自律性を制限すると同時に、国際的競争力を維持するために社会的保護や社会支出とい
った競争力を妨げるコストを抑制する圧力となる(McKenzi and Lee 1991; Gill and Law 
1989; Kaufman and Segura-Ubiergo 2001)。他方で、経済のグローバル化は国家の政策
的自律性を奪うものではないという立場に立てば、グローバル化によって生じるリスクに
備えるために国家は積極的に社会支出を増やし、社会的保護システムをより発展させるこ
とになる(Cameron 1978; Katzenstein 1985)。またルドラ(Nita Rudra)は、先進国と途上
国との間で経済のグローバル化が及ぼす影響は異なることを示し、先進国においては社会
支出増加の圧力となる一方で、途上国においては社会支出を抑制させる要因となる点を指
摘する(Rudra 2002)。 
つまりこれらの結果は、経済のグローバル化の影響が各国の社会保障制度の形態や社会
経済状況によって異なっており、経済のグローバル化の影響が一元的で単線的なものはな
いことを示している。この点については新川も指摘するところであり、「資本の自由化にし
ろ、金融の自由化にしろ、歴史的に新しい現象ではないにせよ、福祉国家にとっては未知
の経験、新たな挑戦である(Rudra 2002, p.13)」ものの、「グローバル化の影響が一定の収
斂傾向を生むほどの強い標準化作用を持つとは言えず、その影響は各国において様々であ
る(Rudra 2002, p.19)」と指摘する(新川 2003)。そのため宮本が指摘するように、近年の
経済のグローバル化と社会保障分野における各国の対応把握への試行錯誤状況において、
政治過程及び政策決定過程、制度の形成過程といった国内政治状況の分析を行っていかざ
るを得ないのである(宮本 2002, 12 頁)。 
ではこうした経済のグローバル化という環境変化は、国内のアクターに対してどのよう
な影響を与えるのであろうか。1980 年代から 2006 年の間のメキシコにおける社会保障制
度の変容について分析したディオン(Michelle Dion)は、経済のグローバル化の国内のアク
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ターへの影響として 2 点挙げている(Dion 2009)23。まず第 1 に、経済のグローバル化によ
って国内の労働市場が柔軟化し、インフォーマル労働者及び失業者が増加する。労働市場
の変化は、社会保険の適格者である労働者の割合を減少させると同時に、失業者及び貧困
者の増加を生じさせ、結果として社会扶助ニーズの高まりを生む。第 2 に、国内労働市場
の構造変化、労働組合の組織力及び動員力が弱められるなど国内の政治勢力の変容を促し、
社会保障制度への選好及び議論の方向性に影響を与える。先進福祉国家においても新自由
主義的改革は、福祉国家の前提でもあった完全雇用を崩壊させるとともに、反労働組合的
な政策が志向され、福祉国家形成期の労働組合と政党との関係が崩れ始めたのである(田端 
2003, 79-82 頁)。こうした両者の緊張状態の関係は先進福祉国家だけに見られた現象では
なく、メキシコやベネズエラなど中南米においても確認されている(Burgess 1999)。 
経済のグローバル化に関して、労働者及び労働組合への影響という点からメキシコにお
ける社会保障制度の変容を分析したディオンの議論は、民主化と同時に市場経済への対応
として経済・開発政策を迫られた南アフリカ・ナミビアに関して多くの示唆に富むもので
ある。 
例えば南アフリカにおいて老齢年金手当の整備を含む各種社会手当の発展は、経済のグ
ローバル化の影響による失業者及びインフォーマル労働者の増加への対処という側面があ
った(牧野 2007)。しかしながら、こうした整備は必ずしも与党 ANC とその支持組織であ
る COSATU との関係が良好な状態で行われた訳ではなく、むしろ両者の同盟関係の揺ら
ぎのなかで行われたものであった(Buhlungu 2005)。つまり、まず国家は経済のグローバ
ル化という外部環境の変容において、その環境に適合できるように経済及び社会開発政策
を実施する。それと同時に、国家は、政策の影響を受けるアクタ （ー労働組合、資本家層、
その他社会組織）により表出される多様な要求に応える形として、社会福祉制度を位置付
けていると考える必要がある。 
 
小括 
以上のように、本章においては、まず先進福祉国家及び後進福祉国家でこれまで行われ
た研究を整理し、本論文の研究視角について論じた。南アフリカとナミビアの社会福祉制
度の発展を捉えるうえで、まずこの両国で生じた制度変化が経路依存性の影響を受けてど
                                                  
23 ディオンは経済のグローバル化以外の独立変数として、民主的制度(democratic institutions)と過去の
制度的遺産も挙げ、制度変化について分析している。 
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のような形へと変容したのか分析することの必要性を提示した。そのうえで、両国の異な
る制度変化を導いた政党、労働組合、資本家層といった主要なアクターの政治構造内での
権力配置が重要である点、そして各アクターの選好や行動に対して民主化や経済のグロー
バル化に伴う環境変化を考慮する必要性について論じた。 
南アフリカとナミビアにおいて、ANC 及び SWAPO は外部環境の変化に対応する形で
経済・社会開発政策を形成する一方で、選挙競争での勝利を得るために他のアクターから
の要求に積極的に応える状況に置かれている。一方、労働組合や資本家層は、外部環境の
変容において政党へ各種政策対応を要請すると同時に、自らの目的を達成するために他組
織との連携を模索する。本博士論文では両国の社会福祉制度の分岐を、こうした過程にお
けるアクター間の権力配置状況と相互連関における相違点から実証する。
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第 2 章：南アフリカ及びナミビアにおける社会保障とその背景 
 
はじめに 
現在、世界で最も深刻な貧困問題を抱えているのは、南アジアやアフリカである。南ア
ジアでは貧困率が改善されてきたのに対して、アフリカにおいては十分な改善が見られて
いないばかりか、グローバリゼーションの進展にともない状況が悪化している。いわゆる、
「貧困問題のアフリカ化（Africanization of World Poverty）」と指摘される問題である(世
界銀行 2001 年)。他のアフリカ諸国同様、南アフリカとナミビアともに、貧困率の高さと
経済的不平等が解決すべき重要な政治課題であるが、その一方でその解決に向けて、非拠
出型の現金給付制度を社会保障制度の柱として整備しており、貧困削減に一定の効果がみ
られる。 
本章ではまず、アフリカ諸国の貧困状況を南アフリカとナミビアの事例も含めて提示す
る。そして近年、世界的な貧困削減政策として注目されてきた現金給付政策として、南フ
リカとナミビア両国で形成された制度に関して、その特徴及び類似点と相違点、制度が果
たした効果について分析する。 
  
第 1 節：アフリカにおける貧困 
1. 貧困の諸相と経済格差 
 貧困と一言で表しても、どのような基準をもって決定するかによってその意味するもの
は異なる。一般に特定の国や地域にかかわらず、人間が生活するために最低限必要とされ
る所得が不足する状態、いわゆる所得貧困に関して議論されることが多い(斎藤 2005 年, 9
頁)。世界銀行は 1 日 1.25 ドル未満で生活する状態を絶対的貧困と定義している24。2013
年 4 月の世銀による『貧困層の分析：貧困層及び最貧困層の地理的分布』と題された報告
によれば、1981 年時点において途上国の半数以上が 1 日 1.25 ドル未満であったが、その
数値は 2010 年時点で 21％まで低下している(World Bank 2013, p.1)。しかしながら、約
12 億人が今なお極貧状態にあり、なかでもサハラ以南アフリカ地域は、貧困人口において
1981 年の 11％から年々増加傾向にあり、2010 年時点で人口の 34％が極貧層となってい
                                                  
24 1 日 1.25 ドルという基準は 2010 年の『世界開発報告』から用いられているが、それまでは 1 日 1 ド
ルが基準として用いられていた(世界銀行 2010 年)。 
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る(World Bank 2013, p.4)。つまりアフリカの総人口約 8 億 2 千万人のうち、約 2 億 6 千
万人が貧困状態にあることがわかる。 
 こうした貧困を物質的欠如として捉えた考え方に加えて、国連開発計画（United 
Nations Development Programme：UNDP）によって、貧困を所得の欠如だけでなく、
総合的な人間の能力欠如として分析する方法も重要視されている。UNDP は 1990 年の『人
間開発報告書』以降、人間開発指数（Human Development Index：HDI）を作成し、基
本的な人間の能力の進展を測定してきた。HDI は、①購買力平価によって算定された１人
当たりの国内総生産、②平均余命、③教育水準といった 3 つの要素によって測定されてい
る。 
（出所）UNDP『人間開発報告書 2011』より筆者作成 
  
図 2-1 は、1990 年から 2011 年の間における、南アフリカ及びナミビア、サハラ以南ア
フリカ地域それぞれの HDI の推移である。2011 年時点で HDI ランクにおいて、南アフ
リカは 123 位、ナミビアは 120 位であり、ともに人間開発中位国に位置付けられる。両国
とも 1990 年から 2011 年の間に南アフリカ(0.615→0.619)、ナミビア(0.564→0.625)とも
0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
1990 2000 2005 2009 2010 2011
図2-1 人間開発指数推移（1990‐2011）
南アフリカ ナミビア サハラ以南アフリカ
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に改善傾向にあり、サハラ以南アフリカ地域全体(0.383→0.463)の数値を上回っている。
サハラ以南アフリカ地域全体としても改善傾向にあるものの、2011 年の時点でアラブ諸国
(0.641)、東アジア・太平洋諸国(0.671)、欧州・中央アジア(0.751)、ラテンアメリカ・カ
リブ海諸国(0.731)、南アジア(0.548)といった他地域に比べ、最も人間開発が遅れている状
況にある。 
こうしたアフリカの典型的特徴となっている貧困の要因として、日常的な社会経済的要
因と、紛争のような突発的な要因などが挙げられる。アフリカの貧困に関して、都市郊外
のスラムに住む人々がメディアで取り上げられることは多いが、実際の貧困層の多くは農
村部に居住し農業に従事している。アフリカの労働人口の多くは農業部門であるが、農村
部の居住者は小規模農民である(高橋基樹 2005 年, pp.85-86)。1980 年代以降の構造調整
政策の実施と市場経済化の結果として、農業依存度の高いアフリカ諸国では農産物価格の
下落に直面し、それによりアフリカ農民もまた不安定なマクロ経済環境に置かれている。
また、HIV/AIDS の蔓延は身体の機能不全にとどまらず、世帯における稼得者の喪失とも
関連するため、世帯及び社会への経済的影響が拡大する。そのため所得が減少することだ
けでなく、治療のための負担も世帯にとって大きな経済的負担となっているのである。 
 さらに他の地域と比べて民族紛争の長期化などにより国内外への避難民が増加し、国内
においては国家による行政機能が低下あるいは麻痺した結果、必要とされる行政サービス
や財政支援が実施できていない。したがって極度の貧困状況に置かれる人々は、国家の支
援を受けることもできず、インフォーマルセクターでの労働など零細経済活動によって
日々の生存を確保せざるを得ないのである。 
 
2. 南アフリカにおける貧困状況 
 南アフリカは人口 5059 万人、アフリカ人(79%)、白人(9.6%)、カラード(8.9%)、アジア
系(2.5%)であり、一人当たり GNI は購買力平価換算で 10710 ドル（2011 年）の高中所得
国となっている
25
。1994 年に複数政党による選挙を経てネルソン・マンデラ（Nelson 
Mandela）を大統領とする政権が誕生し、ANC による一党優位体制のもとで政治的に安
定した状況にある。また金やダイヤモンドといった豊富な鉱物資源の輸出を基礎にし、経
済発展を遂げてきた。しかし一方で、アパルトヘイト体制における人種間の経済格差と、
                                                  
25 数字は世界銀行[http://databank.worldbank.org/data/views/reports/tableview.aspx]、及び日本国外務
省[http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/s_africa/data.html]参照(参照 2013 年 3 月 2 日)。 
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非白人層の貧困率の高さが今なお存在し、その解消がアパルトヘイト後の重要な政治課題
となっている。 
 
(出所)World Bank より筆者作成 
  
図 2-2 は、ポスト・アパルトヘイト後の南アフリカにおける、経済成長及び失業率、貧
困率をグラフ化したものである。南アフリカ経済は、2009 年のリーマンショックの影響で
マイナス成長であったことを除けば、民主化後の 15 年間において平均で約 3.4％と安定し
た経済成長を遂げている。しかしその一方で、国内における失業率は平均 24％と非常に高
く、民主化後 15 年の間で僅かに増加傾向にある。国内貧困線未満で生活する人口の割合
は、1995 年 31％、2000 年 38％、2006 年 23％であり、民主化後はいったん増加したも
のの、2000 年以降改善の方向に進んでいる。 
 貧困率の改善に関しては、各人種別に見ても改善傾向にあるが、月額所得が必要最低限
のレベルに達していない層も、全人口で約半数存在すると指摘する声もある。ボラートら
は、ベーシックニーズを満たす月額所得のラインを322ランド(1ランド≒11円)に設定し、
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図2-2 南アフリカ経済成長率及び失業率、貧困率（1995‐2010）
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人種別の割合を明らかにしているが、2005 年時点において全世帯の約 49％、アフリカ人
世帯で約 58％、カラード人世帯で約 35％がライン未満であることを指摘している(Bhorat 
and van der Westhuizen 2010, p.49)。アジア人世帯が約 8％で、白人世帯が 0.4％である
ことを考えると、1995 年時点と比較して改善されているものの、人種別での貧困率の格差
は歴然としている
26
。 
 また南アフリカにおいては人種間に加えて、男女間においても貧困率において大きな差
があるのも特徴である(Bhorat and van der Westhuizen 2010, p.50)。月額所得が 322 ラ
ンド未満の割合は、1995 年時点において全体で約 53％、男性約 46％、女性約 66％であ
ったが、2005 年時点では全体約 49％、男性約 39％、女性約 62％であった。95 年からの
10 年間において減少してきたものの、女性世帯主の場合、男性よりも貧困率が非常に高く
なっていることが分かる。貧困層の半数以上の約 1190 万人が女性と指摘されるが、貧困
層に含まれる女性たちは、農業を行うための土地を持たないことや職に就けないことが多
く、また仮に職につけたとしても低賃金のものである場合がほとんどである(Goldbratt 
2005, p.29)。 
 民主化以降 10 年の間で国家の貧困レベルに関して、全体的に減少してきたことは明ら
かであるが、その一方で所得格差は増加傾向にある(Bhorat and van der Westhuizen 2010, 
pp.54-58)。1995 年から 2005 年の間におけるジニ係数の変化は、全体として 0.64 から 0.69
へと増加し、人種別に見てもアフリカ人(0.55→0.56)、カラード(0.49→0.58)、アジア人
(0.45→0.53)、白人(0.39→0.69)と全人種内で格差が拡大している。しかし、人種内の貧困
状況との関係を考慮した場合、アフリカ人は低所得者層が多く、高所得者層が少ない一方、
白人住民は高所得者層が多く、低所得者層が少ない。そのため各人種内でも格差の内実は
大きく異なると言える。 
 こうした南アフリカにおける貧困や経済格差の要因は、様々な経済的及び社会的な要因
が連関していることであるが、アパルトヘイト体制の下で行われた雇用機会や土地所有な
どにおける不平等に起因することが大きい。特に農村部において、アパルトヘイト体制下
におけるアフリカ系住民に対する強制移住とそれに伴う活動の制限(ホームランド政策)は、
民主化後に解消されたものの、インフラ整備や土地改革など開発状況は遅れたままである。
特に旧ホームランド地域における土地の再配分を通じた小規模農業の育成や、農業関連の
                                                  
26 1995 年時点において、全世帯で約 53％、アフリカ人世帯で約 63％、カラード 39％、アジア人 4.7％、
白人 0.5％であった。 
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雇用創出は、自給さえ満たせていない地域において重要な貧困対策として望まれている（佐
藤 1998, 136 頁）。 
 近年、このようなアパルトヘイト時代の構造的な遺制の結果としてだけでなく、
HIV/AIDS 問題が貧困との関係において重要な社会問題となっている。国連合同エイズ計
画(Joint United Nations Programme on HIV/AID: UNAIDS)によれば、2011 年時点にお
いて国内で約 560 万人の感染者がおり、そのうち 15 歳以上の成人で 510 万人、14 歳以下
では 46 万人の感染者が存在する27。HIV/AIDS は国家としてみれば、労働力人口の減少や
労働生産性の低下などにより経済成長へ悪影響を及ぼし、世帯でみれば稼得者の死亡や医
療費の増加によって家計を圧迫することになる(Butler 2005, p.5)。また HIV/AIDS による
稼得者の喪失により、その児童が貧困状況に追い込まれることもあり、その影響の大きさ
が問題となる。 
 こうしたアパルトヘイト政策の構造的で長期的な要因や、HIV/AIDS のような短期的な
要因が関連して人々から雇用機会を奪い、貧困を発生させてきたが、南アフリカ政府はア
フリカ人の雇用増大を目的としたブラック・エンパワーメント政策のようなアファーマテ
ィブ・アクションの導入により貧困改善を図ってきた。結果として、ブラック・ダイヤモ
ンドとも呼ばれる大量のアフリカ人中流階層を生み出してきたことで、貧困者数の減少に
つながってきた。また社会保障制度、特に貧困層を対象とした社会手当を整備し、年々支
給額及び対象を拡大してきた。こうした他のアフリカ諸国に比べて手厚い所得支援制度は、
貧困世帯にとって必要な食料・衣類の購入などに使われているだけでなく、児童の就学の
ためにも使われることで世帯全体として貧困のスパイラルから抜け出すことにも役立って
いる。未だに貧困層は数多く存在するが、一方で政府の政策の結果として貧困率の改善が
進んでいるのが現状である。 
 
3. ナミビアにおける貧困状況 
 ナミビアは人口 232 万人(2011 年)、アフリカ人(87.5％)、白人(6％)、混血(6.5％)であり、
一人当たり GNI は購買力平価換換算で 6520 ドル(2011 年)の低中所得国である28。1990
                                                  
27 UNAIDS ホームページ[http://www.unaids.org/en/regionscountries/countries/southafrica/]参照（参
照 2013 年 3 月 2 日）。 
28 数字は世界銀行[http://databank.worldbank.org/data/views/reports/tableview.aspx]、及び日本国外務
省[http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/namibia/data.html]、 
CIA[https://www.cia.gov/library/publications/the-world-factbook/geos/wa.html]を参照(参照 2013 年 3
月 2 日)。 
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年の独立以降、南アフリカ同様ダイヤモンドやウラン、銅といった豊富な天然資源の輸出
を基礎にし、農業、観光業によって経済成長を遂げてきた。その一方でアパルトヘイト政
策に起因する白人と非白人との間の経済的二重構造に加えて、30%を超える失業率の結果
としての貧困の発生など、独立後の政府が抱える問題は南アフリカと類似した傾向にある。 
 図 2-3 は、独立後のナミビアにおける経済成長率及び失業率、貧困率をグラフ化したも
のである。ナミビア経済は2009年のリーマンショックの影響でのマイナス成長を除けば、
この 15 年ほどの間に平均で約 4.3%と比較的高い経済成長を遂げている。しかしその一方
で、国内における失業率は平均 24.8％と非常に高いだけでなく、2007 年時点で約 38%を
記録し、厳しい雇用情勢となっている。失業率がこの 15 年で増加傾向にある一方で、国
内貧困線未満で生活する人口の割合は、1995 年 69%、2004 年約 38%、2009 年約 29%で
あり、この 15 年で大きく減少傾向を示している。 
 
(出所)World Bank より筆者作成 
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図2-3  ナミビア経済成長率及び失業率、貧困率(1994-2010)
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ナミビアの貧困層の多くは農村部に居住しており、農村部と都市部との間において大き
な所得格差があることに加えて、男性と女性、非白人住民と白人住民、民族間といった多
様な面での格差が大きいことも特徴である（Melber 1997, pp.22-23）。この点に関しても
南アフリカと同様であるが、ナミビアの経済格差は世界でも最も高い部類であり、2010
年時点においてジニ係数は 0.74 であると指摘されている(世界銀行 2010 年)。 
以上のナミビアの貧困要因としては、まず構造的な要因としてドイツによる植民地支配
と、その後の南アフリカ政府の下でのアパルトヘイト政策が重要である。19 世紀末から第
一次世界大戦までの間、ドイツ領として多くの白人入植者がナミビアに来たが、その際肥
沃な土地が広がる南部に白人地域が作られる一方、非白人は農業を行うのに適さない北部
地域居留区に押し込まれることとなった。その後南アフリカによる支配において、南アフ
リカ本国同様にホームランド政策が持ち込まれ、国土の 25％程度のホームランドに人口の
約 9 割に当たる非白人の居住が義務付けられることとなった。南部地域と北部地域との間
の貧困層の数及び経済格差が存在するのは、これらの政策を起因としている。 
 また南アフリカ同様に HIV/AIDS 患者数が多いこともまた貧困発生に影響を与えてい
る。UNAIDS によれば、2011 年時点での HIV/AIDS 患者数は約 19 万人であり、そのう
ち 15 歳以上の成人が 17 万人、14 歳以下の児童が 2 万人となっている29。 
 
第 2 節：アフリカと社会的保護政策 
これまで見てきたように、アフリカにおける所得分配の大きな偏りは、近年の経済成長
の結果として、多くの市民がその経済成長の恩恵を受けることができず、貧困へと陥って
きたことを明らかにしている。鉱物資源輸出の活況の恩恵として、大きな経済成長を遂げ
たとしても、国内における所得再分配のシステムが機能しない場合、多くの貧困が生産さ
れる状況を改善することは困難である。特に貧困は世代を超えて受け継がれるため、これ
を是正し、機会の不平等が固定化しないための再分配システムの整備が欠かせない(世界銀
行 2006 年)。 
人々が安定した日常生活を送るなかで、老いや疾病、経済状況の悪化に伴う失業など生
活の安定を脅かすリスクが存在する。老後あるいは失業時においても安定した生活を送る
ためには、一定の所得水準を保ち、最低限の生活水準を保つための保障が必要となる。し
                                                  
29 UNAIDS ホームページ[http://www.unaids.org/en/regionscountries/countries/namibia/]参照（参照
2013 年 3 月 2 日）。 
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かし途上国、特にアフリカ諸国においては、その保障を確保する社会保障制度整備は始ま
ったばかりであり、先進国の福祉水準に比べまだ十分とは言えない。生活必需品を手に入
れる費用以下の所得しかない貧困状態にある人々は、生活を脅かすリスクに対してより脆
弱であると理解できるが、現在のアフリカにおける貧困率及びジニ係数からみる不平等度
との開きを考えると、その整備の必要性は他地域以上であろう。 
アフリカにおける社会保障政策の特徴としては、次のような側面があげられる。一般的
に社会保障政策には、老齢年金や健康保険など雇用者と被雇用者の拠出負担を基礎とする
社会保険制度と、児童手当や障碍者手当のように国家の税金を基礎とする非拠出型の社会
扶助制度が含まれる。南部アフリカ諸国においては、拠出型の社会保険制度ではなく、南
アフリカやナミビアのように非拠出型年金制度が作られており、それ以外に各種社会手当
が整備されている。その背景として、失業率の高さやインフォーマルセクター労働者の多
さ、貧困率の高さなどがあり、拠出型の制度ではその保障範囲が非常に狭くなり、多くの
人々が安定した生活を送ることが困難であるためである。また近年の開発途上国では、貧
困削減及び社会的保護への関心の高さから、社会手当に類似した形態として「条件付き現
金給付（Conditional Cash Transfer: CCT）」政策が多くの国で実施されている(Hanlon 
and Barrientos, Hulme 2010; Garcia 2012; Bender and Kaltenborn, Pfleiderer 2013)。 
貧困層を主なターゲットとした現金給付である CCT、その現金給付政策を中心に据えた
社会的保護政策は、現在低開発国 16 ヵ国を含む世界 52 ヵ国で実施されており、約 8 億 6
千万人を対象としている(Bender and Kaltenborn, Pfleiderer 2013, pp.1-3)。もともとは
ブラジルのボルサ・ファミリア(Bolsa Família)、メキシコのプログレサ/オポルトゥニダデ
ス(Progresa/Oportunidades)に代表されるように主に中南米地域において発展してきた制
度であるが(浜口、高橋百合子 2008 年)、近年ではアフリカ諸国においても CCT を政策と
して行う事例が増えている(Schubert and Slater 2006)。 
CCT は貧困世帯に対して、児童の教育及び健康保全の義務を課すことを条件に、長期的
に少額ではあるが継続して現金を給付するものである。受給家庭はそのための拠出金を支
払う必要はなく、現金給付により所得支援により貧困状況を緩和することに加えて、人的
資本形成を支援条件とすることで世代間の貧困連鎖を断ち切ることを目的としている(浜
口、高橋百合子 2008 年, 52 頁)。CCT が生まれてきた背景には、1980 年代頃からの新自
由主義的経済改革と構造調整政策の結果として、実質賃金の低下、失業率の増加、所得格
差及び貧困の増加をもたらし、生活水準悪化に関する懸念が広がったことがある(高橋百合
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子 2011 年, 204-207 頁)。厳しい財政規律のなかで効果的な貧困削減政策を実施するため
に、ターゲティング型の CCT が導入されてきたのである。支給範囲は開始以降拡大され
てきたが、支給額が小額であるために財政的負担が軽く、それもまた CCT が普及した要
因ともなっている。こうした現金給付が短期的・緊急的セーフティーネット、あるいは慈
善活動とは異なり長期的なものとなっているのは、貧困世帯の最低生活水準を確かな権利
として保証するためである。 
正規雇用者を主要な対象とする拠出型の社会保険制度に比べ、社会保障の適用を受ける
機会が限られている失業者やインフォーマルセクターで働く低所得者を対象とする CCT
のような現金給付政策は、ラテンアメリカと同様の社会・経済状況にあった多くのアフリ
カ諸国において積極的に受け入れられてきた。アフリカ地域で実施されている現金給付政
策は、アフリカのなかでも比較的所得が高い国における政策と、所得の低い低開発国にお
ける政策でその性格が少し異なる(Garcia and Moore 2012, pp.3-4)。中所得国で行われて
いる現金給付は、市民の社会権に根ざした社会扶助政策であり、その多くが植民地時代に
作られた制度に起源を持つ。こうした政策において、ラテンアメリカで行われているよう
に長期的で定期的な給付がなされ、その主たる対象として貧困層にターゲットが絞られや
すいが、高齢者や児童のように危機に対して脆弱な層が広くカバーされている。 
 一方、低開発国における現金給付は、しばしば短期的なプロジェクトであることが多く、
ドナー国による援助を基に政策を実施している。そのためこれらの政策は明確なターゲテ
ィング(地域及び対象者)が行われるため、カバーされる人口の割合は非常に限定的である。
しかし低開発国のなかからも、中所得国における長期的な給付を目指す動きが出てきてい
る。したがって、短期的プロジェクトを国家規模に拡大するなど、アフリカ諸国の傾向と
して財政や国内の政治的安定など条件が揃うことで、長期的で定期的な現金給付政策の実
施に向かう傾向にある。南アフリカとナミビアはまさに中所得国における政策の典型であ
り、ともにアパルトヘイト時代に起源をもつ社会年金制度及び社会手当制度を、民主主義
政権の下で整備している。しかしながら、類似点の多さの一方で、ターゲットの範囲に関
して制度上の違いも見られる。 
 
第 3 節：南アフリカにおける社会保障制度 
パテルは、南アフリカにおける社会保障制度の特徴として、①人権に基づく開発アプロ
ーチ(right-based approach)、②社会開発と経済開発との連関、③開発過程における民主主
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義の導入と参加、④開発における国家の役割の重視と市民社会との連携、⑤ミクロレベル
(個々のニーズ)での対処とマクロレベル(社会や構造)での対処の連携、を挙げている(Patel 
2005, pp.98-110)。より具体的に言えば、こうした開発型社会福祉の考え方は、南アフリ
カの文脈において、人種間の格差を是正し、社会的に排除されてきた人々の開発過程への
参加を促進させながら、貧困削減を目指す戦略として捉えられてきた(Patel 2008, p.73)。
実際、社会福祉白書(the White Paper for Social Welfare)において、社会扶助と社会保険
を含む包括的な社会保障システムが提示されるとともに、公共事業プログラム（Public 
Works Programmes）のような一時的な雇用プログラムの提供も含めた考えが提示されて
きた(Department of Welfare and Population Development 1997)。 
人的資本の能力向上に向けたプログラムの提供は、福祉白書が出される以前の 1995 年
から既に始められており、5 歳児以下の児童を持つ失業中の女性に対して職業訓練プログ
ラムや就業機会プログラムなどが実施された。これらのプログラムの目的は、国家による
福祉に依存することなく、自らの力によって貧困を抜け出す手助けを行うことであった。
つまり南アフリカにおいて福祉白書が明示したことは、所得支援制度を拡充し、人々のベ
ーシックニーズを満たすことの重要性を強調する一方で、それらの制度はどちらかといえ
ば開発型社会福祉において残余的位置付けであった。 
しかし社会扶助が残余的な位置付けに置かれたものの、福祉予算に占める社会扶助の割
合は大きく、1995 年度において福祉予算の 80%が社会扶助に当てられていた。それはや
はり、福祉が社会開発を促進するメカニズムの一つとして定義されていたからに他ならな
い(Gray 2006)。実際、政府支出として社会扶助に対する割合として、1994 年には GDP
の 2%であったものが 2006 年には 3.5%まで上昇してきた(Seekings 2008)。また社会手当
全体として見た場合、現在 1400 万人（人口の約 1/4）以上が何らかの社会手当を受給する
までになっている。 
 
1. 社会年金制度 
2011 年に行われた最新のセンサスによれば、人口に占める 65 歳以上の割合は、男性
4.1％、女性6.5％であり、1996年の男性3.9％及び女性5.7％から増加傾向にある(Statistics 
South Africa 2012a)。サハラ以南アフリカ地域の割合が全体で約 3％であることを考える
と、他のアフリカ諸国よりも比較的高いと言えるだろう(世界銀行 2010 年)。また 0 歳か
ら 14 歳の若年層の割合が、1996 年の男性 35.6％及び女性 33.2％から、2011 年時点で男
42 
 
性 30.3％及び女性 28.1％へと大きく減少していることから、今後高齢化率はますます高ま
ることが予想される(Statistics South Africa 2012b)。そのため先進国ほどの高齢化率では
ないものの、今後予想される高齢者の増加への対応も政治的課題として重要性が増してい
ると言えよう。 
高齢者対策として、公的な社会年金制度の形成がまず考えられるが、南アフリカにおい
て普遍的で拠出型の公的社会年金制度は存在しない。民間を通した拠出型の年金基金利用
者も存在するが、その受給者は非常に少ないのが現状である(Vorster 2000, p.1; 牧野 
2011 年)30。民間の拠出型年金は一部のフォーマルセクターに限定されており、拠出金を
払うことができない貧困層の高齢者は、社会手当の一つとして、資力調査に基づいた非拠
出型の老齢年金手当（Old Age Pension）を受給している。つまり南アフリカにおいて、
老齢年金手当がいわゆる老齢年金制度の役割を担っている。老齢年金手当における資力調
査は貧困者の選別というよりも、就労などから所得を得ている高齢者を除外するための意
味合いが強い(牧野 2011 年, 31 頁)。 
 現在の老齢年金手当は、2004 年の社会扶助法（Social Assistance Act）に基づいた社会
手当であるが、以前は高齢者手当（Old Age Grant）とされていたものである。以前の受
給資格は男性 65 歳以上、女性 60 歳以上であり、男女間で資格年齢が分かれていたが、現
在では男女ともに60歳以上の高齢者に給付されている。支給額が月額 1260ランドであり、
75 歳以上は 20 ランドが追加されるが、給付にはいくつかの条件を満たす必要がある。対
象者は南アフリカに在住する南アフリカ人市民と永住権保持者であり、他の社会手当を受
け取っていないことや、年間所得が単身者（49200 ランド）または夫婦（99840 ランド）
それぞれの基準未満であることなどに当てはまらなければならない。 
図 2-4 はこの 5 年間の年金受給者数の推移であるが、2011/12 年度における受給者数は
およそ 275 万人であり、2006/07 年度の 219 万人から毎年増加傾向にある。また障碍をも
つ高齢者約 129 万人は、老齢年金手当ではなく同額の障碍者手当を受給しているため、全
体としてみた場合カバー率は非常に高くなっている（牧野 2011, 38-39 頁）。 
老齢年金手当の起源は古く、1928 年の老齢年金法（Old Age Pension Act）に遡ること
ができ、ボーア戦争によって土地を奪われ、都市へ流入した白人貧困者を救済する目的で
作られた。当初は白人及びカラードに限定されていたが、年金を用いてアフリカ人支配を
                                                  
30 2007 年時点において、企業年金加入者のうち退職者は約 214 万にであったが、複数の年金基金に加入
している場合もあり、企業年金受給者数はこの数値よりも少ないと考えられる（牧野 2011 年、39 頁）。 
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強化する目的でアフリカ人及びアジア系も対象とされるようになった。アパルトヘイト政
策の一環であったこともあり、支給額において白人と非白人との間で大きな格差が存在し
ていたが、民主化直前の 1993年時点において受給者のおよそ 8割がアフリカ人であった。
その背景には農村部において年金が重要な、場合によっては唯一の所得原となっていたこ
とや、非熟練労働者の大量失業などが重なったことがあげられる。 
 
 
 
受給額及び受給資格に関する人種間格差自体は、民主化前の 1993 年に解消されたが、
貧困及び経済的不平等のさらなる是正にむけて、新憲法において定められた社会的・経済
的権利の実現を基礎として、社会保障制度の改革が進められた。しかしこうした格差があ
ったにもかかわらず、アパルトヘイト時代から老齢年金手当手当はアフリカ人の多く住む
農村部において広く浸透し、僅かな額であっても貧困世帯において重要な所得源となって
いた。 
そのため、このような歴史的な浸透度合いや重要性が加味され、民主化後 1995 年に開
かれた「南アフリカにおける引退後の所得保障に関する戦略及び政策再調査委員会
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図2-4 南アフリカ年金受給者数推移
(出所)South Afican Social Security Agency[2011]より筆者作成
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（Committee on Strategy and Policy Review of Retirement Provision in South Africa: 
Smith Committee）」においても国家負担の拡大を抑制しながら、給付対象を拡大するこ
とが提言されるほどであった(Smith Committee 1995)31。こうした経緯から高齢者を対象
とした手当として老齢年金手当制度は、根本的に制度を新しく作り直すのではなく、制度
継続が選択されたのである。その後現在に至るまでいくつかの改革はあったものの、1998
年までに対象者の 8 割が受給するに至り、現在では 260 万人以上に支給されるまでに拡大
している。 
 
2. 社会手当制度 
 老齢年金手当を含めて南アフリカの社会手当制度は、他の中所得国と比べてみても充実し
た現金給付制度となっていることはよく指摘される(Seekings 2002; Stevens 2006)。南ア
フリカ市民にとって、老齢年金手当以外としては、障碍者を対象としたものと、児童及び
家族を対象としたものが重要な手当となっている。社会保障の特徴としては、資力調査に
基づく現金給付による所得支援が重視されてきたが、民主化後の各種社会手当の多くがア
パルトヘイト時代の制度を継承したものであった。アパルトヘイト時代、白人に対する社
会保険及び社会手当制度の整備はヨーロッパ福祉国家並みに整備されてきたが、それ以外
の人種は対象から排除されるか給付額が低く抑えられていたことは老齢年金手当同様であ
る(Patel 2005, pp.70-75)。 
障碍者手当に関して言えば、1996 年から 2002 年まで受給者数は 60 万～80 万人のあた
りで推移してきたが、2003 年度以降受給数は急増し約 120 万人以上が受給している。こ
の急拡大の背景には、HIV 患者数の増加にともなう受給申請の急増があるが、こうした世
帯の多くが貧困世帯であると同時に教育レベルが低いことが指摘されている(Patel 2005, 
p.130)。そのため失業状態にあるとき、その状態が長期的に継続してしまう可能性が高い
ため、障碍者手当は重要な所得源となってきた。 
児童及び家族向けの手当としては、現在、児童扶養手当と障碍児扶養手当、養子手当の
3 種類がある。児童扶養手当(Child Support Grant)は、15 歳以下の児童の扶養者
(caregiver)で資力調査の適格者に対して児童一人当たり月額 240ランドを支給するもので
ある。2 つ目は養子手当(Foster Child Grant)であり、里親を必要とする 18 歳以下の児童
の扶養者に対して月額 680 ランド支払われる。3 つ目は障碍児扶養手当(Care Dependency 
                                                  
31 この委員会は議長の名から一般的にスミス委員会と呼ばれる。 
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Grant)であり、病気や障碍により 24 時間の介護を必要とする 18 歳以下の児童の扶養者に
月額 1010 ランドが支払われる。 
 
 
図 2-5 は、1998 年度から 2009 年度までの児童関連の社会手当の受給者数と、社会手当
全体の受給者数の推移である。養子手当は 1998 年度から 2009 年度にかけて約 46000 人
から約 51 万人へ、障碍児扶養手当は約 17000 人から約 12 万人へそれぞれ増加してきた。
しかしながら、その増加数及び増加ペースは児童扶養手当ほどではない。児童扶養手当に
関して言えば、1998 年に制度が出来た当初は 0 歳から 6 歳までが適用範囲であり、受給
者数は約 22000 人であった。その後資格年齢は引き上げられ、現在では 15 歳以下の児童
までの適格者約 960 万人が受給しており、各種社会手当のなかで最も受給者数が多い手当
となっている。児童扶養手当を受給する世帯の半分以上が農村部に暮らす人々であり、3
分の 1 以上がインフォーマル住居に暮らしている(Vorster and de Waal 2008)。こうした
人々は社会手当以外の財政的基盤を持っていないことが多く、彼らの生存において欠かす
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図2-5 社会手当受給者数推移(1998-2009)
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(出所）South African Social Security Agency[2007],[2010]より筆者作成
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ことの出来ない財政的支援となっている(Ardington and Lund 1995, p.564-566)32。手当受
給世帯の多くは、受け取った現金で日々の食料や衣類のような必需品を購入するとともに、
子供たちを学校に通わせているのである。 
 
(出所)Statistics South Africa[2007]より筆者作成 
 
 図 2-6 は、人種別の社会手当受給者の割合をグラフ化したものである。受給者数の 9 割
がアフリカ人であり、アフリカ人世帯にとって重要な所得源であるが、そのなかで児童扶
養手当の受給者のうち 95%以上が女性であり、ほとんどがアフリカ人女性である(Vorster 
and de Waal 2008)。彼女たちの多くがシングルマザーであり、20 代 30 代の母親の申請
が多いが、10 代のシングルマザーの申請は手当自体を知らないことなどの結果として申請
                                                  
32 都市居住者と農村居住者の所得構成を比較した場合、都市居住者の所得に占める手当給付の割合が約
8～9％であるのに対して、農村居住者の場合約 24％～26％となっており、農村居住者にとって所得支援
の及ぼす影響は大きくなっている(Ardington and Lund 1995, p.565)。 
アフリカ人 カラード アジア系 白人
男性 90.50% 6.20% 1.00% 2.30%
女性 89.60% 6.50% 1.30% 2.60%
計 90.00% 6.40% 1.20% 2.40%
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者は少ない。これは生後 3 年以内に児童扶養手当を受給している児童が少ないことにも関
係しており、生まれた直後、つまり 0 歳時において扶養者が手当を申請しているのは 14%
に過ぎない。こうした問題の背景には、申請に必要な出生証明書や身分証明書を取得して
いないことなどが関係している。特に農村部における貧困世帯にとって、手当によって得
られる利得に比べて、移動費用の高さや必要な情報入手の問題などにより申請する際に掛
かるコストの方が高いため、申請できない事例も数多くある。したがって現在の受給者数
には、必ずしも手当を必要としている人々を反映できておらず、潜在的な受給資格者はこ
の数以上であると言える。このように南アフリカにおいて、社会手当を何らかの事情によ
り受け取ることができていない人も数多く存在するが、その一方でこれまで恩恵を受ける
ことができなかった数多くの人々が受給できるようになったのも事実である。 
 
3. 現金給付制度の貧困削減に対する効果 
 これまで老齢年金手当や児童扶養手当といった所得支援制度の効果に関して、貧困削減
に対して大きな影響を与えていることは研究によって明らかにされてきた(Ardington 
and Lund 1995; Case and Deaton 1998; Bhorat 2001; Meintjes and Hall 2010)。 
 ケース(Anne Case)とディートン(Angus Deaton)は、老齢年金手当を受け取っている世
帯で所得分配効果がどの程度あるか分析しているが、特にアフリカ人世帯において効果が
高いことを指摘している(Case and Deaton 1998, pp1341-1344)。彼らによれば、1 日 1 ド
ル未満で生活するアフリカ人世帯において、手当を受け取っていない場合、貧困世帯割合
は 5％増加する結果となる。また貧困世帯における具体的行動への効果として、手当給付
によって貧困世帯では食料購入への支出を増やしているが、それに加えて年金給付世帯に
おいて児童の就学率の改善にも貢献していることが指摘されている(Case and Deaton 
1998, pp1348-1359)。南アフリカの世帯構成として、独居あるいは夫婦のみ(3.2%)、2 世
代同居(33.8%)、3 世代同居(52.5%)、4 世代同居(10.4%)であり、3 世代以上の同居世帯が
62.9%と高いことを考慮すると、手当効果が手当を受け取っている世代だけでなく、同居
する世代へ波及効果があることは明らかである(Ardington and Lund, 1995, p.563)33。 
したがって手当給付の児童貧困への効果は顕著となっており、特に児童扶養手当の児童
貧困の削減に果たした役割は大きい(Case and Deaton 1998, p.1359; Meintjes and Hall 
                                                  
33 高齢者世帯に関して人種間でも構成がことなっており、白人高齢者は独居または配偶者のみである場
合が多い一方、アフリカ人世帯では 3 世代構成であることが特徴とされる(牧野 2011 年, 37 頁)。 
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2010)。2008 年において南アフリカの全人口約 4870 万人のうち、18 歳以下の児童数は約
1870 万人であり、人口の約 39％が児童であった。そのうち 2008 年時点において約 1200
万人(児童の 64%)が貧困ライン以下で生活しているが、2002 年においてその数が約 1400
万人(児童の 77%)であったことと比較すると、児童扶養手当の給付額及び給付範囲の拡大
によって約 200 万人の児童が貧困ラインを抜け出したことになる。 
 南アフリカにおける社会手当の影響は、世帯構成などの社会状況と関連することで、対
象者を超えた効果を及ぼしており、開発型社会福祉の考えとともに、「投資」としての意
味合いもあることが指摘されている(Patel and Triegaardt 2008, p.104)。つまり手当給付
を通じて商品及びサービスの消費を高めるとともに、保健や教育分野における実績を改善
し、経済及び社会の成長に結びつけることである。貧困削減だけでなく、経済成長などよ
り広い範囲での効果を重視する姿勢は、近年の途上国における社会的保護に関する議論で
も見られるものであるが、南アフリカの社会保障政策はその一つの典型的な事例として分
析されている。 
 
第 4 節：ナミビアにおける社会福祉制度 
 ナミビアは貧困率及び失業率の高さや、経済格差の大きさなど南アフリカと類似する点
が多いが、社会保障制度に関しても独立以前の制度の経路依存性など南アフリカと同様で
ある。そのため、ナミビアも南アフリカ同様、憲法において全ての市民の基本的権利を尊
重し、平等及び差別からの自由を明確にしてきた(Levine and van der Berg, Yu 2009, p.4)。
独立後の新政権における政策として、雇用や土地分配の面などでのアファーマティブ・ア
クションが導入されてきたが、社会保障制度改革もまたこうした国家目標達成のために実
施されてきた(Morgan 1991, 352)。 
しかし南アフリカと最も大きな違いは老齢年金制度にみられ、南アフリカにおいては資
力調査付きの社会手当の一種として整備されてきた一方、ナミビアにおいては非拠出型で
あるものの普遍的な社会年金制度がいち早く整備されるに至っている。2009/10 年度予算
おいて、社会年金制度は GDP のおよそ 1.36% であり、現金給付全体としてみれば GDP
のおよそ 2％、国家予算の約 6％である(Levine and van der Berg, Yu 2009, pp.21-22)。
約 10 年前の 2001/02 年度予算において GDP の 0.87%であったが、年々その割合は増加し
ている。これは他の社会手当に関しても同様の傾向にある。 
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1. 社会年金制度 
2009/10 年度に行われた調査によれば、ナミビアの 65 歳以上の割合は女性約 5.6%、男
性約 3.8% であり、60 歳以上の場合全人口の約 7%を占めており、南アフリカ同様か少し
高齢化率が高い(Namibia Statistics Agency 2012a, p.23)。公的な年金制度以外に、公務
員を対象とした政府機関年金基金(Government Institutions Pension Fund)や、民間労働
者用の基金のような拠出型年金もあるが、規模としては小規模である(Levine and van der 
Berg 2009, p.6)。 
ナミビアの非拠出型社会年金制度としては、主なものとして高齢者を対象とした老齢年金
制度 (Old Age Pension)と、16 歳以上の障碍者を対象とした障碍者年金 (Disability 
Pension)の 2 つがある34。老齢年金制度は、1992 年に国民年金法(National Pensions Act)
によって民族及び人種間の平等を目的とした制度として始まった。この老齢年金制度は資
力調査がなく、年齢条件を満たした市民に等しく給付される。2009 年時点において、月額
450 ナミビアドル(57 米ドル)が一律に給付されており、対象者は 60 歳以上のナミビア人
及び永住権保持者である。2008 年時点において約 13 万人に給付されており、支払いは銀
行預金あるいはモバイルバンキング端末を通じて行われるが、3 分の 2 の受給者はモバイ
ルバンキング端末から受け取っている(Garsia and Moore 2012, p.286)。 
 老齢年金制度自体の起源は南アフリカ同様、1928 年の本国で成立した老齢年金法に遡る
ことができるが、ナミビアは適用範囲外であった。ナミビアに年金制度が適用されるのは
1949 年になってからであり、その対象範囲も白人に限定されていた(Devereux 2001, 
pp.7-8)。非白人への拡大としては 1965 年にカラードを対象に拡大されたものの、アフリ
カ人が適用対象者となったのは 1973 年であった。この年全てのナミビア人に社会年金制
度を含む社会保障制度が適用されたが、給付額に関しては人種間及び民族間で明確な格差
が存在した
35
。独立当初は女性 60 歳以上、男性 65 歳以上という条件の違いがあったが、
1992 年の社会年金法によって現行の 60 歳以上全ての高齢者へ給付されるようになった。
人種間で格差のあった給付額に関しては、1994 年に一律 135 ナミビアドルに統一され、
アフリカ人にとっては増額にあたるものの、白人にとっては独立前の 382 ランドに比べ大
                                                  
34 他に独立にかけて自由闘争を戦った人を対象とした退役軍人補助金(War Veterans Subvention)があ
り、年間所得 1000 ナミビアドル未満の対象者に対して月額 2000 ナミビアドルが給付されているが、受
給者はわずか 1767 人である(Levine and van der Berg, Yu 2009, p.8)。 
35 例えば、1990 年時点において白人のカバー率が 100％であったが、非白人はカラードが 50％、アフ
リカ人に至っては民族間の違いがあるものの、最大でも 40％未満であり、オヴァンボ(Ovambo)やカヴァ
ンゴ(Kavango)、カプリビ(Caprivi)といった民族は最も少なくわずか14％であった(Devereux 2001, p.10)。 
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幅な減額であった(Devereux 2001, pp.9-14; Levine and van der Berg, Yu 2009, p.10)。そ
の後段階的に給付額は拡大されるとともに、受給者数も 1999 年の約 8 万人からこの 10 年
余りでおよそ 5 万人増加している。 
 もう一方の年金制度である障碍者年金は、ナミビアの国家ドクターによる公式な診断書
が必要であり、HIV 患者も含めて一時的または永久に障碍による影響があると診断された
16 歳以上の市民に支払われる。支給額は老齢年金制度と同様であり、月額 450 ナミビア
ドルで、2008 年時点で約 2 万人に給付されている。 
両年金制度では生命保険への加入が義務付けられており、受給者が死亡した場合重要な
世帯収入となる。この生命保険加入の義務付けは、行政側にとってもメリットがあり、年
金給付が死亡後にも継続する可能性を減らす助けになっている(Levine and van der Berg, 
Yu 2009, p.8)。この生命保険から葬儀代が支払われる仕組みになっており、上限で 2200
ナミビアドルまで支払われる。現在、老齢年金制度及び障碍者年金制度受給者は併せて約
15 万人であるが、1990 年時点で約 5 万人から大幅に増加してきており、今後の高齢化率
の予測約 21%を考えると、今後さらに増加すると推察される(Stewart and Yermo 2009, 
pp.22-23; Levine and van der Berg, Yu 2009, p.16)。 
 
2. 社会手当制度 
ナミビアの社会手当制度は南アフリカと類似しており、児童扶養手当 (Child 
Maintenance Grant)、養子手当(Foster Care Grant)、特別扶養手当(Special Maintenance 
Grant)、保護施設手当(the Place of Safety Allowance)から主に構成されている。1960 年
に児童法が(the Children’s Act)適用されたが、児童関係の手当が施行されたのは 1977 年
になってからであった(Garcia 2012, p.287)。しかし手当の適用範囲などは、南アフリカ本
国同様アパルトヘイト政策の影響から人種間の格差があり、給付格差の完全な是正は独立
後の 1997 年になってからであった。 
 児童扶養手当は 18 歳未満の児童のいる適格世帯に給付されるが、児童が学生である場
合は 21 歳まで資格が与えられる。対象者であるナミビア人市民及び永住権保持者に対し
て、児童一人当たりに対して月額 200 ナミビアドル(26 米ドル)が給付される。2000 年以
降の現行制度における要件としては、総所得が 1000 ナミビアドル未満であり、配偶者の
どちらかが社会年金受給者であること、あるいは失踪・収監中であることなどがあるが、
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児童が 7 歳以上である場合は就学していることが条件として追加される。2008 年時点に
おいて、約 8 万 6 千人以上が受給している(Levine and van der Berg, Yu 2009, p.17)。 
 養子手当は 1960 年の児童法によって定められた、養子を養育する世話人に給付されて
おり、児童裁判所(Children’s Court)の命令と、ソーシャルワーカーによる評価によって給
付が決定される。給付額は児童扶養手当同様であり、2008 年時点において約 13400 人が
受給している(Levine and van der Berg, Yu 2009, p.17)。特別扶養手当は、児童を対象と
した障碍者手当のことであり、16 歳未満の児童に月額 200 ナミビアドル(25 米ドル)が給
付されており、児童が 16 歳になったときに障碍者年金に切り替わるようになっている。
保護施設手当は、家庭内暴力からの保護など短期的に施設に保護された 21 歳未満の児童
に対して、1 人当たり 1 日 10 ナミビアドルが給付される。 
 社会手当のなかで最も受給者数が多いのは、児童扶養手当及び養子手当であるが、これ
らは併せて 2003 年の時点で約 1 万人程度の受給者数であったが、5 年後の 2008 年時点で
は 10 倍の約 99500 人まで増加している(Levine and van der Berg, Yu 2009, p.17)。この
増加の大きな原因の一つは、「エイズ遺児と HIV/AIDS のために弱い立場に置かれた児童
(Orphans and Vulnerable Children: OVC)」の増加だと指摘される (Garcia 2012, 
pp.288-289)。近年、政府によって OVC が現金給付制度を活用できるように政策が進めら
れているが、人口動態登録記録や両親情報の欠如、資格調査を行うソーシャルワーカーの
不足などによって対策が不十分であることも多い。したがって、今後の対策改善如何によ
っては、さらなる受給者数の増加が予測される。 
 
3. 現金給付制度の貧困削減に対する効果 
 2009/10 年の調査によれば、世帯収入に占める社会年金の割合は全体としては 11%であ
るが、都市部 4.5%、農村部 16.1%であることを考慮すると、農村部においてはその位置付
けがより重要となっている(Namibia Statistics Agency 2012a, p.56)。社会手当の割合が
全体で 4.6%、都市部 4.7%、農村部 4.5%であるため、社会年金制度の方が世帯にとってよ
り重要な所得源になっている。これは居住地域間だけでなく、男女間で見た場合さらに顕
著であり、都市部の女性の所得源のうち社会年金の占める割合は 6.4%、男性は 3.4%に過
ぎないのに対して、農村部の女性の場合 20.5%を占め、男性でも 12.6%である。こうした
ことから雇用情勢の厳しい現状において、土地も持たないことの多い農村部の女性にとっ
ては、男性及び都市部女性においてより非常に重要な所得源となっている。こうした社会
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年金が重要な所得源になっている世帯では、所得のおよそ 4 割を食料購入に使用し、次い
で住居(32.3%)、衣類(4%)、医療費や交通費など(24%)が占めており、貧困世帯にとって生
存に欠かすことのできないものへ使用されている(Devereux 2001, pp.29-30)。 
 社会年金が貧困削減へどの程度影響を与えたのかに関して、レビン(Sebastian Levine)
らによれば、年金給付がある場合、年金がない場合に比べて貧困発生率をおよそ約 30%減
らす効果がある(Levine and van der Berg, Yu 2009, p.30)。また社会年金ほどではないも
のの、社会手当のなかでも児童扶養手当は貧困ギャップ率の低下などに好影響を及ぼす効
果がある(Levine and van der Berg, Yu 2009, pp.32-33)。 
 しかし社会手当に関して言えば、類似した南アフリカと比べた場合、本来受け取ること
ができるにもかかわらず受け取っていない割合が、ナミビアの方が圧倒的に高くなってい
る(Levine and van der Berg, Yu 2009, pp.38-39)。国家全体としてみた場合、南アフリカ
において 57%の給付率である一方で、ナミビアは僅かに 13.2%に過ぎない。また最貧困層
の受給割合の場合、南アフリカが 85%であるのに対して、ナミビアは 13.9%であり、ナミ
ビアにおいて最貧困層への対応が不十分であることがわかる。これはナミビアの資力調査
にかかる条件が厳しいこともあるが、行政運営における人的不足なども影響を与えている
と考えられる。したがって、現在のナミビアの制度において、社会手当よりも社会年金制
度の方が、圧倒的に世帯所得や貧困へ与える影響が大きくなってしまっている。今後 OVC
の増加など社会手当を必要とする割合が増加するなかで、こうした問題点の解決次第で、
社会手当が貧困削減に与える効果は現在よりも増えるとは予測できるが、現状そこまでの
到達には時間がかかるであろう。 
 
小括 
 本章では南アフリカとナミビアが置かれている貧困状況について示すとともに、両国が
行ってきた現金給付政策について、その類似点及び相違点を明らかにした。近年、アフリ
カ諸国において導入されてきた現金給付制度において、受給家庭は資力調査によって適当
と判断された場合に給付を受けることができ、貧困世帯は給付された現金を基に、児童を
学校へ通学させ、また定期的な健康診断を受けさせることが可能となる。これらの教育や
保健、衛生などに対する補助を通じて、人的資本を形成し、貧困世帯で育った児童が自力
で生計を立てる能力を向上させ、世代間の貧困サイクルから抜け出せることを目的として
いる。 
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 南アフリカとナミビアにおける制度は、まさに貧困の世代間の横断を絶つための制度と
して形成されている。両国ともアパルトヘイト政策によって形成された不平等な社会保障
制度を基に現金給付制度を発展させてきた。それにより貧困世帯にとって重要な所得支援
となり、高い貧困率のなかで貧困削減に一定の効果をもたらしてきた。 
 しかし両国は同じ制度を基に非拠出型制度として発展してきたものの、高齢者に対する
年金制度に関して大きな分岐が見られた。南アフリカは資力調査に基づいた社会手当の一
種として制度を発展させ、一方ナミビアは普遍的な年金制度を発展させてきた。一般に社
会保障制度形成において、「選別的」か「普遍的」か、という議論の軸が存在するが、両
国は異なる選択を行ってきた。 
 多くのアフリカ諸国が規模の違いはあれ現金給付制度政策において、両国に代表される
ような長期的で定期的な給付制度を形成する方向に進んでいる。そのため他のアフリカ諸
国も制度形成に際して、資力調査に基づいたターゲティングを行う選別型現金給付にする
か、先進国にみられる普遍主義に基づいた現金給付にするか、ある時点で判断を迫られよ
うになるだろう。南アフリカとナミビアの事例はその典型であり、両国の比較分析は大き
な教訓を与えるものである。 
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表 2-7 主要な制度形成及び改革 
 年 南アフリカ ナミビア 
1913 児童保護法の成立   
  養育手当(maintenance grant)の導入   
1921 家族手当(family support)   
1928 老齢年金法成立   
  老齢年金手当(白人・カラード)   
1944 年金手当のアフリカ人への拡大   
1949   老齢年金手当導入 
1960   児童法成立 
1965   非白人へ年金拡大（アフリカ人は除く） 
      
1973   老齢年金制度の導入(アフリカ人含む) 
1977   児童関連の手当導入 
      
1990   独立 
1992   国民年金法成立(60 歳以上の全高齢者) 
1994 マンデラ政権  
1996 ルンド委員会発足   
1997  社会手当の格差解消 
1998 児童扶養手当(child support grant)導入   
      
2000 養育手当の廃止   
  テイラー委員会発足   
      
2004 社会扶助法成立   
  年金手当改革(60 歳以上の適格高齢者)   
2008   BIG パイロットプロジェクト開始 
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第 3 章：社会福祉制度成立に関する歴史的背景 
 
はじめに 
本章においては、南アフリカとナミビア両国における社会福祉制度がアパルトヘイト時
代から現在までどのような議論のなかで発展してきたものであるのか、まず明らかにする。
そして両国の制度発展の違いを、第 1 章の研究視角で提示した経路依存性の制度変化モデ
ルに基づいて分類し、類似性や相違性を生じさせるうえで重要となったアクターや議論を
まとめとして取り上げる。 
 
第 1 節：南アフリカにおける社会福祉制度の成立 
1. アパルトヘイト政策と社会扶助 
南アフリカにおける社会扶助制度について考えるとき、当然のことながら貧困や不平等
の起源として、イギリスによる植民地支配と白人政権によるアパルトヘイト体制の及ぼし
た影響は大きい。特にアパルトヘイト時代、国民は「白人」、「カラード」、「アジア人」、「ア
フリカ人」の人種カテゴリーに分けられ、政治・社会領域において異なる権利を付与され、
統治された。社会保障システムも、このような人種隔離政策と整合する形で発展し、人種
間の著しい格差によって特徴付けられた。 
 17 世紀以降、オランダ系白人(以下、アフリカーナー)による南アフリカへの入植が進む
につれて、アフリカ人は農奴として利用されるようになった。その後 18 世紀末、英国が
南アフリカに進出し、1814 年のウィーン会議において英国領となって以降、キンバリーに
おけるダイヤモンド鉱の発見(1867 年)やヨハネスブルグ周辺における金鉱の発見(1886
年)は、南アフリカの政治・社会・経済に大きな変化を及ぼした。イギリスを始めヨーロッ
パ系白人やその資本が南アフリカに流入し、白人支配の資本主義経済内部にアフリカ人が
組み込まれた。アフリカ人の土地は白人によってその所有権が取り上げられるとともに、
地代の支払いや労働奉仕によって居住の権利を獲得しなければならなくなった
36
。特にこ
の時代最も重要であったことは、労働分野(特に鉱業)において南アフリカ植民地社会の人
種構造が適用されたことであった。白人労働者が高賃金かつ非白人労働者の監督者として
                                                  
36 ケープ植民地においては、1894 年に首相セシル・ローズによってグレン・グレイ法（Glen Grey Act）
が制定され、アフリカ人の土地所有が禁止されるとともに、重い人頭税も課された。これにより多くのア
フリカ人が鉱山及び白人農場において出稼ぎ労働せざるを得なくなった。 
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の役割を持つとともに、好条件の生活環境に置かれる一方で、未熟練労働者としてのアフ
リカ人労働者は低賃金で劣悪な生活を強いられたように、人種による境界線に沿って産業
が組織化されていったのである。 
 その後人種間の明確な区別は、1910 年の南アフリカ連邦政府の成立以降、法的整備に伴
いより強固なものとなった。1913 年には「原住民土地法」が制定され、これによりアフリ
カ人居留地は国土のわずか 7%の土地に制限され、居留地外において非アフリカ人からの
土地購入や賃借が禁止されることになった
37
。この土地法の制定の一つの目的は、大量に
必要とされた鉱山労働者の確保であり、アフリカ人居留地内における人口過剰から生じる
食糧問題や、政府によって課された人頭税・地方税などのために、必然的に出稼ぎ労働者
が発生した。それに加えて、第 1 次世界大戦の開始以降、イギリスからの工業製品輸入の
一時停止は南アフリカにおける製造業の発展の契機となり、この分野においても大量の労
働者確保が求められるようになった。これによりアフリカ人居留地は鉱山業だけでなく、
製造業のための安価な非熟練労働者の供給地とされ、1936 年の時点において居留地人口
341 万のうち約 45 万人が出稼ぎ労働者であった(トンプソン 1995, 291 頁)。 
 工業の急速な発展は、大規模なアフリカ人労働者の都市への流入をもたらしたが、それ
と同時にボーア戦争によって土地を奪われ都市に移動した白人貧困層(プア・ホワイト)と
アフリカ人との間の労働市場における競合をもたらした(Patel 2008, p.127)38。第 1 次世界
大戦後の経済的停滞も重なり、高賃金を要求するアフリカーナーよりも賃金の安いアフリ
カ人がより雇用されるようになったこともあり、南アフリカ連邦政府にとって白人貧困層
の社会的保護が重要な政治課題となったのである。連邦政府は文明化労働政策の名におい
て、「文明化された」労働者(＝白人)と「文明化されていない」労働者(＝アフリカ人)を明
確に区別し、製造業や公共部門、鉄道などの国営企業において白人を保護し、高賃金で雇
用することを目的に各種法律を整備した。 
社会手当など社会扶助制度も元々はこうした白人労働者の失業対策や貧困対策の一環と
                                                  
37 土地法制定以前は、白人農場やアフリカ人所有の土地に多くのアフリカ人は暮らしていたが、土地法
によってこれらの居住地域から強制的に排除された。土地法制定後のアフリカ人居留地は、その後 1939
年までに国土の 13%までわずかながら増加された。これらの居留地がその後「ホームランド」として扱
われるようになっていった。 
38 ボーア戦争は、イギリスとアフリカーナー(オランダ系ボーア人)との間で行われた、二度にわたる戦争
である。イギリスの支配から逃れたアフリカーナーたちによって建国されたトランスヴァール共和国
(1852 年)とオレンジ自由国(1854 年)において、ダイヤモンド及び金鉱が発見されたことにより、この鉱
物資源をめぐって第 1 次ボーア戦争(1880 年‐1881 年)が勃発した。第 1 次ボーア戦争はイギリスの敗北
に終わったが、その後第 2 次ボーア戦争(1899 年‐1902 年)においてイギリスが勝利し、トランスヴァー
ル共和国とオレンジ自由国はイギリス植民地に併合され、1910 年南ア連邦が建国された。 
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してこの頃整備された(Fleisch 1995; Seekings 2007c)。それ以前において、福祉は家族的
な繋がりに基づいたインフォーマルなものであり、政府は教会の貧困救済的行為への助成
など民間の活動支援が主なものであった(Sagner 2000, p.525)。児童や高齢者、障碍者な
どに対する社会扶助制度に関して言えば、1913 年に児童保護法（Children’s Protection Act）
による児童に対する養育手当（maintenance grant）が整備され、1921 年に家族手当
（family support）が導入された(Patel 2008, p.127)。高齢者に対する年金制度に関しては、
1927 年の「老齢年金及び国民保険に関する委員会第 1 次報告書(First Report of the 
Commission on Old Age Pensions and National Insurance)」による勧告を受けて、1928
年に資力調査に基づいて白人やカラードに給付され始めた
39
。この第 1 次報告書において
は、拠出型の年金制度が導入される前に、非拠出型の給付を通じた貧困者への支援が優先
されるべきである点などが提示されており、こうした年金制度の残余的性格はこの頃から
既に存在したと考えられる(Union of South Africa 1927, p.15)。また年金制度の導入のも
う一つの背景としては、1900 年初頭の 60 歳以上の白人の割合が 3％ほどであったのに対
して、1920 年代には 6％まで上昇したため、家族のみによる高齢者ケアの負担が無視でき
ないものと政府が認識したことであった(Sagner 2000, pp.525-526)。 
アフリカ人への年金制度の拡大は、1944 年の年金法の改正に伴うものであったが、この
改正には国内における社会変容が影響を与えた。1930 年代半ばごろから鉱業部門や製造業
(特に繊維産業)が第 2 世界大戦への物資供給の観点から成長し始めるにつれて、白人及び
非白人を含め都市部への人口流入が増加した(トンプソン 1995, pp.314-315)。特にアフリ
カ人の多くは、貧窮化した農村部から都市部での雇用を目的として大規模な移動をし始め、
都市周辺に居住するようになった。経済の中心である鉱山業を始め、急成長する製造業で
のアフリカ人労働者の増大は、組織化されるにつれ非合法なストライキやボイコットなど
秩序の不安定化を招き始めた。一方、白人知識人のなかからも、アフリカ人労働者の賃上
げや労働組合の合法化など、政治経済的な改革を求める声が出始めるようになり、政府は
それらの行動への対応を迫られたのである(トンプソン 1995, pp318-320)。 
年金の拡大は、アフリカ人への職業訓練の導入などとともにこうした批判への僅かばか
りの譲歩であったが、鉱業部門における資本家層からはこうした政府の対応に一定の評価
                                                  
39 ピーナール(B.J.Pienaar)を委員長とするこの委員会では第 3 次報告書まで出され、第 2 次及び第 3 次
報告書においては、疾病などによる失業時対策として失業保険など社会保険整備の必要性について勧告さ
れた。 
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が与えられた(Sagner 2000, pp533-538)。鉱業部門での雇用は、その大部分がアフリカ人
の低賃金による労働であったため、組織化によるストライキの発生などに直面したのであ
る。またアフリカ人社会の貧困状況の改善は、アフリカ人の安い労働供給の安定化にも貢
献することから、政府によるアフリカ人に対する政策は資本家層からも望まれていたので
ある。 
南アフリカにおける近代社会扶助制度は、非白人を含むものとして拡大したが、白人と
それ以外の人種カテゴリーにおいて、支給額などにおいて明確な区別が行われた。特に
1948 年の国民党（National Party：NP）政権の誕生以降、アパルトヘイト政策が提唱さ
れ、人種差別が強化されることにともない、社会保障分野における人種間格差も明確に固
定化された。第 2 次世界大戦以降の経済成長によって得られた利益は、そのほとんどが白
人のために使用されたが、アパルトヘイト体制期における白人への社会扶助の拡充は、国
民党政権にとって白人層からの支持を確保するための手段であった。例えば 1970 年代半
ばにおいて、国家の福祉支出に占める人種別の割合として、人口の 20%程度に過ぎない白
人に対して 56%が支出され、人口の 70%以上を占めるアフリカ人に対しては 28%しか支
出されていなかった(Patel 2005, p.71)40。もし人口比に応じて平等に支出されたならば、
アフリカ人は支出全体の 76%、白人が 13%であることを考えれば、その人種間の不平等の
度合いが著しいものであることが理解できる。 
こうした白人と非白人との間における格差は、アパルトヘイト体制が危機を迎え始めた
1970 年代半ば以降徐々に改善されていった。1976 年のソウェト蜂起に代表されるように、
この頃から ANC を筆頭にアパルトヘイト政策に対する武装闘争が急速に拡大していった
41
。1978 年に発足したボータ(Pieter Willem Botha)政権は国内及び国際的なアパルトヘイ
ト政策の非難に対して、白人による支配を維持しつつ、非白人の政治的権利の拡大を図り、
国内自体の収拾に乗り出した。1983 年に憲法を改正し、国会を 3 つの人種(白人・カラー
ド・インド系)に分けた人種別三院制議会を導入し、外交や課税といった全体の問題とは別
                                                  
40 その後人種間の格差は徐々に是正され、90 年の支出の割合は白人 23%、アフリカ人 52%、カラード
及びインド系は 24%まで改善された。 
41 ソウェト蜂起は、1976 年 6 月 16 日にヨハネスブルグのソウェト地区で起きた大規模なデモであった
が、きっかけは白人支配の象徴と考えられたアフリカーンス語を学校教育へ導入するという決定であった。
数千人のアフリカ人学生が抗議デモを起こしたが、警察との衝突により暴動へと発展し、500 人以上が殺
害される事態となった。政府側の弾圧行為に対しては、国際社会からも大きな非難が巻き起こり、国連安
保理において非難決議が全会一致で採択された。ソウェト蜂起はその後の運動へも大きな影響を与え、反
アパルトヘイト闘争の転換点とされる。現在 6 月 16 日は南アフリカにおいて青年の日として祝日となっ
ている。 
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に教育や保健、地方行政など各人種の固有の問題として処理されることとなった。アフリ
カ人は憲法改正によって発言権を与えられず、統一民主戦線(United Democratic Front: 
UDF)や COSATU といった組織から激しい反発を招いた。こうしたアフリカ人組織による
反アパルトヘイト運動に対して、政府は 1986 年にパス法などのアパルトヘイト政策の一
部の法を廃止し、またアフリカ人労働組合の合法化などによってアフリカ人からの批判に
対処しようとした。 
社会扶助制度もこうした政府の政策的意図の下に置かれた。アフリカ人向けの社会扶助
額は 70 年代以降増額され、1966 年時点で白人向け年金額の 13%程度であった価値は、
1980 年時点で 30%まで上昇し、アパルトヘイト終焉の 1993 年には格差はほぼ解消された
(Seekings and Natrass2006, p.150)。また受給者数においても、1970 年代後半において
およそ 7 割がアフリカ人であったが、1993 年時点では約 8 割にまで増加しており、アフ
リカ人世帯にとって重要な所得源となっていたのである(van der Berg 1998, p.6)。こうし
た人種間の格差が減少した背景として、アフリカ人への政治的配慮に加えて、資力調査付
きの老齢年金制度及び社会手当に申請する白人が少数であったことから、白人保守層から
の抵抗が比較的弱かったことも関係した(van der Berg 1997, p.488)。多くの白人労働者は
民間の職域年金制度によって所得代替が行われたため、貧困層向けの老齢年金制度は、ア
パルトヘイト後期において非白人貧困層のための制度という意味合いが強くなっていたの
である。 
 
2. 民主化と人種間公正の達成 
民主化した 1994 年以降、南アフリカにおける社会福祉制度は、人種間の不平等及び貧
困を是正するための手段として改革された。社会開発と経済開発との連関を重視した開発
型福祉の考えのもと、社会的に排除されてきた人々の開発過程への参加を促進させながら、
貧困削減を目指す戦略が採用された(Patel 2008, p.73)。実際、社会福祉白書(the White 
Paper for Social Welfare)において、社会扶助と社会保険を含む包括的な社会保障システ
ムが提示されるとともに、公共事業プログラム（Public Works Programmes）のような一
時的な雇用プログラムの提供も含めた考えが示された(Department of Welfare and 
Population Development 1997)。 
こうした考えは、民主化交渉期であった 1992 年に、国家保健人口開発省(Department of 
National Health and Population Development)から出された新たな社会福祉制度に関す
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る報告書からも読み取ることができる(Department of National Health and Population 
Development 1992)。この報告書では、国民のニーズに応える国家の責任について明らか
にすると同時に、各国民、家族、共同体が基本的に自らの社会福祉に責任を持つことも強
調された。そして国家はそのための支援として、就業機会の創造や職業訓練などを提供す
る必要性があることを明確に記載したのである。民主化初期において、貧困層及び失業者
への職業訓練や就業機会プログラムの提供が強調された背景として、働けるものは働き家
族の福祉を担うべきだという考えが、経済的低迷期であった 1980 年代以降の国家財政の
負担軽減志向とも強く結びついたからだと考えられる(Patel 2005, p.77)。そのため国家に
よる福祉に依存することなく、自らの力によって貧困を抜け出すことが基本的に求められ、
所得支援制度の拡充はどちらかといえば残余的位置付けのままであった(Lund 2008, 
p.14)。 
社会扶助制度のなかで、こうした残余的性格をそのまま継承したのは老齢年金手当であ
った。通常フォーマルセクターの場合、その多くが従業員と事業者の折半拠出による従業
員退職金準備基金(provident fund)による保障下にあるため、退職後はその基金から給付
を受ける。一方、このような制度の保障下にない人々(その多くが貧困層)は国家による社
会扶助、特に高齢者の場合は年金手当の保護を受ける。民主化初期段階において、手当の
人種間格差が既に消失しただけでなく、受給者数の多くがアフリカ人であり、その手当効
果が高齢者本人だけでなく世帯全体にポジティブな影響を与えることに政府内でもコンセ
ンサスが構築された状態であったため、老齢年金手当制度の継続は既定路線であった
(Smith Committee 1995;  Department for Welfare and Population Development 1997)。 
したがって、老齢年金手当制度自体は、貧困と人種間格差を是正し社会開発を促進する
という最大の国家目標のなかに既に組み込まれたものであったと考えられる。一方で牧野
が指摘するように、南アフリカの年金制度は貧困層の最低生活を支えるゼロ階部分と、フ
ォーマル労働者のための職域年金制度である 3 階部分のみによって作られた不均衡な制度
のままであった(牧野 2011, 39 頁)。こうした欠陥に関する対応がなされないまま、制度は
世帯貧困の改善という意味合いを強く与えられることで継続したのである。 
一方、ポスト・アパルトヘイト期の南アフリカの制度改革において、最も大きな変化は
1998 年の児童扶養手当の導入であるが、この制度の導入の基盤となったのは 1996 年に出
された「児童及び家族支援のためのルンド委員会(The Lund Committee for Child and 
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Family Support: Lund Committee)」の報告書であった42。新政権発足直後は、アパルト
ヘイト時代の制度である養育手当(State Maintenance Grant)が存続した状態であった。
1930 年代に白人世帯を保護するために導入された養育手当は、実質的にその受給者の多く
がカラードやインド系であり、アフリカ人は手当条件の適格者であっても老齢年金手当や
障碍者手当に比べて受給することができなかった。1990 年代初頭、1000 人の児童のうち
養育手当の受給者の割合を見た場合、カラードが 50％、インド系が 40％であったのに対
して、アフリカ人はわずか 2％に過ぎなかった(Lund 2008, p.17)。したがって、この手当
は人種間の平等を謳った新憲法に合致しないものであった。またこの手当は核家族を家族
形態の前提としたが、南アフリカにおける貧困世帯は女性世帯主の世帯や片親しかいない
世帯が主であるため、養育手当ではそうした実態を反映していなかった(Patel 2005, 
pp.130-132)。そのため、既存の児童及び家族向け手当の批判的検討を行うとともに、南ア
フリカの全貧困世帯を対象とした新たな制度設計を行うことを目指してルンド委員会が作
られたのである。 
養育手当の給付条件としては、①18 歳未満の児童の片親（当初は母親のみ）あるいは保
護者であること
43
、②親及び保護者が未婚、未亡人、あるいは別居状態であること、③配
偶者と 6 ヶ月以上離れていること、④配偶者がいる場合、その配偶者が高齢者手当あるい
は障碍者手当といった他の社会手当を受けているか、6 ヶ月以上勤労できない状態にある
こと、または⑤6 ヶ月以上配偶者が服役中か、薬物治療施設や類似施設に入っていること、
などを満たす必要があった。この養育手当の一つの問題点は、母親に求められる負担が非
常に大きく、制度によって母親が脆弱な状態に置かれたことであった。養育手当は基本的
に母子家庭を対象とするが、受給資格を得るためには離れてしまった父親を捜し出し、父
親の雇用状況や収入状況等をつぶさに調査する必要があった。多くの女性たちはソーシャ
ルワーカーなどの力を借りなければ申請に必要な書類が揃えられず、父親が見つからない
場合は支援が必要であっても手当を受け取ることができなかった。 
またもう一つの問題は、養育手当の維持・拡大による財政的負担も大きな懸念となった
ことである。養育手当の財政的負担の問題に関しては、80 年代後半から指摘されたことで
                                                  
42 ルンド委員会は、ナタール大学社会開発研究センターのフランシー・ルンド(Francie Lund)を議長と
し、MINMEC(Committee of national Minister and provincial Members of Executive Committee for a 
particular sector)によって任命された者、MINMEC の許可を受けた組織の者、そして福祉省(当時)の役
人によって構成された。 
43 1996 年の社会扶助法の修正によって、年齢は 18 歳未満から 16 歳以下に変更されている。 
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あった(Lund 2008)。養育手当では、世帯当たり月額 430 ランドが給付され、それに加え
て 18 歳未満の児童一人当たり月額 135 ランドが給付された。しかしながら、民主化後の
格差是正のために、アフリカ人受給者も含めた全ての貧困児童に対象を拡大させた場合、
政府の年間福祉関連予算が二倍以上に膨れ上がることになり、財政的問題から給付額を維
持することができなくなる危険性があった(Lund 2008)。 
1996 年 2 月から始まった会議では、当初新たな手当である児童扶養手当の給付対象に
関して、「0 歳から 4 歳」、「0 歳から 6 歳」、「0 歳から 9 歳」の 3 つの案が提示された(Lund 
2008, p.60)。また給付額として月額 70 ランド(6 歳児に必要な食料・衣料に必要な程度)か
ら月額 125 ランド（養育手当水準）の間で議論が行われたが、議論当初よりも予算が限定
的になるにつれ、最低限児童の食料を満たせる額に給付額を制限する意見へと収斂してい
った。結果として、委員会としては新たな制度の導入によって、これまで手当から排除さ
れた貧困世帯に対象を拡大する一方で、国家への過度の依存を抑えるために両親の児童に
対する財政的責任を強めることの必要性も提言した。 
南アフリカの家族形態として、貧困世帯に占める女性世帯主の世帯が多いのは事実であ
り、南アフリカの児童の 1/5 は母子家庭である(Patel 2005, p.131)。そのため養育手当に
おける給付条件の厳しさを緩和し、「児童の保護・養育（follow the child）」のための社会
手当となるため、家族形態に拘らない形で資格を構築することをルンド委員会としては目
指したのである。委員会では手当の受給資格を児童の「主要扶養者（primary care giver）」
と定義し、生物学的な父親あるいは母親ではない者も児童の扶養者と認めることを提言に
加えた。また世帯主個人の所得ではなく、世帯全体としての所得を手当支給の条件とする
ことや、農村部と都市部で世帯所得の資格基準を分けること、銀行や郵便局で給付を受け
易くすることなども提言した。 
上記のような問題点を加味した上で、1996 年 8 月、ルンド委員会は提言書をまとめ、
障碍児扶養手当及び養子手当の継続に加えて、養育手当の数年後の廃止とそれに代わる手
当として児童扶養手当の制度化を提言した
44
。これを受け 1997 年 3 月、政府は①1997 年
                                                  
44 ルンド委員会の提言書では、養子手当(Foster Child Grant)と障碍児扶養手当(Care Dependency 
Grant)の継続に関しても提言されている。養子手当は、何らかの理由によって生物学的両親による養育を
受けられなくなった児童に関して、ソーシャルワーカーによる面談や裁判所の手続きを通じて里親と認め
られた扶養者に給付される手当である。1998 年 7 月から 1999 年 7 月の期間において、里親制度の申請
者は 13.55％増加し、7 万人近くの申請が行われたが、その多くが祖母と暮らす HIV/AIDS 孤児であると
指摘されている(Volster 2000, p.8)。一方障碍児扶養手当は、自宅で障碍のある児童をフルタイムでケア
できるように給付される手当であり、1999 年 6 月までに約 2 万件の申請が行われた。 
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8 月 1 日から新たな児童扶養手当制度を導入すること、②養育手当は暫定的に存続させる
が、1997 年以降廃止までの間 1 年毎に 20％減額すること、③新たな児童扶養手当は 0 歳
から 6 歳までの児童を扶養する主要な扶養者に対して、一律月額 75 ランドを給付するこ
と、などの決定を公表した。しかしこれが公表されると、多くの NGO や地域社会組織
（community-based organization: CBO）に加え、与党 ANC の支持基盤である COSATU
からも制度変更による給付額の低下に対して大きな抵抗運動が巻き起こった。これは、養
育手当制度において、18 歳未満の児童を扶養する世帯に対して月額 430 ランド及び児童
一人当たり月額 135 ランドが給付されていたことに比べて、大幅な減額であったからであ
る。ルンド委員会は、限られた予算ではあるが、新たな制度によってこれまで手当が受け
難かった農村部の貧困世帯に大きな配分効果がもたらされることを誇りつつ、一方で、こ
れまで養育手当を給付されてきた女性世帯などに対して、新たな制度の導入が負の効果を
もたらすことについても十分認識していた(Lund Committee 1996)。貧困児童に対する社
会扶助を維持するためには、減額したうえでの制度変更が必要との判断ではあったが、こ
うした背景として、民主化後の新政府による経済戦略の転換も大いに関係したと推察され
る。 
新政府は民主化後、アパルトヘイト時代の遺制でもある人種間の不平等を解消し、社会
的・経済的公正を達成するための戦略として RDP を採用した。しかしながら、その後 1996
年 7 月に、このケインズ主義的経済戦略は、財政赤字の問題や財界などからの強い要請も
あり、新自由主義的な経済政策である「成長・雇用・再分配政策(Growth, Employment, and 
Redistribution: GEAR)」へ転換されたのである。GEAR 政策の主要な目的は、①国内経
済を域内経済やグローバル経済へと統合させること、②経済成長率として 6%を達成する
こと、③雇用の創出やインフレ・財政赤字を改善すること、④財政支出を削減することで
あった。つまり、再分配に焦点を当てた RDP と異なり、構造的な経済問題を解決し経済
的安定を図ることや、南アフリカの国際的孤立を終わらせること、投資家の信頼を確保す
ることなどに焦点が当てられた。そのため、RDP において主眼に置かれた再分配は、GEAR
においては二義的な立場へと後退し、海外からの投資を呼び込み、雇用を創出し経済成長
を図る方向へと変更されたのである。 
こうした経済戦略の転換は、必然的にその後の制度改革へも大きな影響を与え、特に報
告書の公表を控えていたルンド委員会はその影響を受けざるを得なかった(Lund 2008, 
pp.90-94)。1996 年 4 月の時点で、ルンド委員会は、財務省から財政支出の抑制と既存の
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枠内での再配分を求められたのである。そのため委員会内部においては、支出を抑制する
ことや、既存の養育手当費用からどれだけ上積みできるかに関して意見が分かれていた。
したがって社会手当に限らず、社会サービスの充足のために財政的拡大が必要であるとの
認識はあったものの、財政問題の観点から既存の財政的枠内での社会扶助の提供と、将来
的な拡大に対して含みを残した提言を行わざるを得なかったのである。 
この提言に対して COSATU を中心に大きな批判がなされたが、批判の内容は提案され
た児童扶養手当の内容に対してだけでなく、手当の形成過程の閉鎖性に対しても向けられ
た。COSATU は 1997 年 4 月、ルンド委員会の提言によって包括的社会保障制度の重要な
側面で削減が起きる可能性を指摘し、この問題に対して政府に広く市民から意見を集める
ことを求める提言書を出すなど、市民社会組織として積極的にこの問題に対して行動を行
った(COSATU 1997)。 
 この提言書のなかで、社会支出を減らすことで財政赤字を削減しようとする政府の関与
によって、セーフティーネットが効率的に機能しなくなることなどへ強い懸念が表明され
た。そして COSATU は、①包括的な社会保障システムを構築するために、広く社会と対
話することや、社会保障政策の協働のために省庁横断的なタスクチームを作ること、②新
制度の延期も含め、ルンド委員会の提言通りに実行された場合に生じる事態を再評価する
こと、③児童扶養手当の範囲及び給付額を拡大すること、などについて提言した(COSATU 
1997)。 
COSATU を始めとする複数の組織が緩やかな連合を結成し、ルンド・ワーキンググル
ープ（Lund Working Group）として活発な批判を行ったことを受け、政府はこうした組
織との対話による解決を模索し始めた(Johnson 2000, p.29)45。まず 1997 年 4 月、福祉に
関するポートフォリオ委員会（The Portfolio Committee on Welfare）によって組織され
た、新たな制度案に関する公聴会がケープタウンで開催された(Volster 2000, p.11)。その
後公聴会は、東ケープ州や北ケープ州などでも開催されるに至った。この公聴会には
COSATU を始め、多くの NGO 関係者、研究者などが参加し、各々提言を行った。これま
で手当から排除されてきた市民にも行き届くようになることから、公聴会参加者の多くは
給付対象の拡大に関して共通して賞賛してはいたが、それと同時に、新たな制度によって
                                                  
45 COSATU 以外には人権 NGO であるブラックサッシュ（Black Sash）やコミュニティー・ロー・セン
ター（Community Law Centre）、キリスト教会団体である南アフリカ教会会議（South African Council 
of Churches）などが参加した。 
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社会手当分野における平等化が本当に進むのか否かに関して大きな関心が寄せられたので
ある。 
この公聴会の際、ポートフォリオ委員会は当初の福祉省の制度案を修正し、給付額を一
人当たり月額 135 ランド、対象範囲を 9 歳児まで拡大した新たな案を準備していた
(Johnson 2000, p.32)。この修正案は、市民社会組織によって提出された提言書と合致す
る部分が多かったこともあり、与党内において「ポートフォリオ委員会の修正案」と「福
祉省の原案」とが比較検討された。そのなかで、1997 年 7 月に開催された与党 ANC の全
国執行委員会（National Executive Committee）において、当初の福祉省の案を若干修正
し、給付範囲を 0 歳から 6 歳までに据え置き、その一方で給付額を一人当たり月額 100 ラ
ンドに拡大する案を ANC として提言することになった。結果として、COSATU を筆頭と
した市民社会組織による活発な活動は、給付額の 25%の増額というわずかな前進を勝ち取
った。ポートフォリオ案が、月額 135 ランドの修正案だったことと比べると、獲得したも
のは僅かなものであったかもしれない。しかしながら、当初閉鎖的であった政策形成過程
を開放的なものへと変化させ、自ら参加しながら新たな制度を形成することができたこと
を考えると、必ずしも成果が小さいものであったと結論付けることはできないであろう。
実際、公聴会解散後、多くの NGO の代表者が、児童扶養手当制度実施のための政策案を
作る技術委員会に参加することになるなど、重要な広がりを見せた。 
ルンド委員会の提言書への批判から始まった一連の流れは、民主主義の経験に乏しい新
政権の統治がより実践的な面で民主化し始めた過程と捉えることもできよう。一度構築さ
れてしまった制度を変えることは非常に困難であることを考えると、市民社会を交えた公
聴会において児童のベーシックニーズを充足させることの重要性や、政府提案の受給額及
び受給対象範囲への不満など、市民社会の要望を含めた制度を構築できたことは、南アフ
リカの民主主義自体が得た大きな成果であったと考えられる。 
児童扶養手当は、1998 年 4 月から開始され、0 歳から 6 歳までの資力調査適格者に対し
て給付されるに至った。1998 年以降も、暫定的に旧制度である養育手当は継続され 2000
年 4 月 1 日に廃止されたが、いくつか重要な欠陥を抱えていながらも多くの世帯を困窮か
ら救う上で重要な役割を果たすものであった。予想した以上に、養育手当の貧困世帯への
普及が進んでいたこともあり、特に 40 代 50 代のシングルマザーや、家族を養うために働
かなければならない若者にとって大きな所得源であった。その一方で、養育手当の最大の
受益者であったカラードにとって、養育手当の廃止と新制度の導入は大きな影響を及ぼす
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に至り、カラードを支持基盤とした国民党はこの廃止を反 ANC のプロパガンダに利用す
るなどの動きが見られた(Johnson 2000, p.33)。 
 新たに形成された児童扶養手当は 4 つの主要な目的を有していた(Triegaardt 2005, 
p.252)。第 1 に、南アフリカにおける新たな包括的社会保障制度に対して、これまで排除
されていた世帯も含めて、児童を扶養する貧困世帯がよりアクセスし易いようにすること
であった。第 2 に、家族形態に拘らず、手当を必要とする人々に平等に給付することであ
り、第 3 は両親及び近親者による養育の機会が奪われないようにすることであった。最後
の 4 つ目は、ストリートチルドレンや少年院への入所などの問題から児童を保護すること
であった。牧野は、児童扶養手当の導入の意義を、「切り下げ」ではなく「維持」であった
と捉えると同時に、社会手当の受給者拡大に関して数値目標(5 年間で 300 万人の児童)が
掲げられた点も重要であると指摘する(牧野 2005, 175 頁)。児童を対象とした社会手当自
体を廃止する考えが、内閣の一部に存在したことを考えると(Johnson 2000, p34)、牧野が
指摘するように、従来の手当の給付よりも大幅な切り下げであったとしても、民主化の目
的である人種間の不平等の解消という点から見ると、アフリカ人貧困世帯に公的支援が届
くようになったことは大きな意義であったと考えられる。 
 1998 年の導入直後、給付率は非常に低く、特に農村部においては新しい制度が導入され
たことが十分に広まっていなかった。1999 年 7 月時点において、児童扶養手当の給付を
受けたものは 300 万人の児童の内わずか 2.2%に過ぎず、この状況は 2000 年になっても僅
か 10.69%であった(Cassiem et al. 2000, p.142)。このように実際に受給する資格を有する
世帯であっても、情報不足やソーシャルワーカーの認識不足により、給付を受けていない
世帯が多かったため、こうした世帯に如何に正しい情報を広め、また受給率を上げるのか
が制度形成後の課題であった。これに加えて、児童扶養手当制度の成立時には想定してい
なかった事態、例えば HIV/AIDS の蔓延による孤児の増加や、児童を世帯主とする世帯の
増加などが顕著になるにつれ、そうした新たな貧困世帯に如何に対処するのかが求められ
るようになった。特に、児童支援手当の拡大を当初から求めた市民社会組織などからは、
こうした世帯に対する社会手当の拡大を求める声が日増しに強まり、2000 年以降の包括的
社会保障制度を巡る議論に大きな影響を与え始めたのである。 
 
3. 貧困削減政策としての社会手当とベーシック・インカム論 
社会手当はその後も対象範囲や給付額が拡大されてきたが、さらなる貧困削減のために
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ベーシック・インカム・グラント(以下 BIG)という新たな社会手当を求める COSATU を
始めとする連合組織の活動が活発になっている。BIG は、失業率の増大とインフォーマル
セクターの拡大に伴い
46
、従来の社会手当等によって保護されていない失業者に対する所
得支援制度として、COSATU 等によって提言されてきた。正規雇用者は、一定の就業期
間中に保険料を拠出することを通じて、失業時に社会保険の適用を受けることができる。 
しかし、各種社会手当の適格者ではない失業者は、社会保険からも社会手当からも保護
されない。また社会保険の給付期間が短期間であるため、社会保険加入者といえども南ア
フリカに数多い長期失業者にとって見れば十分な社会保障とはなっておらず、まして老齢
年金手当の給付対象にもならない中高年労働階層にとって、所得支援の必要性は非常に切
実なものとなっている。さらに社会的保護を受けられない影響は失業者単体ではなく、失
業者のいる他の世帯構成者にとっても大きな問題なのである。 
こうした考えは、1996 年に出された白書に対する COSATU の提言書の中でも見られ、
社会保険制度の再構築と、数百万人の失業者を削減するために年金を補完する一般的な社
会扶助のような制度構築を検討すべきであると提言されている (COSATU 1996)。
COSATU は、1995 年に出された福祉白書の草案に対して、国家による社会保障の拡大へ
のコミットメントの弱さを指摘し、効果的な社会保障制度のための国家の役割の提示や、
財政的優先順位の再検討などをこの提言書のなかで強調した。 
BIG は、こうした包括的社会保障制度を構築する上で、その一つの政策オプションとし
て思考され、議論されてきた。実際に BIG が社会政策の検討課題に上ったのは、1998 年
に開催された大統領雇用サミット(Presidential Jobs Summit)においてであった47。大統領
雇用サミットは、NEDLAC において特別に行われた失業対策に関する討論であり、雇用
の創出や人的資源開発などに関して話し合われた。このサミットにおいて、労働セクター
の代表である COSATU は、所得保障に関して全ての人に一律に社会手当を給付する BIG
の導入を提案し、包括的社会保障制度の一部として BIG を検討することについて財界や政
府関係者など他のサミット参加者からも同意を得ることになった。 
「包括的社会保障制度に関する調査委員会 (The Committee of Inquiry into a 
                                                  
46 およそ 400 万人がインフォーマル経済で就業しており、そのうち 240 万人が女性である(Lund 2002, 
p.179)。 
47 大統領雇用サミットに関しては NEDLAC のホームページを参照、
[http://www.nedlac.org.za/reports/annual-reports/1999/presidential-job-summit.aspx]（参照 2013 年 3
月 2 日）。 
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Comprehensive System of Social Security for South Africa: Taylor Committee)」（テイラ
ー委員会）がその後、BIG を含めた議論の場として設置された。このテイラー委員会に対
しては、他の市民社会組織からもより包括的な所得支援制度の導入を求める要求が行われ、
議論されるようになった(牧野 2005, pp.179-180)。2000 年、社会開発省の特別アドバイ
ザーであるテイラー(Viviene Taylor)を議長としたテイラー委員会の目的は、貧困世帯への
包括的社会保障制度を構築するために、保険や年金、失業など社会保障に関わる全ての分
野に関して包括的な調査を行うことであった。 
 委員会発足から 2 年後の 2002 年に調査報告書が提出され、その中において①7 歳から
18 歳の児童に対して所得支援プログラムがないこと、②18 歳以上 59 歳以下の成人向けの
所得支援がないこと、③就業中の人間がいない世帯への一般的な扶助がないこと、④1300
万人以上が貧困ライン以下で暮らしているが、社会保障への十分なアクセスができていな
いこと、などについて指摘された(The Committee of Inquiry into a Comprehensive 
System of Social Security for South Africa 2002)。また一般的に社会保障として言及され
るものは、フォーマルセクターでの雇用を前提としたヨーロッパの考えに基づいているが、
南アフリカも含め途上国に見られるインフォーマルセクター雇用の大きさなどを考慮し、
所得のない者やインフォーマル労働者のニーズを最優先にした新たな社会保護制度が必要
であることなどにも触れられた。委員会はそのための解決として 2 つの大きな提言を行っ
た。第 1 に、全ての市民が社会的保護制度を通じて最低生活水準を満たすとともに、社会
及び経済生活へ参加しながら、南アフリカの継続的発展を妨げる社会的・経済的制約を減
らすことである。第 2 に、保障対象を普遍的なものへとすることを通じて、全ての市民に
民主的権利を享受させ、社会的シチズンシップを深めることであった。 
 2004 年 4 月時点において、約 350 万人が何らかの社会手当を受けており、その内約 190
万人が老齢年金手当の受給者であり、各種社会手当の中で最大の受給者数であった。一方、
児童扶養手当受給者は同時期において、およそ 80 万人で、障碍者者手当に次いで 3 番目
の規模であった。1998 年の児童扶養手当導入時において、5 年間で 300 万人に受給者を増
加させることを宣言し、多くの貧困世帯の児童を救うはずであったが、報告書が提出され
た時点においてその達成は困難であった。そうした現状において、報告書では児童扶養手
当が効果的に貧困児童に行き渡っていないことや、児童をケアするうえで手当の額がニー
ズを満たしていないこと、現状の給付範囲(0-6 歳)では貧困世帯の児童が就学できないなど
の問題が指摘された(The Committee of Inquiry into a Comprehensive System of Social 
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Security for South Africa 2002, p.58)。 
 また近年の南アフリカにおいて、児童が世帯主となるケースが増加しており、報告書に
ておいてその点に関して、さらなるケアの必要性に触れられている。こうした児童の多く
は、HIV/AIDS の蔓延による両親や近親者の夭折にともなう孤児であるが、既存の児童手
当制度では手当を申請することもできず、また 7 歳以上の児童は対象外とされてしまうの
である。そのため報告書では、こうした孤児へのケアなども含め現状の問題点を改善する
ためにも児童扶養手当を 0 歳から 18 歳まで拡大し、なおかつ CBO や NGO などに成年後
見役を認めるなどの制度改革が必要である点などが強調された(The Committee of 
Inquiry into a Comprehensive System of Social Security for South Africa 2002, p.59)。 
 この報告書のもう一つの特徴は、COSATU を始めとする市民社会組織によって求めら
れてきた BIG に関して、その実現可能性や効果に関する調査結果が記載されたことであろ
う。グローバル経済の影響に伴う構造的失業の悪化によって、多くの未熟練労働者は周辺
化されており、セーフティーネットの拡充の必要性が高まっている状況を考えれば、資力
調査なしの BIG は、貧困のレッテルを貼ることのなく、全ての市民に行き渡らせられる政
策オプションとなる。報告書においては、一つのモデルとして一人当たり月額 100 ランド
を支給することを例示しながら BIG の効果について述べているが、これは市民社会組織か
らの要求を意識した作りになっている。その効果としては、既存の社会手当の受給者のい
ない世帯に対して月額 100 ランドを支給した場合、貧困世帯の貧困ギャップ率は大幅に改
善するとともに、極度の貧困状態にある世帯数も圧倒的に減少し、およそ 630 万人が貧困
状態を抜け出すと考えられた。 
報告書では、仮に BIG が導入された場合、他の社会手当よりも貧困削減や人的資本開発
に貢献するであろうことを指摘しているが、一方で財政的な面などを考慮すると、現行の
制度体系を変更して新たな制度を作り出すことが難しい点も指摘している。そのため、既
存の社会手当の給付から排除されている人々を支援できる包括的な社会保護体制を作るた
めに、現実的に考えて 2段階に分けて制度改革を進めるべきと提言した(The Committee of 
Inquiry into a Comprehensive System of Social Security for South Africa 2002, 
pp.64-66)。 
 フェーズ 1（2002 年から 2004 年）は、最も脆弱な人々（主に 18 歳以下の児童）を念
頭に現行の社会手当を拡大することである。こうした児童は社会において最も脆弱である
だけでなく声なき者（voiceless）であり、極度の貧困状態の中に生まれた児童が貧困サイ
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クルから抜け出すためにも所得支援を拡大する必要がある。しかし児童貧困のみへの対応
では、世帯としての貧困の解決には必ずしもつながらないため、児童のいない約 100 万の
世帯を排除してしまうことになる。そのためのフェーズ 2(2005 年から 2015 年)として、
財政的負担が増える BIG の導入を長期的なプロセスの中で検討することが提示された。
BIG は、貧困の軽減や貧困世帯への開発に最も貢献できるものであるが、短期的に見れば
財政的及び行政的能力によって著しく制約されている。しかしながら、社会手当を貧困世
帯の成人にまで拡大することは、社会的・経済的に良い影響を及ぶすことが考えられるた
め、長期的に見るならば財政的にも実行可能であろうと結論付けている。 
 以上のように、包括的社会保障制度構築に関して調査したテイラー委員会報告書は、そ
の中に見られるように、市民社会組織の要求を意識した面が多く見られる。BIG に関して
言えば、テイラー委員会と BIG 連合の議論が依拠する研究が重なっていることなどから、
BIG 連合のロビー活動が成功したと盲目的に捉えるべきでないとの指摘もあるが(牧野 
2005, 180 頁)、テイラー報告書が複数の研究機関や有識者、市民社会組織との対話を通じ
て作り出されてきている点を考えると、外部からの影響が少なからず入ったものであった
と考えられる。 
テイラー委員会報告に関して、特に BIG に関して言えば、COSATU は 2002 年 4 月の
時点で、ANC との三者同盟サミット(Tripartite Alliance Summit)において BIG を重要な
戦略として提案しているが
48
、2002 年 9 月に開催された与党 ANC の政策会議(Policy 
Conference)上において議論されることはなく、同年 12 月に行われた党大会においては表
面的に議論されただけであった
49
。 
 ANC 社会改革部長であるディディザ(Thoko Didiza)は、BIG に対してその依存性の観点
から否定的であり(Business Day 14 August 2002)、ANC は新たな手当の導入よりも児童
扶養手当の拡大による貧困削減を重視する立場であった。というのも制度変革にかかるコ
ストを考えた場合、7 歳以降の児童が手当から排除されないように仕組みを変えたほうが
はるかに容易であり、コストも抑えられる。そのうえで、ANC は失業対策として公共事
業プログラムの拡大（Expanded Public Works Programme）を通じて雇用創出を図るこ
とを党大会で明らかにしている。1997 年以降に採用した新自由主義政策によって悪化した
                                                  
48 三者同盟サミットに関しては ANC[http://www.anc.org.za/show.php?id=2691]参照（参照 2013 年 3
月 2 日）。 
49 ANC の党大会における議論の中身については、ANC ホームページ参照、
[http://www.anc.org.za/show.php?id=2512]（参照 2013 年 3 月 2 日）。 
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失業問題への対応を ANC 政権が迫られたことや、2004 年に控えた国政選挙のために支持
基盤である COSATU との関係を改善する必要があったことも、こうした動きの背景とし
てあったと考えられる。特に三者同盟の関係者である COSATU や南アフリカ共産党との
間の考え方の違いは、COSATU によるストライキなどの抗議活動が計画されるなど、同
盟内に大きな緊張をもたらした(Terreblanche 2002, p.461; Visser 2009, p.234)。 
 ANC 政権は民主化直後、人種間の不平等を解消するために分配を重視した RDP を採用
した。しかしながら、外部から新自由主義政策を求める声はそのときから既にあり、実際、
世界銀行や IMF は新自由主義政策の採用と、輸出志向の経済戦略、そして財政規律を求
めていた(Visser 2009, pp.232-234)。その後 ANC 政権は、国内の資本家や企業の強い要望
に押し切られる形で GEAR への転換を図ったのである。GEAR の計画では当初 6％の成長
を見込んでいたが、1996 年から 2001 年の間の経済成長率は年 2.7%に留まった。また 100
万人以上の失業者が生まれるなど、貧困削減以上に新たな貧困者を生じさせてもいた。予
算関係でみると、財政赤字削減が政治的課題の一つでもあったため、福祉支出は 9.6%(98
年度予算)から 9.3%(2000 年度)、保健支出は 12.2%から 11.7%へそれぞれ削減せざるを得
なかった。また GEAR への転換を図る際、重要な支持基盤である COSATU に対して一切
相談することはなかったため、この点からも COSATU との関係が悪化する結果を生じさ
せた。そのため 2004 年選挙が近づくなかで、COSATU や他の ANC と関係の深い市民社
会組織から提案されてきた BIG に対して、ANC は慎重な対応を迫られたものと考えられ
る。 
 財政赤字の解消という財政的制約と支持層からの手当拡充要求との間にあって、ANC
は 2004 年選挙におけるマニフェストにおいて、「雇用創出」と「貧困削減」を掲げ、拡大
公共事業プログラムによって 100 万件の就業機会を創出することや、失業保険基金をより
効果的に多くの失業者が利用しやすいものに改善すること、包括的社会保障に向けて手当
条件を緩和して 14 歳以下の貧困児童にまで広げることなどを公約として示すことになっ
た
50
。2004 年選挙中、ANC のスタンスは RDP と GEAR との間に立ったものであり、マ
ニフェスト内には10年後の 2014年までのビジョンとして転換したはずのRDPを使って、
「真に統合され、人種や性差別がない、民主的な社会を構築する」と宣言している。これ
について、ANC 報道官は「RDP は概念として廃止した訳ではなく、公式な戦略ではない
                                                  
50 2004 年の ANC マニフェストについては、ANC ホームページを参照、
[http://www.anc.org.za/show.php?id=2512]（参照 2013 年 3 月 2 日）。 
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が GEAR の中に重要な経済政策の一部として存在している」ことを明らかにしている
(Visser 2009, p.235)。結果として、選挙前 266 議席であった議席数(総議席数 400)は、2004
年選挙において 279 議席まで増加し、また得票率も 1999 年の 66.35%から 69.69%まで上
昇するなど、GEAR による失業率の悪化などのマイナス面などを考えれば、ANC にとっ
て見れば大勝利であったと考えられる。 
以上のように、規範的及び財政的な問題に加えて、ANC の選挙戦略などの政治的要因
も絡み BIG は最終的には実現されなかった。しかし ANC 政権は、BIG に代替するものと
して、拡大公共事業プログラムの実施を決定するとともに、2004 年から開始した。さらに
児童扶養手当に関して、給付範囲及び給付額を拡大することで、より包括的な社会保障体
制の構築を目指し、児童扶養手当の範囲や額は、9 歳（2003 年）、11 歳（2004 年）、14
歳（2005）、15 歳（2008 年）までそれぞれ拡大し、将来的には 18 歳まで拡大することが
予定されている。また受給額も当初の児童一人当たり月額 100 ランドから、240 ランド
（2009 年）まで増額されている。結果として、児童扶養手当の受給者数は 2004 年におい
て 500 万人を超え、その後も増加し続けている。 
 
第 2 節：ナミビアにおける社会福祉制度の成立 
1. 南アフリカ統治下における制度形成 
 ナミビアは、1884 年から第 1 次世界大戦後の 1915 年までドイツ植民地であったが、ド
イツの敗北とともに南アフリカの委任統治領へと移行され、南西アフリカへと名称が変更
された。それ以後 1990 年の独立まで、国際法上違法な併合のもと、南アフリカの支配下
に置かれ続けてきた。南アフリカ統治時代においては、本国におけるアパルトヘイト政策
の実施と同様、南西アフリカにおいても同様の人種隔離政策が行われた。ホームランド(バ
ンツースタン)政策によってアフリカ人は国土の 1/3 ほどである北部地域に隔離され、白人
は農業生産に適した南部地域での居住が許された。農業に不向きな土地に押し込められた
アフリカ人は、換金作物どころか、自らの家族を養うほどの作物すら満足に作れない状況
に置かれたため、所得確保のために外部への出稼ぎ労働が必要であった。しかしながら、
アフリカ人が白人支配地域に移動する場合、パス制度によって規制されると同時に、身分
証明書の携帯が義務付けられており、容易に居留地から移動できたわけではなかった。 
政治、経済、社会の多くの領域において、非白人は不平等な立場へ置かれることとなり、
特に労働に関しては契約労働制度によって奴隷のように位置付けられた。契約労働制度は、
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一定期間のみアフリカ人が白人所有農場や鉱山で働くことが許された制度であり、政府主
導の資本家組合である南西アフリカ原住民労働協会(South West African Native Labour 
Association: SWANLA)によって選別及び監督された(青木 1981, 171 頁)51。この契約労働
制度によって、アフリカ人は低賃金で 12～18 ヶ月間の労働力提供を義務付けられた。賃
金及び労働時間など労働条件の一切は SWANLA によって一方的に決定され、契約が切れ
た労働者は居住地に戻され、再度契約過程を経なければ労働が許されなかった(辻村 1996, 
p.9)。当然のことであるが、契約労働者に対する国家による社会保障はなく、また契約条
件の改善交渉なども許されることはなく、社会福祉制度はまず白人のみを対象とした制度
として発達した。 
 1928 年に南アフリカにおいて白人高齢者を対象とした老齢年金法(Old Age Pensions 
Act)が成立するが、南西アフリカは適用範囲外であった。南西アフリカに年金制度が適用
されるようになったのは 1949 年であり、白人高齢者のみに対象が限定される形で本国の
制度が適用拡大された。非白人への社会年金の拡大は 1965 年に始まったが、この時の対
象者はカラードだけであり、アフリカ人は対象外とされた。当時の行政の一部でアフリカ
人への適用に賛成する動きはあったが、納税していないアフリカ人に対して南アフリカ市
民の税金から年金を給付することに、政治家から反対論が上がり、実現できなかった
(Devereu 2007, p.547)。アフリカ人に対して社会年金が給付されたのは 1973 年であり、
全てのナミビア人に対して普遍的な社会年金を含む、社会福祉制度が整備されることとな
った。 
 アフリカ人にまで社会福祉制度が整備された理由としては、大きく 2 点ある(Devereux 
2007)。一つには、アフリカ人の都市への流入を制限し、アフリカ人を都市郊外の居住区
内部に囲い込むことによって、貧困の都市への拡大を防ぐとともにアパルトヘイト政策を
強化する目的が関係した。南西アフリカにおいて、アフリカ人の多くは農村部において生
活していたが、農村部の困窮状態はひどく、多くの人が国家による所得支援を受けなけれ
ば生活できない状況であった。またアフリカ人への社会年金の給付は、白人入植者によっ
て土地を収奪されたことへの補償の一つとしても考えられた。土地を奪われた農村住民へ
の補償を通じて、農村部からの都市への人口流入を抑えると同時に、都市内部への人口集
中によって生じやすい反政府的な政治活動の活発化を減らすことも目的とされた。 
                                                  
51 アフリカ人は SWANLA に登録し、健康状態や体格、年齢などによって A~C 級に分類され、この分類
によって仕事が割り当てられた(辻村 1996)。 
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 また別の理由として、南アフリカ政府によるアパルトヘイト体制下でのナミビア人の人
心掌握の一環であった。アンゴラ内戦への南アフリカ政府による介入により、ナミビア人
を闘争に組み込み易くするため、また南アフリカ国防軍のナミビアにおける印象を改善す
ることなどを目的に、アフリカ人層への社会年金給付が利用された(Devereux 2007, 
p.548)。しかしアフリカ人への年金拡大が行われたとはいえ、地域ごとに年金カバー率は
大きく異なった。1993 年時点でのデータによれば、白人入植者が多く南アフリカ政府によ
って優先的に扱われた南部、中央部、北東部はカバー率が 6 割を超える程であったが、反
政府勢力であった南西アフリカ人民機構（South-West Africa People’s Organisation: 
SWAPO）の支持基盤であった北部地域の多くは、国家平均の約 49％を下回るのがほとん
どであった(Subbarao 1996, p.11)52。 
 こうした南アフリカ支配の変化を促してきた国内的な背景としては、1962 年に SWAPO
が結成され、ソ連や共産主義者からの支援を受けながらアパルトヘイト政策に対する武力
闘争が開始されてきたことなどか挙げられる(Sparks and Green 1992, p.29)。特に年金拡
大が検討され始めた 70 年初頭は、60 年代から活発になる反アパルトヘイトの動きがアフ
リカ人労働者層にまで拡大した時期であり、実際 1971 年から 72 年にかけて 1 万人以上の
アフリカ人労働者及び学生によるストライキが発生していた(Bauer 1998, p.18)。南アフ
リカ政府は、反アパルトヘイトの政治活動を禁止してはいなかったが、組織の弱体化を図
るために SWAPO の構成員や協力組織に対する弾圧を強めた(Sparks and Green 1992, 
p.29)。また 1960 年代からアパルトヘイト政策の強化と安定を目的に、ホームランド地域
を拡大し、各ホームランドに自治権を与えることで融和的な姿勢も見せ始めた
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。この人
種間での分割統治を速やかに実施するために、アフリカ人の民族的分割を進め、各首長に
徴税や土地の不法占拠の取り締まりなどを行わせることを決定し、アパルトヘイト支配を
補完させようとした(青木 1981, p.173)。 
 こうした南アフリカ政府による硬軟の手段の使い分けは、一方では南西アフリカ国内の
不安定化が影響し、他方では南アフリカによる南西アフリカ支配に対する国際社会からの
圧力が影響を与えた。1960 年代、アフリカ諸国が続々と独立を成し遂げ国連加盟を果たし
                                                  
52 カバー率の高かった北東部はアンゴラ介入時に南アフリカ国防軍の軍事拠点であるため、他の北部地
域に比べ政府の重要地域と捉えられ優先的に制度が整備された。 
53 この計画のもととなったのは 1962 年に本国で設立された南西アフリカ問題調査委員会(オーテンダー
ル委員会)による報告書であり、南西アフリカ住民の社会的・文化的志向の相違などから人種間の統合は
非現実的であり、各人種グループを別々に統治することを推奨していた(青木 1981, 173 頁)。 
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始めると、国連において南西アフリカの独立を求める声が強くなった(Sparks and Green 
1992, pp.36-38)。1962 年には、ナミビア問題を扱う調査委員会が設置され、調査に基づ
き南アフリカへの制裁行動の必要性が勧告された(青木 1981, p.174)。1966 年には国連総
会において、南アフリカへの軍事援助や石油輸出を禁止するなどの制裁を求める行動が見
られたが、南アフリカとの貿易などで関係の深い欧米諸国からの積極的賛同は得られなか
った。しかし 1970 年以降、徐々に国連安保理でも南西アフリカの独立を求める決議が採
択されるなど、南アフリカ統治への国際的圧力は強まった。 
 こうした国内外におけるアパルトヘイト支配への批判、抵抗活動が強まるなかで、南ア
フリカ政府は統治の仕方を変更し、融和的政策も使うことで支配の安定化を目指さざるを
得なくなったと考えられる。1970 年代の全市民への普遍的年金制度の給付は、まさにこう
した融和政策の一環であったと捉えられる。しかしその一方で、アフリカ人にも給付され
るようになったとはいえ、給付される年金額において人種間で著しい格差は存在した。
1990 年時点で白人は月額 382 ランドを受給したが、最も少ないアフリカ人に至っては白
人の 1/7 ほどの月額 55 ランドしか給付されなかった54。こうした年金額の格差が解消され
るのは、独立後制度ルールが変更されてからであった。 
 
2. 独立と老齢年金制度の普遍化 
 ナミビアは 1990 年に独立を果たすが、それに先立ち 1989 年 11 月に国連移行支援グル
ープ(United Nations Assistance Group: UNTAG)による支援によって、複数政党制による
議会選挙が実施された。SWAPO はこの選挙において 72 議席中 41 議席を獲得し、90 年
SWAPO 主導の下で新憲法草案を採択した。同時に議会においてヌジョマ(Sam Nujoma)
が初代大統領に選出され、3 月に独立を達成した。まず新政権において国家開発の指針と
なる第 1次国家開発計画(The First National Development Plan: NDP1)が作成され、1995
年から 2000 年にかけて達成すべき開発目標が設定された(Republic of Namibia National 
Planning Commission 1995)。この国家開発目標の達成に向けて各種政策が作成されたが、
人種間の公正を達成する一つとしてアファーマティブ・アクションが独立当初から導入さ
                                                  
54 非白人はアパルトヘイト行政において 9 つに分割されており、カラード、バスター(ケープ植民地時の
オランダ人とアフリカ人女性との間で生まれた子供の子孫)、ツワナ(Tswana)、ダマラ(Damara)、ヘレロ
(Herero)、ナマ(Nama)、オヴァンボ(Ovambo)、カヴァンゴ(Kavango)、カプリビ(Capribian)であった。
このうち最も年金受給額が低く抑えられたのは、オワンボ、カヴァンゴ、カプリビであった。また独立後
ランドはナミビアドルへ変更されるが、為替レートは 1 ランド＝１ナミビアドルである。 
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れた。アフリカ人を中心とする高い失業率を受けて政府は、雇用平等委員会(Employment 
Equity Commission)を設置し、特に障碍者や女性といった社会で不利な立場に置かれやす
い人々を保護することを重視した(Jauch 1998, p.53; Hancox and Mukonda 2012, 
pp.132-133)。 
 アファーマティブ・アクションの導入に関して、議会で多くのの政党から賛同を受けた
が、白人政党であった行動キリスト人国民党(Action Christian National: CAN)のみが反対
した(Jauch 1998, pp.54-55)。CAN はナミビアにおける格差の原因がアパルトヘイトのみ
に起因する訳ではないことを主張し、白人を含めた全ての人種の発展となる政策を求めた。
しかし全ての白人がアファーマティブ・アクションに反対した訳ではなく、南アフリカの
国民党と繋がりが深く、白人主導の政党の一つであった民主ターンハーレ同盟
(Democratic Turnhalle Alliance: DTA)は、公共サービスなどにおける不平等の積極的解消
を支持した。 
 政府のみならず野党も、社会的リスクに脆弱な人々への支援の重要性を積極的に唱えた
こともあり、こうした人々に対する支援制度は順調に制度改革が進められた。ナミビアの
社会手当制度は南アフリカと類似しており、児童扶養手当(Child Maintenance Grant)、
養子手当(Foster Care Grant)、特別扶養手当(Special Maintenance Grant)、保護施設手
当(the Place of Safety Allowance)から主に構成されている。1960 年に児童法が(the 
Children’s Act)適用されたが、児童関係の手当が施行されたのは 1977 年になってからで
あった(Garcia 2012, p.287)。しかし手当の適用範囲などは、南アフリカ本国同様アパルト
ヘイト政策の影響から人種間の格差があり、給付格差の完全な是正は独立後の 1997 年に
なってからであった。 
 障碍者年金やその他の社会手当に比べ、独立後の社会保障制度議論の中心となったのは
老齢年金制度であった。老齢年金制度は男女間での適格年齢が統一され、1992 年の国民年
金法(National Pensions Act)の成立に従い、新たなルールの下で運営された。アパルトヘ
イト時代、年金受給資格は男性 65 歳以上、女性 60 歳以上であったが、新ルールでは全て
の 60 歳以上のナミビア人に受給資格が与えられた(Republic of Namibia 1992)。2009/10
年度に行われた調査によれば、ナミビアの 65 歳以上の割合は、女性約 5.6%、男性約 3.8% 
であり、60 歳以上の場合全人口の約 7%を占めている (Namibia Statistics Agency 2012, 
p.23)。公的な年金制度以外に、公務員を対象とした政府機関年金基金(Government 
Institutions Pension Fund)や、民間労働者用の基金のような拠出型年金もあるが、規模と
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しては小規模である(Levine and van der Berg 2009, p.6)。そのため多くの高齢者は老齢
年金制度から給付を受けており、2009 年時点において月額 450 ナミビアドル(57 米ドル)
が一律に給付されており、2008 年時点において約 13 万人に給付されている (Garsia and 
Moore 2012, p.286)。 
 アパルトヘイト時代の受給額格差をなくすために、政府は非白人の受給レベルを白人受
給レベル(382 ナミビアドル)まで段階的に引き上げることを検討していた(Devereu 2007, 
p.551)。しかし将来的な財政負担の面からみて、全てのナミビア人高齢者に一律 382 ナミ
ビアドルを給付することが困難であることから、1994 年に 120 ナミビアドルに統一され
ることが決定した。これはアフリカ人受給者にとってみれば、2 倍前後まで受給額が増額
される一方で、白人やカラードなどにおいては年金額の大幅な引き下げであった。これに
対して白人などからの大きな抵抗が生じたため、政府はすぐに 135 ナミビアドルへ引き上
げ、1996 年には 160 ナミビアドルまで引き上げられた(Devereu 2007, pp551-552)。 
 独立以前、年金のカバー率は地域間で大きな格差が存在したが、90 年代半ばまで国家全
体として 8 割以上に改善した(Subbarao 1996, p.9)。普遍型給付として始まったナミビア
の年金制度であるが、南アフリカのように資力調査を導入する動きも財政的制約の観点か
ら 90 年代後半頃より見られた。例えば 1997 年に出された政府の貧困削減戦略において、
自動車など年金がなくとも生活可能な資産保持者への給付を制限し、貧困高齢者への給付
を中心に行うことなどが記された(Republic of Namibia National Planning Commission 
1997, p.13)。実際 1998 年には、社会サービス省(Department of Social Services)が資力調
査付きへの移行などを含めた国民年金法の改正案を作成し議会に提出したが、野党などか
らの激しい反発によって法案自体撤回せざるを得なくなった(Devereux 2007, p.553)。翌
年に議会選挙を控えるなか、野党は政府と異なり年金額の大幅な引き上げが必要であるこ
とを訴えたため、選挙時に不利になる点を予測した政権側で非難回避の戦略が取られたた
めだと考えられる。 
こうした資力調査をつけ、資産保持者を除くべきだという政府の動きは現在でも見られ
る。特に月額 500 ナミビアドルまで増額することを求める声が強くなるなか(Pelham 2007, 
p.8)、例えば労働社会福祉大臣(Ministry of Labour and Social Welfare)であるヌガチゼコ
(Immanuel Ngatjizeko)は年金額を増額する一方で、本当に必要とする人に対象を限定す
る必要性があり、省として活動していることを述べている(The Namibian, 16 April 2012)。 
 南アフリカにおいては、基本的な社会福祉制度が形成された後、さらなる貧困削減のた
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めに BIG 議論が巻き起こったが、同様の制度はナミビアにおいても求められてきた。ナミ
ビアの場合南アフリカと異なり、60 歳以上の高齢者に対しては既に普遍的年金給付が行わ
れてきたため、BIG の対象は 60 歳未満の人々に対してであった(牧野 2007, 2010; 
Kaufmann 2010)。BIG の基本的な考えは、ナミビア税制調査会 (Namibian Tax 
Commission)の 2002 年の報告書によって提案され、一人当たり月額 85 ナミビアドル(約
10 ドル)を所得に拘らず給付するというものであった(Kaufmann 2010, p.42)。そのための
予算確保として、付加価値税(Value Added Tax)かあるいは所得税を増税する必要性が指摘
された。 
 この提案以降、BIG の実現を目指す市民社会組織の BIG 連合(BIG Coalition)が結成さ
れ、制度の実施要求が強まっていった。この連合には、ナミビア教会協議会(Council of 
Churches of Namibia)や労働組合である NUNW、ナミビア NGO フォーラム(Namibia 
NGO Forum)などを含めた多様な社会組織が参加し、ナミビアの初代首相であったゲイン
ゴブ(Hage Geingob)など大物政治家も支援者として参加した(Kaufmann 2010, p.43)。し
かし VAT を基にした場合分配効果が低くなる可能性があり、また国家財政への負担に対す
る IMF からの懸念もあり、国家として BIG の導入は見送られている。 
 これに対して BIG 連合は自らの資金をもとに、ナミビアの首都近郊のオティヴェロ
(Otjivero)地区でパイロットプロジェクトを 2008 年から自主的に開始し、その効果を検証
してきた(牧野 2010, 225 頁; Kaufmann 2010, p.43)。それによれば、BIG の導入により、
児童の栄養状態の改善などの生活状況の改善だけでなく、社会における犯罪率の低下やス
モールビジネスの隆盛など社会的な波及効果が観察されるようになった(牧野 2010, 225
頁)。こうした検証結果を受けて、BIG 連合による国家規模での制度形成への働きかけが強
くなってきている。 
 南アフリカにおいて BIG の導入は財政的・道徳的な懸念から見送られる一方、児童扶養
手当の適用範囲及び給付額の増額などにおいて、実質的な社会扶助制度の拡充が見られた。
これに対してナミビアにおいては、政府内部でも BIG への賛同が一定程度あるが、導入に
対するハードルは財政的な面から高く今のところ実現するかどうかは不明である。ナミビ
アにおいてこの BIG 議論が、南アフリカで見られたように社会扶助制度のさらなる拡充に
繋がるかは未知数である。 
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第 3 節：歴史学的制度論からみた比較分析 
1. 経路依存性と制度変化の相違 
第 1 節と第 2 節で見てきたように、南アフリカとナミビア両国において、民主化後の政
権がともに人種間の公正を重要な政治課題として捉え、貧困削減や不平等の解消のために
社会扶助制度を積極的に成立させた。どちらもアパルトヘイト時代からの制度を基にして
きたものであったが、アパルトヘイト時代の制度形成も含め制度の発展の仕方や形態には
明確な相違性も見受けられる。ではその相違性はどのようなものであるか。本節ではまず
両国の制度変化に見られた形態を明らかにする。 
アパルトヘイト時代、南アフリカにおいて、多くの白人労働者は民間の職域別年金制度
による保護を受け、白人貧困層にはセーフティーネットとして非拠出型の老齢年金手当が
給付された(Case and Deaton 1998, p.1334)。その他の社会手当としては養育手当
(maintenance grant)、障碍者手当(disability grant)、養子手当などに関して、アフリカ人
の申請も可能であった。唯一家族手当(family allowance)だけは、白人とカラード、インド
系世帯に限定された。拠出型の年金制度の検討も行われたが実現せず、結果として労働雇
用と社会保障が強く結びついた南アフリカにおいて、就業者と失業者（あるいは働けない
人々）との間での社会的保護の格差が生じたのである。特に、白人の多くは就業により民
間の職域年金制度によって保護されたため、公的な老齢年金手当を受給する割合はアフリ
カ人に比べて圧倒的に少数であった。こうしたことから南アフリカにおける社会扶助制度
の不平等は、人種間、あるいは労働者と非労働者との間などが組み合わさったものであっ
た。 
アパルトヘイト時代の南アフリカの制度において、まず家族によってインフォーマルに
行われてきた福祉に関して、その負担が無視できなくなってきた際に各種社会手当が整備
され始めた。児童の養育手当の導入に始まる社会扶助制度形成のなかで、重視された点は
資力調査を導入することによって、本当に支援を必要とする人々を選別して給付し、富裕
な白人と困窮する白人との間の格差を減らすことであった。基本的に雇用を通した社会保
障を重視し、社会扶助はあくまで残余的なものであるという考え方が社会的に浸透した結
果であるが、この考え方はアパルトヘイト時代を通してだけでなく、民主化後の南アフリ
カにおける社会扶助制度の考え方の基礎となった。つまり民主化後の資力調査付きの制度
の導入は、まずはこの歴史的起源に起因すると捉えられる。 
老齢年金手当がアフリカ人に拡大した 40 年代半ば、南アフリカにおいて政治的にも経
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済的にも大きな変容の時代であった。政治的側面として、大恐慌時における政府の失策の
結果政党再編が促され、新たに連合党が政権に就き、白人支配の固定化が積極的に進めら
れた。また経済的側面として、第 2 次世界大戦を契機とする経済的好況によって、低賃金
で働けるアフリカ人労働者の需要が高まり、アフリカ人の都市部への流入が増大した。ア
フリカ人の労働市場への参入とそれに対する白人労働者との競合、アフリカ人労働者によ
るストライキなどの社会的不安定化などが発生し始めた結果として、社会秩序の回復と低
賃金アフリカ人労働者の安定的確保のための一つの政策として年金手当の適用範囲拡大が
実施された。白人と非白人との間の給付額の格差は、当然のこととして固定化されたが、
70 年代以降の反アパルトヘイトの動きが国内外で活発化すると、その対応策として徐々に
給付額の格差は減少し、マンデラ政権の成立以前に既に格差は解消された状態であった。 
一方ナミビアの場合、南アフリカ本国における年金法が導入されたのは1949年であり、
白人高齢者を対象としたものであった。アフリカ人が対象に含まれたのは 1973 年であっ
たが、南アフリカと異なりこの時点で全てのナミビア人を対象とした普遍的な年金制度が
導入された。1973 年に普遍的な年金制度が導入された背景として、いかにしてアパルトヘ
イト体制の正当性を確保し、維持するのかという体制運営の問題への直面があった。60 年
代以降のアフリカ諸国の独立という趨勢の影響として、南アフリカによるナミビア支配へ
の批判が国際的に高まり始めた一方で、国内において SWAPO を中心とした反アパルトヘ
イト活動が活発化しており、国内外への対応を迫られたのである。 
全てのナミビア人に対する普遍的年金制度の導入は、70 年代以降の「弾圧と融和」を組
み合わせることで、新たに安定した統治を目指すための一つの重要な手段であった。アフ
リカ人居住区における貧困の蔓延と、その影響によるアフリカ人の都市への流入増加は、
アフリカ人の組織化を促進し、結果として体制危機へと結び付く可能性があった。年金制
度による所得支援を実施することで、アフリカ人の貧困を救済するという体制の融和的姿
勢を表す一方で、実質的にはアフリカ人を居留地に磔にするというある種弾圧的な意味合
いも兼ねたのである。その一つの証拠として、アパルトヘイト体制にとって重要とされた
白人が多く居住する南部地域に加えて、対アンゴラの前線であった一部北部地域に対して
は、他のアフリカ人に比べて速やかに年金支給体制が整備された。加えて、人種間におい
て年金支給額に大きな格差が意図的に作られ、南アフリカ本国とは異なり独立後まで改善
を待たなければならなかった。 
このように社会扶助制度のなかで、南アフリカとナミビアにおける年金制度の発展は、
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特に反アパルトヘイト活動の活発化後大きな変更が行われてきた点において共通している。
その時点において、南アフリカでは資力調査に基づいた貧困高齢者に限定された一方、ナ
ミビアでは普遍的な給付が行われるという違いが生じたが、それは南アフリカ本国とナミ
ビアでの制度形成時の環境の違いであった。南アフリカ本国では、残余的な制度としての
圧力が強く働いたが、ナミビアにおいてはアパルトヘイト統治改革としてナミビア社会か
らの支持獲得が一番の目的であったと考えられる。 
両国において人種間で給付額に大きな違いがあったことは同じであったが、南アフリカ
では実質的に民主化前に格差は解消されており、そのため両国においては独立及び民主化
後の制度改革の中身に違いが見られる。図 3-1 は南アフリカとナミビアにおける社会扶助
制度が、民主化前後でどのように変化したのかハッカーの類型に従って示したものである。
制度運営の側において制度変化に対する障害がどの程度か（制度内変化への障害）、また実
際の制度受益者など制度環境がどの程度変化を望んでいるのか（政治環境の現状維持志向）
によって制度変化の形態が異なる(Hacker 2005)。 
このマトリックスに応じて南アフリカとナミビアにおける制度変化をまとめると、児童
や障碍者を対象とした手当をはじめ、年金制度など基本的にアパルトヘイト時代からの制
度は新体制においても維持された。特に南アフリカの老齢年金手当、ナミビアにおける老
齢年金制度とも、独立や民主化によって制度運営を行う側において大きな変更があり、制
度を新たな体制の指針に基づいたものへと変更することにコンセンサスが見られた。しか
し、アパルトヘイト時代において既にアフリカ人を制度の受益者として組み込んでいたこ
とや、老齢年金が貧困世帯において重要な所得源であったこともあり、旧制度を廃棄し新
たな制度へと置き換えることはできず、制度の運用ルールの変更に変化は留められた。ハ
ッカーの類型に当てはめれば「制度転用」であった。 
両国とも老齢年金に関して言えば制度転用であったが、しかしそのルールをどの程度変
更するかに関しては違いが見られた。南アフリカにおいては、マンデラ政権による新体制
が開始される以前において、既に人種間の格差が解消された状態であり、民主化後の制度
の原型が完成していたと考えられる。したがって民主化後の新政権が行ったことは、この
原型を利用して貧困世帯全体にとっての所得支援としての重要性を付与することであった
(牧野 2005, 2011)。いわば、高齢者自体の生活保障という意味付け以上に、貧困削減とい
う社会的・政治的目的を有するものとして、ルール変更をせずに装飾されていったのであ
る。 
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 図 3-1 南アフリカ・ナミビアにおける制度変化の類型 
  制度内変化への障害 
政治環境の現状維持志向
 
 高 低 
高 
なし 
(漂流) 
老齢年金手当(南ア) 
老齢年金制度(ナミビア)          
(転用) 
低 
児童扶養手当(南ア)              
(重層化) 
なし           
(制度廃棄/置換) 
 
一方ナミビアの場合は、独立後においても年金のカバー率や支給額に地域間及び人種・
民族間で大きな格差が残されたままであった(Subbarao 1996)。そのため支給額の変更を
含め、南アフリカよりも大きなルール変更が必要とされた。結果として白人やカラードの
年金支給額を引き下げ、1996 年に 160 ナミビアドルへ統一された。また南アフリカのよ
うに、給付を資力調査付きのものへと変更することも検討されたが、野党の反発や選挙を
見据えた政権側の判断によって普遍的な給付として維持された。もし給付に所得制限が加
えられた場合、制度の置換として捉えることもできるが、ルール変更が支給額の統一とい
う限定的な変更であったため制度転用と考えられる。 
 両国の社会扶助制度のうち、南アフリカの児童扶養手当は他の制度とは異なり、1998
年の導入から 2000 年まで養育手当と並行して運用された。いわば児童扶養手当はハッカ
ーの類型に当てはめれば重層化ということになる。旧制度となる養育手当はアフリカ人の
多くが受給できておらず、カラードやインド系世帯のための手当という意味合いが強かっ
た。そのため民主化後、養育手当は維持されたものの、その給付条件などがアフリカ人世
帯にとって厳しいものであったこともあり、新たな制度の導入が求められた。旧制度の受
給者であるカラード・インド系市民の抵抗もあり、制度を並行せざるを得なかったのであ
る。 
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2. 制度変化を促したアクター 
上記のように、南アフリカとナミビアの社会扶助制度は類似性と相違性があるが、新政
権におけるルール変更において、アパルトヘイト時代からの経路依存性が強く影響を与え
てきた。そのため南アフリカの児童扶養手当の事例を除けば、限定的なルール変更と新た
な意味付けの付与を行うことによる制度転用という形態になったと考えられる。ではこう
した制度変化へと帰結する際に、アクターはどのような働きを行ったのであろうか。 
 アパルトヘイト時代、制度形成を主導したのはアパルトヘイト政権であったことは既に
論じたが、民主化後の制度改革においても ANC や SWAPO という政権与党が大きな力を
有していた。ナミビアの 1994 年における年金額の均一化、及び 90 年代後半の資力調査導
入の動きは、財政的制約の面や貧困者支援という面から見れば正当化されるべき政策行動
であった(Devereux 2007, p.559)。しかし一方で、税金を納めることで年金制度自体を支
えてきた人々を給付対象から外す行為は、彼らからの政治的支持を失うと同時に、制度そ
のものの存続を危うくさせもする。実際に 90 年代後半、選挙に備えて野党が年金額の引
き上げをアピールしたことにより、SWAPO は選挙での得票を失う危険性に直面した。政
権側は議会に提出した草案を自主的に撤回したが、これは非難回避の戦略に他ならなかっ
た。 
 こうした選挙での勝利を目的として社会扶助制度の拡充を行うことは南アフリカでも、
アパルトヘイト時代から見られた。1930 代及び 40 年代に社会扶助制度を拡大させた連合
党(United Party)は、アフリカ人への拡大が社会的安定につながるという考えを白人層に
浸透させ、支持を獲得した(Sagner 2000)。また民主化後の最たる例としては、2004 年選
挙での勝利のために、ANC は BIG への理解を示す一方、児童扶養手当の拡大を含む社会
扶助制度の拡充をアピールした。 
一方で、事例によっては労働組合をはじめとする市民社会組織が、政府に対して強く働
き掛けることによって制度改革の軌道に影響を与えた。南アフリカとナミビアを比較した
場合、特に南アフリカにおいてその傾向が強く見られた。南アフリカの場合、老齢年金手
当は大きなルール変更はされなかったものの、児童扶養手当制度においては COSATU や
他の市民社会組織が積極的に連携して制度構築に参画した。その後も BIG 論争において見
られたように、包括的社会保障制度の整備を NEDLAC などの政府との対話において主張
した。結果として既存の社会手当額の増額など、COSATU などの訴えとは異なるが、社
会扶助制度の拡充へと繋がった。 
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こうした COSATU などの働きかけを強めた背景として、最も影響したのは 90 年代半ば
に行われた経済政策の変更であった。民主化当初、政府は再分配を重視した RDP を採用
した。しかし財政問題に加えて、国際的な経済競争に直面した経済界の強い要請により、
新自由主義的な政策である GEAR への変更がなされた。この政策変更は、ANC のパート
ナーであった COSATU の事前同意がないなかで行われた。つまり労働組合との関係性だ
けでなく、社会保障への財政負担の増加よりも経済成長や海外からの投資を求める経済界
と政権との関係性が、その後の社会扶助制度改革の軌道に間接的に影響を与えたのである。 
一方ナミビアの場合は、南アフリカに見られたような労働組合や経済界からの強い働き
かけが、その後の社会扶助制度の改革軌道に影響を与えた様子は見られなかった。近年ナ
ミビアにおいて、南アフリカ同様にBIGの導入を求めるNUNWなどの活動が見られるが、
それが今後の社会扶助制度の形をどう変更するものなのかはまだ不確定である。加えて、
南アフリカの BIG は、資力調査付きの老齢年金手当を考慮して、年齢に関係なく全ての南
アフリカ人への普遍的な最低生活保障を目指したものであるが、ナミビアの場合、既に全
ての高齢者への普遍的給付が達成されていることから、高齢者を除いたナミビア人を対象
としている。つまり南アフリカにおいては、老齢年金手当などの既存の社会手当を包括し
た改革を必要とするものであり、BIG の導入の意味合いはナミビアと異なると言えるであ
ろう。 
こうした違いが生じているのは、南アフリカにおいて老齢年金手当が貧困削減という社
会的・政治的に大きな目的と合致したものであり、その変更を求める声が社会的コンセン
サスを得にくくなっていることが関係している。南アフリカの場合、老齢年金手当におい
て資力調査付きが民主化後も維持された。一般に、選別主義的福祉政策は給付対象から富
裕層を排除し、対象を貧困層に制限することで再分配効果を高め、社会的平等の達成が重
視される(宮本 1999, 19 頁)。したがって COSATU などによる BIG の導入は、選別的福祉
政策が強い効果を果たしている老齢年金手当の変更ではなく、全ての国民への均一的給付
を通じた平等の達成を目指すものとも言えるであろう。 
ナミビアにおいて、老齢年金制度が普遍的な給付のまま維持されてきたが、前記のよう
に制度運営のうえで白人を中心とした富裕層を無視することができないという背景が強く
影響している。そのためナミビアにおいては、富裕層と貧困層との間の経済的不平等は非
常に強く残されているが、SWAPO 政権は南アフリカのように資力調査を付けることで社
会的平等の達成を目指す姿勢は見せているものの、既に受益者が固定化されその変更は困
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難となっている。したがって、南アフリカにおいて資力調査付き老齢年金手当が、ナミビ
アにおいては普遍的給付の老齢年金制度が現在も維持されているのは、積極的にその制度
を維持しようと努めてきたからと言うよりも、制度が強く社会的に根を張ってしまってい
るがために変更が困難となっていることの影響であろう。しかしそれはアクターの影響が
皆無であるということではなく、アクターの活動の成果として制度が強化されてきたこと
の表れでもある。 
南アフリカとナミビアにおいて、こうした制度の軌道に影響を与えてきたアクターには
いくつかの違いが見られる。ナミビアにおいては南アフリカほど多様なアクターが制度変
化に関わっているわけではなく、SWAPO が比較的に他のアクターよりも自律した政策を
策定し実施できている。それに対して南アフリカの場合、ANC による政策の実施は、経
済界や COSATU などとの関係性によってある程度規定される。第 4 章、第 5 章ではこう
した違いが生じてきた背景と、それぞれのアクターがなぜ上記のような政策的志向を持つ
に至ったのか分析する。
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第 4 章：一党優位政党システムと社会福祉制度の 
形成に関する比較分析 
 
はじめに 
第 3 章では、南アフリカとナミビア両国における制度変化の形態に関して明らかにした。
この第 4 章では、こうした変化を促したアクターの選好と行動のうち、ANC と SWAPO
両政党の選好に焦点を当てて分析する。両国とも ANC 及び SWAPO による一党優位政党
システムとなっているが、本章ではまずこの両国を含め、民主化後のアフリカ諸国の政党
システムが一党優位政党システムであることに注目する。アフリカ地域において広がった
一党優位システムの特徴を明らかにした後、南アフリカとナミビア両国において両政党が
外部環境の変化に対してどのような選好を持って政策を形成し、選挙競争を戦ってきたの
か、そして社会福祉制度を両党がどう位置付けたのか明らかにする。 
 
第 1 節：アフリカにおける民主化と一党優位政党システム 
1. アフリカにおける民主化 
1970 年代からポルトガルに始まる民主化の第 3 の波がアフリカ地域に到達したのは、
1980 年代の末から 1990 年代初頭であった。多くのアフリカ諸国が、複数政党制による選
挙を通じて、権威主義的体制から民主的体制へと移行した。そのときから既に 20 年以上
が経過したが、民主化移行後のアフリカ諸国において、自由民主主義として認められる国
家はボツワナや南アフリカなどで数としてはまだ少ない (Bratton, Mattes and 
Gyimah-Boadi, 2005, p.17)。 
またフリーダムハウスによれば、2005 年時点でサハラ以南アフリカ地域において「自由
である」と考えられた国家は 48 ヵ国のうち 11 ヵ国(23％)であり、「部分的に自由である」
国家は 21 ヵ国（44％）、「自由でない国家」は 16 ヵ国（33％）であり、7 割以上の国家は、
政治的権利や市民の自由に関して何らかの問題があると考えられた
55
。しかし 2013 年現在、
「自由である」と分類されている国家は、南アフリカとナミビアを含め 11 ヵ国のままで
                                                  
55 フリーダムハウスのスコアは市民的自由(1.0~7.0)と政治的権利(1.0~7.0)という 2 つの自由度の平均値
によって 3 段階に評価される。スコア等、フリーダムハウスホームページ
[http://www.freedomhouse.org/regions/sub-saharan-africa]を参照(参照 2013 年 9 月 2 日)。 
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あり、自由民主主義の定着は停滞している。このようにサハラ以南アフリカ地域において
は、多くの新興民主主義国家はまだ民主化移行の段階であり、民主化過程で国家崩壊に至
った国家もあれば、民主主義が定着せず権威主義に後退した国家もある。そのため民主主
義がこの先も継続するかどうかまだ不透明な状況である。 
このような現実において、近年比較政治学において研究対象となってきたものは、自由
民主主義体制でもなく、またかつてのような軍事政権や一党支配、個人独裁といった権威
主義とも異なる、あいまいな政治体制の爆発的増加である。これらの体制は、自由民主主
義のレトリックと幾つかの民主的制度を有する一方、市民的・政治的自由をある程度制限
した政治体制である。こうした世界的趨勢に対して多くの研究者が、このような権威主義
的要素と民主主義的要素を兼ね備えた政治体制をどのように評価すべきか検討を重ねてき
た。 
民主化後に出現したあいまいな政治体制に対して、当初は「形容詞」つきの民主主義概
念による分析がなされたが、これらの概念は体制の特徴というよりも研究者の選好やイマ
ジネーションによる影響が大きく、民主化が継続するかどうか不確実な政治体制への適用
において概念的妥当性が疑われた(Collier and Levitsky, 1997)。そのため、近年では L．
ダイヤモンドによる「混合体制（hybrid regime）」や、S．レヴィツキーと L．ウェイに
よる「競争的権威主義（competitive authoritarianism）」、A．シェドラーによる「選挙権
威主義（ electoral authoritarianism）」、M．オッタウェイによる「準権威主義
（semi-authoritarianism）」などのように純粋な権威主義に比べて自由化された権威主義
体制として捉える見方が増えている(Diamond 2002; Levitsky and Way 2002; Ottaway 
2003; Shedler 2006)。 
 
2. 一党優位システムとアフリカ 
民主化とアフリカとの関係において、もう一つの重要な特徴は民主化によって出現した
政党システムに関するものである。政党システムに関する研究は既に数多く行われており、
政治学においては主たる研究対象とされてきた。これまでの政党システム理論を振り返っ
た場合、その出発点と考えられるのは M.デュベルジェ(Maurice Duverger)による議論で
あろう(デュベルジェ 1970)。 
 デュベルジェは、政党の数をもとに政党システムを一党制、二党制、多党制に分類する
とともに、政党に関わる問題を幅広く扱っている。その中でも、政党システムと選挙制度
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に関する議論では、いわゆる「デュベルジェの法則」として知られる関係性を指摘し、そ
の後の選挙制度をめぐる議論に多大な影響を与えている
56
。デュベルジェの功績は、政党
数による分類を通じて各国の政党システムを比較した点にあるが、政党の数を基にした分
析はその後不十分な分類として批判される。 
 デュベルジェによる議論の不十分さを指摘し、それに対抗する類型化を行った研究者の
なかでも、G.サルトーリ(Giovanni Sartori)による議論は、現在でも大きな影響を与えてい
る(サルトーリ 1980)。サルトーリは、政党数の重要性については賛成しているが、政党数
だけでは政党システムの本質を理解できない点を指摘し、より精密な政党システムの類型
化を行った。サルトーリは類型化を行ううえでまず、有意政党を分析対象とすることを提
案する。有意政党とは、連合を形成して政権を担当する可能性（連合形成の可能性）をも
つか、あるいは野党として与党に対して威嚇・脅迫できる力（威嚇・脅迫可能性）をもつ
政党を指す(サルトーリ 1980, pp.211-216)。 
サルトーリは有意政党を分析対象にしたうえで、政党数に加えて、政党間のイデオロギ
ー距離を基準に類型化を行った。この 2 つの基準により、一党制、二党制、多党制という
デュベルジェの分類を、一党制、ヘゲモニー政党制、一党優位政党制、二党制、穏健な多
党制、分極的多党制、原子化政党制の 7 つにより細分化した。特に、デュベルジェの分類
では曖昧であった「一党制」と「多党制」を細かく分解することで、一党制と多党制の内
部に複数の異なるシステムがあることを明らかにした。サルトーリはより精密な分類によ
り、競合的な政党システムと非競合的なシステムの内部構造にまでその分析を拡大した点
において、その後の研究に多大なる貢献をしたと指摘できる。 
サハラ以南アフリカ地域において、民主化が活発に起こるのは 1990 年代以降であり、
1989 年時点において複数政党制であった国家はボツワナ、モーリシャス、セネガル、ガン
ビアの 4 ヵ国に過ぎない。90 年以降になると冷戦の崩壊、外部ドナーや国民からの民主化
要求などの影響により、複数政党制による選挙を行う国家が爆発的に増えた。1989 年のナ
ミビアで出発選挙(founding election)が行われてから 1994 年までの間で、29 ヵ国で 54 の
選挙が行われ、平均投票率が 64.1%という高い数値を示し、且つ 11 ヵ国において政権交
                                                  
56 デュベルジェの法則とは、一般的に「小選挙区は二大政党制を促進する」と「比例代表制は多党制を
生じさせやすい」という命題をさす。正確に言えば、①比例代表制は、多党制的で、強固で、自立的でか
つ安定した政党制を促進する、②二回投票による多数決制は、多党制的で、柔軟性があり、非自立的でか
つ安定した政党制を促進する、③単純多数一回投票制は、主要な政党間の権力の交替をもった二党制を助
長する、という命題である(デュベルジェ 1970: 227-228)。 
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代が起きた(Bratton and van de Walle 1997, p.6)。その後 1997 年までの間では、ナイジ
ェリアやソマリア、スワジランド、コンゴ民主共和国(旧ザイール)を除いた地域でも出発
選挙が行われ、平均投票率が 66.8％で 89 年から 94 年までの数値よりも高い一方で、自由
で公平な選挙であると認められる選挙はなかった(Bratton 1998, p.55)。 
 
表 4-１:サハラ以南アフリカ地域における出発選挙（1989-1997） 
 年 国数 選挙数 
反対  
政党 
ボイコ
ット 
自由で
公平 
政権 
交代 
敗者に  
よる 
結果の  
受入 
投票率 
勝者の 
得票率 
勝者の議席 
占有率 
89-94 29 54 
6  
(11.1%) 
30 
(55.5%) 
11 
(37.9%) 
32 
(59.2%) 
63.3% 61.4% 62.7% 
            
95-97 11 15 
11  
(73.3%) 
0 
1 
(6.6%) 
0 
66.8% 69.1% 72.0% 
            
計 40 69 
17  
(24.6%) 
30 
(43.5%) 
12 
(30.0%) 
32 
(46.3%) 
64.1% 63.4% 65.3% 
            
(出所)Bratton [1998], p.54. 
 
表 4-1 は、89 年から 97 年までの間に行われた出発選挙に関するデータであるが、89-94
年期間と 95-97 年期間を比較した場合、両期間とも高い投票率を示している点では類似し
ている。しかしながら 95-97 年期間の特徴として、選挙が自由で公平なものと認められな
いものが多いだけでなく、反対政党による選挙のボイコットも多い。また勝利した政党の
獲得議席数が 7 割を超える一方で、政権交代が少ない点なども考慮すると、選挙自体が民
主化以前に政権を握っていた側にコントロールされていたと考えることができるであろう。
実際、95-97 年期間中に出発選挙を行った国家は、民主化以前の政治体制指導者が軍事ク
ーデターなど武力によって権力を握った国家であり、そうした指導者にとって選挙とは自
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らの支配の正当性を高めるための道具に過ぎなかった(Bratton 1998, pp.55-56)。とは言え、
これまで法的に認められていなかった反対政党(opposition party)の選挙参加が認められ、
政治的開放が進んだことに加え、アフリカの指導者たちが選挙を通じて政権を獲得するこ
とを容認するようになったのは確かである。 
アフリカにおいて民主化後に出現した政党システムの多くが、一党による優位政党シス
テム(dominant party system)であることはこれまで多くの研究者が指摘するところであ
る(Sandbrook 1996; Bratton 1998; Bogaards 2000; Randall and Svåsand 2002b; van de 
Walle 2003; Manning 2005; Mozaffar and Scarrit 2005; Kuenzi and Lambright 2005)。
アフリカに出現した一党優位政党システムとは、サルトーリによる類型の「一党優位政党
制」と類似しているが、若干の違いがある(Doorenspleet 2003, p.175)。サルトーリによれ
ば、一党優位政党制とは「その主要政党が一貫して投票者の多数派（絶対多数議席数）に
支持されている政党制であり、主要政党以外の政党は一党優位政党に対する合法的かつ正
当な競合者として存在しているが、政権交代が事実上発生しないシステム」である(サルト
ーリ 1980, 328 頁)。一方、民主化後アフリカにおいて出現した一党優位政党システムは、
一党優位政党制のように政党間の競合は認められているが、議会で長期間多数派を占める
一党の周りに、規模が小さく脆弱な野党が存在するシステムである。一党優位システムは
民主主義の枠の中にあるが、野党の力が非常に弱く、野党がその役割を果たせていないこ
とが大きな特徴である。 
表 4-2：選挙における数値（1989-2000） 
  出発選挙 第 2 の選挙 第 3 の選挙 
選挙数（1989-2000） 41 35 10 
競合する政党数 13.1 11.5 28.3 
議席を獲得した政党数 6.3 6.5 7.7 
有意政党数 2.9 2.2 2.5 
与党の議席占有率 63.1% 69.6% 64.3% 
与党の得票率 55.7% 60.2% 49.8% 
(出所) van de Walle [2003], p.301. 
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表 4-2 は、1989 年から 2000 年の間における、出発選挙とその後の 2 度目・3 度目の選
挙に関するデータである。この期間の選挙では、議会で議席を獲得している政党の数が多
い一方で、有意政党はほぼ 2 党であり、与党の議席占有率が高い。選挙において競合する
政党数が多く、かつ政治参加が幅広く認められているが、野党である政党がそれぞれ獲得
する議席数は非常に少なく、野党の分裂度が非常に高いと言えよう。M.ボガーズ(Matthijs 
Bogaards)によれば、アフリカにおいて有意政党数が 3.2 以下である場合優位政党システ
ムである(Bogaards 2000, p.165)。例えば有意政党数が 2 であっても、それが 2 党制を意
味することは少なく、例えばマリでは有意政党数が 2.2 であるが、優位政党が 113 議席中
73 議席を占め、第 2 位政党は 9 議席を獲得したに過ぎない。ギニアでは、有意政党数は
2.33 であるが、与党が 114 議席のうち 71 議席（1995 年議会選挙）を占めており、また南
アフリカでは、1999 年の選挙において与党が 3 分の 2 以上の議席を占めたが、有意政党
数は 2.15 であり、数値上は同じくらいの力を持った政党が 2 つ存在することになる。 
表 4-3 は、主要な一党優位システムの国家における与野党の議席占有率を示したもので
ある。N.ファン・デ・バル(Nicolas van de Walle)によれば、1989 年から 2000 年期間中
に行われた 85 の議会選挙のうち 37 の選挙において、議会で第 2 党となった政党の議席占
有率は 15％以下である(van de Walle 2003, p.303)。 
C.マニング(Carrie Manning)は、アフリカにおいて出現した政党システムの特徴を次の
ようにまとめている。まず、民主化移行前の支配者や出発選挙において勝利した政党が、
その後の選挙において自らの支配力を強めるようになる一方で、組織的広がりに欠け、規
模としては小さく脆弱な政党が増加している。また、各政党は外部援助や構造調整政策な
どの影響を受けるため、各政党間で経済政策等に関しての大きな違いは生まれない。そし
て、概してアフリカの政党は市民社会とのつながりが弱い(Manning 2005, p.717)。マニン
グによる分析から推測できることは、政党と社会間の関係はそれほど強くないなかで、競
合する政党間(与野党間)において政策の相違がそれほどないことにより、有権者は政権を
担当する政党に投票することで自らの票を死票にしないように行動している可能性か高い
ということである。 
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表 4-3：主要な一党優位政党システム国家の与野党議席占有率 
国名 優位政党の議席占有率 主要な野党の議席占有率 
ボツワナ BDP: 67.5%(1994) BNF: 32.5%(1994) 
       82.5%(1999)      15.0%(1999) 
マリ ADM: 65.5%(1992) PRN: 7.8%(1992) 
       87.1%(1997)      5.4%(1997) 
モーリシャス MMM: 90.9%(1995) MLP: 3.0%(1995) 
        83.3(2000)      12.1%(2000) 
南アフリカ ANC: 63.0%(1994) DP: 9.5%(1999) 
       66.5%(1999) INP: 8.5%(1999) 
    NP: 7.0%(1999) 
ナミビア SWAPO: 73.6%(1994) COD: 9.0%(1999) 
  70.5 %(1999) DTA: 9.0%(1999) 
(出所)Doorenspleet [2003], p.177. 
 
 ではなぜこのような一党優位政党システムが生まれるのであろうか。R.ドーレンスプリ
ート(Renske Doorenspleet)によれば、4 つの要因が考えられる(Doorenspleet 2003, pp. 
181-183)。第 1 の要因は歴史的背景に関係している。アフリカにおける優位政党の起源が
独立運動などの運動組織にあり、優位政党は市民からの幅広い支持があるとともに、市民
を動員しやすい環境にあることである。第 2 の要因は、反対政党に比べて多くの社会集団
と密接な関係を構築していることである。優位政党の基盤となったナショナリスト運動を
構成する社会集団には、労働組合や学生組織、宗教組織が含まれていることが多い。また
優位政党は反対政党よりもマスメディアとの関係が強いことにより、ニュースなど社会的
露出が反対政党よりも圧倒的に多くなる。 
第 3 の要因は、外部援助や政党資金に関するものである。選挙時において政党がどの程
度資金を持っているかは、選挙運動に関係するスタッフの数や、ラジオやテレビにおける
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選挙広告費などに関係するため、選挙に勝利するうえで重要な要素となる。選挙資金の規
正や政党助成金の有無などは国によって異なり、ナミビアや南アフリカにおいては助成金
がある一方、ボツワナやマリでは助成金はない。助成金がある場合、議会において政党が
獲得している議席数に応じて分配される。そのため新しく結成された政党や、議席を持た
ない政党は助成金が得られず、また野党も与党に比べると圧倒的に議席数が少ないため、
優位政党の助成金額と大きな差がある。また、優位政党は外部ドナーとの関係も強く、そ
うしたドナーからの援助もあるため、資金的に野党よりも有利な位置に立っている。つま
り、長期的な支配により優位政党は国家資源により多くより強くアクセス可能である。そ
して、確保した資源を活用して選挙に勝利することで、さらに長期的支配を行うことがで
きるという「支配サイクル」を構築しているのである。優位政党システムの第 4 の要因は、
反対政党の分裂と弱体化である。多くの国家において野党の分裂度が強く、野党が同盟を
組んで与党に対抗するということができないことで、さらに優位政党に有利に状況が作り
出されているのである。 
 
3. 反対政党の脆弱性 
 アフリカにおいて一党優位政党システムが多い要因として優位政党に有利な状況が作り
出されていることが関係しているが、その中でも反対政党の脆弱さというのはどの国家に
も共通していることである。反対政党の機能としては、与党に代わって政権を担当する能
力を有していることや、政策的異議を唱えるとともに、政権に対して公的場所において批
判することなどが挙げられる。そのため、反対政党がその役割を果たすかどうかは民主主
義にとって重要な要素であるため、反対政党が脆弱であることは民主主義の存亡に関わる
ことである。 
 アフリカにおいては概して政党が弱いと指摘してきたが、その要因としては経済的要因
などの文脈的なもの、政治エリートのなどのミクロレベル要因、そして国家構造や制度な
どの制度的要因が挙げられてきた。 
 経済的要因としては、経済発展の影響により都市化や教育レベルの上昇、生活状況の改
善が起こることが政党の発展に関係する。例えば個々人の収入の上昇は、新聞購入者の増
加や政党への寄付金の増加をもたらすなど、有権者の政治意識を上昇させる(Randall and 
Svåsand 2002b, p.39)。しかし多くのアフリカ諸国は低開発や経済危機に苦しむと同時に、
経済・社会発展の中心的役割を国家が担ったため、社会の中に国家に対抗できる力が育た
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なかった。つまりアフリカにおいては、政党間競合に欠かすことのできない活発な市民社
会が存在しないか、あるいはその力が非常に弱いものであったと言えよう
57
。 
 アフリカにおける政党は、市民社会の中から出現したと言うよりも、選挙という新しい
ゲームを行ううえでエリートに必要とされて生み出されたと考えられる。西欧において政
党は、産業革命の副産物として、また社会的・政治的動員を主導する役割を担うために社
会の中から生み出されてきた(Manning 2005, p.718)。そのため政治組織は社会的利益を集
約し、政治に反映させるための装置であった。 
一方、アフリカにおいて政党は、社会的変化の結果というよりも、政治的変化の過程か
ら生み出され、西欧とは異なり、特定の組織的社会集団との結びつきは薄いものであった。
またアフリカにおける政党や政治家は、特定の社会集団との結びつきが弱い代わりに、社
会全体にパトロン―クライアントネットワークを構築することで自らの生存を図ってきた。
クライアンテリズム自体はアフリカ特有のものではなく、イタリアや日本などの先進民主
主義国家においても見られるため、その存在自体はアフリカにおいて政党が弱い原因とは
ならない。しかしアフリカ社会における資源不足の問題や、政権を握った側が国家資源を
分配する権利を独占できることなどが絡み合うことで、社会が国家に依存する構造となっ
ており、国家から自律した活発な市民社会が生まれない一つの要因と考えられる(Randall 
and Svåsand 2002b, p.44)。 
 新興民主主義国家において、どのような政治制度を採用するかは、新しい体制の生存や
政党の性質を決める上で重要な要素となる。例えば、選挙制度に関してデュベルジェの法
則に従えば、比例代表制を採用するか、あるいは単純多数制を採用するかによって、多党
制になるか二党制になるかその国家の政党システムに影響を与える。しかしながらアフリ
カにおいて、選挙制度の影響はデュベルジェが考えるほど単純ではない。ファン・デ・バ
ルによる 1985 年から 2000 年の期間中に行われた議会選挙分析をみると、比例代表制を採
用した国家において議会で議席を獲得した政党数は 8.55 である一方、絶対多数制を採用し
た国家では 4.97 であった(van de Walle 2003, p.303)。しかし、比例代表制による議会第
一党の議席占有率が 60.2％である一方、絶対多数制による議会第一党の議席占有率は
69.6%であり、どちらも優位政党が存在するのに十分な数値を示している。 
                                                  
57 遠藤によれば、アフリカの市民社会論研究に関して、国家―社会軸（国家から自律的で社会的規範を
重視するか否か）と民主化との関係軸（市民社会と民主化との関連を重視するか否か）という 2 つの軸に
よって区分した場合、４つの立場に分けられ、市民社会の認識については論者によって異なる(遠藤 2000, 
13-29 頁)。 
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むしろ政党の弱さに影響を与える要因としては、強い大統領制が関係していると考えら
れる。特に、クライアンテリズムと強い大統領の特徴とが組み合わさった場合、反対政党
が社会に強い基盤を持つことができない可能性が高く、また政党が個々人の私物と化す可
能性が高い(van de Walle 2003,pp.306-313)。政党の私物化に関してはメインウォリングも
その問題を指摘している(Mainwaring 1998, pp.78-79)。特定の個人が支配する政党におい
ては、政党組織内部に指導者を選択する民主的な手続きが整備されておらず、また投票が
政党ラベルではなく個人ラベルによって行われるため、政党と社会との関係が見せかけだ
けの薄いものになってしまうのである。以上のように、民主化後のアフリカにおいて、一
党優位政党システムが生まれがちであることや、政党、特に反対政党の制度化が弱い背景
には、アフリカが抱える問題が絡み合っている。 
 
第 2 節：南アフリカとナミビアにおける一党優位政党システム 
1. 南アフリカにおける ANC 支配体制の構築 
民主化による一党優位政党システムの出現は、アフリカ諸国に数多くの事例を確認する
ことができるが、南アフリカとナミビアはその典型例でもある。両国ともフリーダムハウ
スの数値を基にすれば、自由民主主義が根付いた国家として知られているが、両国とも
ANC 及び SWAPO が議会において圧倒的な議席数を確保し、安定した政治を行う国家で
ある。両政党ともその力の源泉が、反アパルトヘイト運動の中心組織であったことにある
が、これは第 1 節で述べたようにドーレンスプリートの指摘によるものとも重なる。 
 ANC は、1912 年に差別撤廃のための非暴力的活動組織である南アフリカ原住民民族会
議(South African Native National Congress : SANNC)として発足し、1923 年に ANC へ
と改称した
58
。1949 年にネルソン・マンデラなどを指導者として選出したが、この頃から
それまでの陳情などによる穏健な手段ではなく、より直接的な方法による活動を開始し始
め、1955 年には基本的人権の保障などを柱とする自由憲章を採択した。しかし 1960 年代
に入り、アパルトヘイト政権による弾圧が強まると、ANC は非合法化され、マンデラを
含む多くの幹部は検挙・投獄され、以後 1990 年に合法化されるまで亡命活動を強いられ
た
59
。1990 年 2 月、マンデラ釈放と ANC の合法化が発表されて以降、国民党(National 
                                                  
58 SANNC 発足の主要なメンバーは、ミッション教育を受けた教師や聖職者などのアフリカ人であり、
中産階級による市民権獲得運動であった(トンプソン 1995, 278-279 頁)。 
59 弾圧活動の最中、1960 年 3 月 21 日にヨハネスブルグ近郊にあるシャープビルにおいて、パス法に抗
議するアフリカ人活動家たちに対して警察官による発砲事件発生している。非暴力的な活動への発砲によ
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Party: NP)政権と ANC による民主化交渉が開始され、1991 年に原住民土地法などのアパ
ルトヘイト法が撤廃されることとなり民主化の道筋が示された。1993 年には民主化後の暫
定憲法が臨時国会において採択され、翌 1994 年 4 月全人種による制憲議会選挙が史上初
めて実施されるに至った。 
 ポスト・アパルトヘイト期の南アフリカの政治は、国(national)、州(provincial)、地方
(municipal)の 3 層から構成される。南アフリカの選挙制度は、国民議会選挙及び州選挙に
おいて拘束名簿式比例代表制
60
を採用しており、国レベルと州レベルのリストを独立選挙
委員会(Independent Electoral Commission: IEC)に提出する必要がある。南アフリカは、
州議会によって選ばれた各州 10 名（計 90 名）からなる全国州評議会(National Council of 
Provinces)61と、選挙によって選出された 400 名からなる国民議会(National Assembly)の
二院制を敷いている。5 年ごとに行われる国民議会選挙では、400 議席のうち 200 議席が
国レベルの名簿リストに、200 議席が州レベルの名簿リストに割り振られている62。大統
領は国民議会選挙後に、国民議会議員の中から議員投票によって選出される制度となって
いる。 
 1994 年の出発選挙では ANC や NP をはじめ 27 政党によって争われ、その結果、ANC
が得票率 62.65%、400 議席中 252 議席(議席の 63%)を獲得して第 1 党となり、次いで NP
が 82 議席(議席の 20.5%)を獲得した63。ANC は議会において 3 分の 2 は獲得できなかっ
たが、アフリカ人の 81%、カラードの 4%、インド系の 25%、白人の 2%から支持を得た(藤
                                                                                                                                                 
って、67 名が死亡し、これを契機にアフリカ人による武装闘争がより活発化していった。1976 年 6 月
16 日にはヨハネスブルグ郊外のアフリカ人居住区であったソウェト地区で、教育におけるアフリカーン
ス語の導入に反対する抗議行動が発生する。この抗議行動において 13 歳の少年が警官に殺害されると、
暴動は南アフリカ全域に拡大した。 
60 あらかじめ順位をつけた候補者名簿を公表し、有権者は個人ではなく政党に投票を行う。政党の得票
数に応じて議席が配分され、候補者名簿に従って当選者が決定される比例代表制の一つである(レイプハ
ルト 2005, 114-118 頁; Lodge 2001, pp.19-20)。 
61 各州議会における間接選挙によって選出された常任議員 54 名（各州 6 名）と州政府の閣僚が兼任する
特別議員 36 名(各州 4 名)の計 90 名である。州全国評議会の機能としては、州や州の権力に関する制度導
入の際に承認を行うことになっている(遠藤 2010, 36 頁)。南アフリカの州は、リンポポ州、ムプマラン
ガ州、ハウテン州、北西部州、自由州、クワズール・ナタール州、北ケープ州、西ケープ州、東ケープ州
の 9 州から構成される。 
62 投票者は 2 枚の投票用紙を用いて、1 枚は州議会選挙に対して、もう 1 枚を国民議会選挙に対して投票
を行う。国民議会選挙の場合、1 枚によって国レベル及び州レベルリストそれぞれにカウントされる。議
席配分方法は、各党の得票率によって配分されるが、計算にはドループ式(Droop Quota System)が用い
られている(遠藤 2010, 33 頁; Lodge 2001, p.19)。 
63 この選挙結果を受けマンデラが大統領に任命され、第一副大統領に ANC 副議長であったムベキ、第
二副大統領に NP 党首であったデクラークがマンデラによって指名された。NP は選挙によって副大統領
ポストを獲得できる 20%以上の得票を獲得した。また第 3 党となった IFP から党首であるブテレジが内
務大臣として入閣し、主要政党による連立政権となった。三者同盟である SACP と COSATU からは、
SACP 議長であるスロボと COSATU 書記長であるナイドーが入閣した。 
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本 1996, 23 頁)。一方 NP はアフリカ人の 4%、カラードの 66%、インド系の 50%、白人
の 66%から支持を獲得した。NP に対して、カラード及びインド系からの支持が高かった
理由としては、1980 年代に NP 政権によってこうした人々の取り込みが図られてきたこと
などが指摘されている(藤本 1996, 23 頁)。 
 
表 4-4：南アフリカ議会選挙結果（1994－2009） 
政党
64 
1994（400） 1999（400） 2004（400） 2009（400） 
議席数 得票率(%) 議席数 得票率(%) 議席数 得票率(%) 議席数 
得票率
(%) 
ANC 252 62.65 266 66.35 279 69.68 264 65.9 
NP/NNP 82 20.39 28 6.87 7 1.65 ― ― 
IFP 43 10.54 34 8.58 28 6.97 18 4.55 
VF/FF 9 2.17 3 0.8 4 0.89 4 0.83 
DP/DA 7 1.73 38 9.56 50 12.37 67 16.66 
PAC 5 1.25 3 0.71 3 0.73 1 0.27 
UDM - - 14 3.42 9 2.28 4 0.85 
COPE - - - - - - 30 7.42 
ID - - - - 7 1.73 4 0.92 
FA - - 2 0.54 - - - - 
MF 0 0.07 1 0.3 2 0.35 1 0.25 
AEB - - 1 0.29 - - - - 
AZAPO - - 1 0.17 - - - - 
UCDP - - 3 0.79 3 0.75 2 0.37 
ACDP 2 0.45 6 1.43 6 1.6 3 0.81 
(出所) Independent Electoral Commission, South Africa より筆者作成 
   [http://www.elections.org.za/content/](参照 2013 年 9 月 10 日) 
                                                  
64 NP/NNP(National Party/New National Party)、IFP(Inkatha Freedom Party)、
VF/FF(Vyheidsfront/Freedom Front)、DP/DA(Democratic Party/Democratic Alliance)、PAC(Pan 
Africanist Party)、UDM(United Democratic Movement)、COPE(Congress of People)、ID(Independent 
Democrats)、FA(Federal Alliance)、MF(Minority Front)、AEB(Afrikaner Eenheids Beweging)、
AZAPO(Azania People’s Organization)、UCDP(United Christian Democratic Party)、ACDP(African 
Christian Democratic Party) 
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表 4-4 で示したように、これまで国民議会選挙は 4 度（1994 年、1999 年、2004 年、2009
年）実施されてきたが、どの選挙においても ANC が議席の 6 割以上を獲得し、2004 年に
は議席で 69.75%を占めた。一方、第 2 党が議会で締める割合は、1994 年の NP の 20.39%
が最高であり、1999 年民主党(Democratic Party)が 9.5%、2004 年民主同盟党(Democratic 
Alliance)が 12.5%、2009 年 DA が 16.75%に過ぎない65。 
 ANC は、アフリカ人からの圧倒的な支持を受けてきたが、民主化後、より広範な支持
を獲得するために行動してきた。ANC 議員のうち 1/3 は女性であることに加えて、徐々に
人種的な偏りにも配慮してきている。例えば、ANC は基本的に党員に占める白人やイン
ド系の割合が低いが、近年徐々にカラードの党員数が増加している (Maphai and 
Gottshalk 2003, p.61)。ただし ANC の党員数は常に一定しているわけではなく、選挙の
年の党員数とそれ以外の時の党員数では大きく数字が変動することが当たり前となってい
る。例えば、1994 年から 1999 年の間で言えば、94 年選挙前後において党員数は 50 万人
以上から 30 万人ほどまで減少したが、99 年の選挙前約 42 万人まで党員数が増加した
(Lodge 2004, p.191)。 
こうした党員数の変動があるなかで、ANC の支持層の多くは農村部の貧困層であり、
都市部での支持はそれほど強くはない(Lodge 2004, p.192)。例えば、各政党に対する所得
階層の支持を見た場合、ANC の支持層は月額所得 1500 ランド以下の割合が全支持層の
84%を占めている(Naidu 2006, p.48)。富裕層(月額所得 1501 ランド以上)の支持が比較的
高い DA や NNP と支持層が異なっている。そのため ANC は、南アフリカの大多数であ
る貧困層を取り込むために、政策形成において貧困対策に力を入れてきた面がある。 
 また、ANC の支持基盤の確保において、労働組合などの組織との密接な繋がりも重要
である。ANC は 1980 年代、反アパルトヘイト運動組織として主導的な役割にあった
COSATU や南アフリカ共産党(South African Communist Party: SACP)と三者同盟
(Tripartite Alliance)を結び、組織的な支持を固めてきた。この三者間の関係は現在も継続
している協力関係であるが、ANC と ANC 支持層との間の関係性は選挙時とそれ以外の時
期(選挙と選挙の間)では異なる力学となっている(Booysen 2011, p.212)。選挙と選挙との
間にある時期では、COSATU や SACP を始めとする支持者たちは、ANC 及び ANC 政権
                                                  
65 DA は 2000 年 12 月の地方選挙時に DP と NNP(1997 年 NP から変更)が統合されることで誕生した。
しかしその後、価値観やイデオロギーの違いなどを原因として DP と NNP 間で対立が深まったことで、
NNP が DA を脱退することになった。そのなかで多くの NNP 党員が DA に残留したため、結果として
DP による NNP の事実上の吸収合併とされている(遠藤 2010, 42-43 頁)。 
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に対して抗議活動や批判を行うことで反対勢力の役割を担っている。しかし、いざ選挙の
時になると、彼らは一体となって ANC を支持し、他の野党と選挙競争を行っている。 
 例えば 90 年代半ば以降、ANC 政権による RDP の撤廃及び GEAR への経済政策の転換
は、COSATU による猛反発を招いた。しかし 1999 年の選挙において、ANC と COSATU
との間の対立は表面上消失し、COSATU は ANC の選挙マニフェストに対して好意的な反
応を示して支持を続けた (Southall and Wood 1999, pp.68-69)。また労働組合員は
COSATU の選挙運動に参加し、他政党の基盤州での ANC 選挙キャンペーンに協力した
(Bassett 1999, p.3)。COSATU 構成員の ANC 同盟自体に対する支持は、1994 年に 82%
であったが、1998 年(70%)、2004 年(66%)と低下し続けており、非同盟を望む構成員の割
合が徐々に増加している(Pillay 2006, p.178)。これは経済政策に端を発する ANC との対
立関係の顕在化の影響と考えられるが、しかしその一方で選挙時にどの政党に投票するか
に関して、ANC へ投票を行うという構成員の割合はほぼ変化がない(Pillay 2006, p.245)。 
 こうした COSATU を始めとする ANC 支持層が、ANC に対して不満を感じていながら
も選挙時の投票先から変更できない背景には、同盟による利益を考慮しているだけでなく、
ANC に代わる信頼できる投票先が存在しないことも関係している。それは南アフリカに
おける反対政党の脆弱性によるものだと推察される。反対政党の背景は様々であり、PAC
やAZAPOのように反アパルトヘイト運動の一部に起源をもつ政党もあれば、DAやACDP
のようにナショナリスト運動に起源を持たない政党や、UDM のように政党の分裂によっ
て誕生したものもある。しかしこうした反対政党は、非 ANC 票を多くの政党で奪い合う
結果として、ANC に対抗できるほどの力を有していない。 
 反対政党の多くは、人種や民族など特定のカテゴリーとの結びつきが強く、ANC ほど
社会の幅広いカテゴリーからの支持を集めることができていない。例えば、DA 支持層の
76%は白人、NNP 支持層の 57%はカラード、IFP の支持層の 83%はズールー系アフリカ
人によって占められている(Naidu 2006, p.43)。こうした反対政党が、与党に対する強力
な抵抗勢力となるには、多様な有権者から一定の支持を集める必要がある。南アフリカの
場合、社会のカテゴリーで大多数を占めるのは低中産階層(lower middle class)や、労働階
級、貧困層、失業者であるが、こうした人々から支持を得られる政策は必然的に ANC の
それと同一のものとなってしまう(Southall and Wood 1999, p.70)。 
また経済政策に関しても、DA を始め ANC と同じく新自由主義的政策を志向しており、
ANC との違いを生み出せていない。ANC との政策の同一性に加えて、反対政党間での合
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併と分裂が生じやすくなっていることも脆弱性の要因となっている。例えば、DP と NNP
による連合による DA の誕生と、NNP の一部分裂などは、明確な政策目標の摺合せのな
いまま進行し、結果として党勢を弱めてしまうだけであった(遠藤 2010, 52 頁)。 
 これまでの選挙結果において、反対政党の弱さは明らかではある。しかし近年、DA が
結成当初の分裂による影響はあったものの少しずつ支持を伸ばしているのも事実である。
DA の前身である DP は、1994 年選挙において 1.73%しか得票できなかったが、2009 年
の選挙において 16.66%、67 議席を獲得し第 2 党まで躍進した。これは他の政党における
支持の減少や、政党自体の消滅と大きく異なる点である。反対政党として効果的な力を発
揮するためには、反対政党間の協力関係が必要不可欠であるが、この点に関して DA は積
極的に模索している(Southern and Southall 2011, p.71)。例えば、西ケープ州など州議会
などで IFP や UDM など比較的反対政党として安定している政党と連携して ANC に対抗
しようとしている(Maphai and Gottchalk 2003, p.65)66。 
DA の支持層は白人やカラード、インド系であるが、国政においてより影響力を持つた
めには、大多数であるアフリカ人からの支持が必要不可欠である。しかし、この点に関し
ては十分な成果を挙げているとは言えない。2009 年選挙における DA に対する他政党から
の乗り換えを見た場合、得票率 16.66%のうち 12.28%は 2004 年の選挙から DA を支持し
ていた(Kimmie, Greben and Booysen 2010, p.119)。その一方で 2004 年に ANC を支持し
た層からの支持は 0.61%増えただけであった。DA は、他の野党支持層から徐々に支持を
増加させていることを考慮すると反 ANC の筆頭政党ではあるが、ANC への対抗力という
点では地域など限定的なものだと考えられる
67
。 
南アフリカは民主化後 ANC 主導による政治が展開されてきたが、その中で COSATU
及び SACP が脆弱な反対政党に代わって、ANC 政権による行政を監視する役目を担って
きた。それに加えて、徐々に DP が三者同盟外からの監視者として行動し始めているが、
COSATU ほどの影響力はまだ見せられていない。こうしたことを考慮すると、現在の ANC
一党優位システムは、ANC の絶対的な力が政策に反映され易いなかで、三者同盟内によ
る一定の監視が中心になって働いているシステムと考えられる。 
 
                                                  
66 DA と IFP の提携関係は、その背景として ANC と、DA から離脱した NNP との提携関係も影響した
(Southall 2003, p.74)。 
67 他の野党支持層からの乗り換えは、NNP(1.33%)が最大で、次いで ID(0.96%)、ACDP(0.62%)、
FFP(0.34%)、UDM(0.1%)となっている。 
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2. ナミビアにおける SWAPO 支配体制の構築 
 民主化後のナミビア政治は、国(national)、州(region)68、地方(constituency)の三層構造
である。ナミビアは二院制であり、上院としての国民評議会(National Council)と下院と
しての国民議会(National Assembly)によって構成される。国民評議会の定数は 26 名(任期
6 年)であり、全国 13 の州議会からそれぞれ 2 名代表として選出される69。 
 SWAPO は 1992 年の地方議会選挙において、13 州のうち 9 州で過半数を獲得し、国民
評議会において 2/3 を超えた 19 議席を占めることとなった。下院である国民議会の定数は
78 名(任期 5 年)であり、そのうち 72 名が全国を単一選挙区とした政党名簿比例代表制
(party-list proportional representation)によって選出され、6 名は大統領によって任命さ
れる。 
独立当初の国民議会は、独立直前の 1989 年に国連ナミビア独立支援グループ(UNTAG)
の監視下で選挙が実施され、72 議席中 41 議席を SWAPO は占有した。独立後の国民議会
選挙としては 1994 年 12 月に初めて実施され、72 議席中 53 議席を獲得し、国民評議会に
引き続き国民議会においても 2/3 という絶対多数を獲得するに至った。また南アフリカと
異なり、ナミビア大統領は直接選挙によって選ばれており、これまで SWAPO からサム・
ヌジョマ(Sam Nujoma, 1990-2005)、ヒフィケプニェ・ポハンバ(Hifikepunye Pohamba, 
2005-現在)が選ばれてきた。 
SWAPO は 1950 年 代 に オ ヴ ァ ン ボ ラ ン ド 人 民 組 織 (Ovamboland People’s 
Organization: OPO)として、人種隔離政策の一環であった契約労働制度や、南アフリカに
よる支配への草の根抵抗組織として活動を開始した。その後 1960 年に SWAPO として改
組され、ナミビア独立闘争を先導した。反アパルトヘイト組織にルーツを持つという点で、
南アフリカにおける ANC と同様である。1989 年の選挙において 56.9%を獲得して、
28.34%を獲得して第2党となった民主ターンハーレ同盟（Democratic Turnhalle Alliance: 
DTA）70を押さえて第 1 党となった。 
 1990 年の独立以降、4 度の国民議会選挙が行われてきたが、その全てにおいて SWAPO
                                                  
68 2013 年現在ナミビアは 14 の州(カプリビ、エロンゴ、ハルダプ、カラス、東カヴァンゴ、西カヴァン
ゴ、ホマス、クネネ、オハングウェナ、オマヘケ、オムサティ、オシャナ、オシコト、オチョソンデュパ)
から構成されている。独立時は 13 州であったが、2013 年にカヴァンゴ州が東西に分けられた。 
69 2013 年の行政区分の変更前に選ばれており、今後変更される可能性がある。現在の国民評議会の党勢
は、24 議席を SWAPO が占め、DTA と UDF が各 1 議席となっている。 
70 DTA は 1977 年、南アフリカの NP 政権主導によるナミビアの憲法制定会議(1995-1977)に参加した
11 の政党連合によって結成された。もともとこの会議は SWAPO への対抗勢力を構築するというアパル
ヘイト政権の意図のもと開催された。 
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は得票率 70%以上の圧倒的な勝利を収め、一党優位体制を強固なものとしている。SWAPO
が議会において 2/3 以上の議席を保持し続けている一方、野党は 1989 年に 31 議席を獲得
して以降は減少し、2009 年選挙では合わせて 18 議席に過ぎない。 
SWAPO の強さを支えているのは、結成時からの基盤である北部地域であり、ナミビア
全人口の約 50%を占めるオヴァンボ(Ovambo)人から高い支持を得ている(永原 1993, 171
頁)71。ナミビアは人種間だけでなく民族間の亀裂も存在するが、多民族国家においては民
族を基盤とした投票や、民族政党(ethnic party)を生じさせやすい(Horowitz 1985, p.320)。
SWAPO 以外でも DTA はヘレロ人及び白人、統一民主戦線党(United Democratic Front: 
UDF)はダマラ人からの支持を中心としている。 
ナミビア有権者は、自らの支持する政党に対しての忠誠心が高く、ケルダーの調査によ
れば有権者の 69.8%が政党との強い結びつきを示した(Keulder 2010, p.280)。そのため有
権者の流動性が比較的低いと考えられるため、オヴァンボ人からの強い支持を集める
SWAPO はこの点で優位性を持つ。 
また SWAPO は、オヴァンボ人の民族的代表との批判をされることもあるが、支持は全
地域に渡っており、特定の野党との繋がりが深い地域を除けばどの地域でも第 1 党となっ
ている(永原 1993, 170-171 頁)。そもそも SWAPO は反アパルトヘイト運動において、労
働者や農民、そして知識人といった階級横断的、そして地域横断的な運動を進めることを
使命としてきた(Melber 2012, p.299)。そのため他の政党に比べ、全地域への認知度という
点で優位性があったと指摘できる。こうした社会の幅広いカテゴリーからの支持に加えて、
南アフリカにおける ANC 同様、労働組合との深い繋がりも有しており、組織的な支持と
いう点でも支持を固めることが可能となっている。労働組合である NUNW がそもそも
SWAPO の労働問題を扱う部門にルーツがあるため、歴史的に SWAPO の重要なパートナ
ーであった。 
 
 
 
                                                  
71 ナミビアの人口のうち、87.5%がアフリカ人であり、混血が 6.5%、白人 6%である。アフリカ人の民
族構成は、オヴァンボ人が全人口の約 50%を占め、次いでカヴァンゴ(Kavango)人が 9%、ダマラ(Damara)
人とヘレロ(Herero)人が各 7%、ナマ(Nama)人が 5%、カプリビ(Caprivian)人が 4%、そのほか 5.5%とな
っている。数値は CIA(https://www.cia.gov/library/publications/the-world-factbook/geos/wa.html)を参
照(2013 年 9 月 10 日アクセス)。 
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表 4-5：ナミビア議会選挙結果（1994－2009） 
政党
72
 
1994（72） 1999（72） 2004（72） 2009（72） 
議席数 得票率(%) 議席数 得票率(%) 議席数 得票率(%) 議席数 得票率(%)
73
 
SWAPO 53 72.72 55 76.15 55 75.83 54 - 
DTA 15 20.45 7 9.48 4 5.14 2 - 
UDF 2 2.68 2 2.93 3 3.71 2 - 
DCN 1 0.82 0 0.34 - - - - 
MAG 1 0.81 1 0.67 1 0.85 0 - 
COD - - 7 9.94 5 7.27 1 - 
NDMC - - - - 0 0.54 0 - 
NUDO - - - - 3 4.25 2 - 
RP - - - - 1 1.98 1 - 
SWANU 0 0.52 0 0.35 0 0.44 0 - 
FCN 0 0.23 0 0.14 - - - - 
WRP 0 0.19 -74 - - - - - 
APP - - - - - - 1 - 
CP - - - - - - 0 - 
RDP - - - - - - 8 - 
NDP - - - - - - 0 - 
DPN - - - - - - 0 - 
(出所)Electoral Commission of Namibia より筆者作成 
   [http://www.ecn.na/](参照 2013 年 9 月 10 日) 
                                                  
72 DTA(Democratic Turnhalle Alliance)、UDF(United Democratic Front)、DCN(Democratic Coalition 
of Namibia)、MAG(Monitor Aksie Groep)、COD(Congress of Democrats)、NDMC(Namibia Democratic 
Movement for Change)、NUDO(National Unity Democratic Organization)、RP(Republic Party)、
SWANU(South West Africa National Union)、FCN(Federal Convention of Namibia)、WRP(Workers 
Revolution Party)、APP(All People’s Party)、CP(Communist Party)、RDP(Rally for Democracy and 
Progress)、NDP(National Democratic Party)、DPN(Democratic Party of Namibia)。 
73 2009 年の得票率に関してはナミビア選挙委員会のホームページで確認できなかったため記載してい
ない。ただアフリカ選挙データベース(African Elections Database)によれば、SWAPO は 75.27%であり、
RDP が 11.31%、DTA が 3.17%であった、[http://africanelections.tripod.com/na.html]（参照 2013 年 9
月 20 日）。 
74 1999 年選挙に関して、WRP と SWANU は選挙同盟を結成したため WRP の数値は記載していない。 
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 こうした SWAPO 一党優位体制の継続は、その支持基盤の強さだけでなく、野党の全て
が少数政党であり、SWAPO に対抗できる反対政党が生まれていないことも影響している。
この背景として、野党が SWAPO に比べ支持層を十分に固めきれていないことが影響して
いる。例えば SWAPO は支持層のうち、56.5%が SWAPO に好ましい感情を抱いている
(Keulder 2010, p.283)。それに対して、DTA は 30.9%しか有権者から好ましいと捉えられ
ておらず、UDF は 20.7%である。つまり野党は、有権者と民族的な繋がりをある程度持
っているがために、政党として一定の議席は保持できる一方で、流動的な態度の有権者の
割合が SWAPO よりも高いことを示している。特に政党に対する姿勢が流動的なのは白人
層に多く、アフリカ人からの高い支持を固めている SWAPO は、DTA のように白人層を
支持層にする政党よりも政党として安定している(Keulder 2010, p.284)。民主主義と進歩
のための集会(Rally for Democracy and Progress: RDP)は 2006 年に SWAPO から分裂し
た政党であったため、SWAPO 支持層の一部を取り込める環境にあるが、2009 年の獲得議
席はわずかに 8 席であった。この点に関しては政党としての信頼性という点で SWAPO の
基盤を崩せるだけの力がまだ十分でないからだと言えよう。 
 また SWAPO は、歴史的にアパルトヘイト時代の契約労働者及び農民との繋がりが深い
が、こうした人々の多くが経済的に貧しい層である。それに対して、特に DTA は白人富
裕層や中産階級など農村よりも都市部市民から支持を基盤としている(Chirawu 2003, 
p.158)。そのため DTA が支持を広げるためには、貧困層が多く住む農村部から支持される
政策をアピールする必要がある。しかしながら、貧困層向けの政策という点では、SWAPO
との違いを生み出すことが困難となる。また過度に貧困層を重視した政策を追求した場合、
元々の支持基盤である富裕層及び中産階級からの支持を失う可能性も出てきてしまう。社
会政策に関する政党間の類似性ゆえに、有権者の投票行動は人種・民族的繋がりや、政党
自体に対する信頼性といったものによって行われることになる(LeBeau and Dima 2005, 
p.23)。 
野党間の協力関係が強くないのも問題となっている。例えば DTA は、民主化後 NUDO
や RP といった少数政党と協力してきたが、2003 年に協力関係を解消している。近年では
UDF と同盟を結成し、SWAPO へ対抗しようとしているが、際立った成果を挙げるに至っ
ていない。そのため野党による国民議会での役割は無視されるか、提案自体拒否されるこ
とも多い(LeBeau and Dima 2005, p.6)。つまりナミビアにおける野党は、反対政党とし
て議会での監視役を十分に果たせる環境にないのである。南アフリカにおいては反対政党
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が脆弱であったとしても、ANC の同盟内において COSATU などによる監視がある程度存
在する。しかしナミビアにおいては、NUNW が SWAPO のパートナーとして南アフリカ
ほど監視役をこなせていない。 
 ANC と COSATU との関係において、労働問題や社会開発など幅広い対話が行われる制
度が存在するが、ナミビアにおいては SWAPO と NUNW との間の対話は労働問題に限ら
れており、幅広い問題に関して対話されていない。つまり NUNW による監視は、労働者
の権利に関わる問題(例えば労働法の制定など)に実質的に限られてしまっているのである
(Sycholt and Klerck 2010, p.217-218)。こうしたことから、ナミビアにおいては同盟内、
また議会においてもSWAPOを十分に監視できる力を持ったアクターが存在していないと
指摘できるであろう。 
 
第 3 節：民主化後の選挙と社会福祉制度 
 第 2 節で述べてきたように、南アフリカとナミビアにおいて、一党優位政党システムが
強固なものとして構築されてきた。この一党優位体制においては反対政党の脆弱性が明ら
かであるが、南アフリカにおいては ANC の同盟パートナーである COSATU が幅広い問
題に関して一定の監視役を果たしている。しかし近年では COSATU の ANC に対する影
響力の低下が顕在化してきているため、同盟内において十分な監視役となっていないケー
スも目立っている(Buhlungu 2005, 2008)。一方、ナミビアにおいて、NUNW の監視は労
働関係に限定してしまっており、社会保障問題などに関して十分な影響を果たせていない。
こうした一党優位体制においては、ANC 及び SWAPO の政策に対する選好が政策形成に
大きな影響を及ぼす。つまり、ペルハムの指摘する事前的(ex-ante)動機、政策形成者がど
のような意図及び期待のもと現金給付など社会福祉制度を位置付けるのかが重要となる
(Pelham 2007)。 
 
1. 支配政党の開発及び同盟戦略としての社会福祉制度 
民主化後及び独立後の南アフリカとナミビアにおいて、最も大きな政治課題はアパルト
ヘイト時代の遺制である人種間の不平等や貧困の改善であった。アパルトヘイト時代にお
いて、社会福祉制度は白人とアフリカ人との間で給付額など明確な格差が存在したため、
社会福祉も含む社会保障制度の改革が国家の開発政策と関連付けて議論された。 
 第 2 章及び第 3 章でも論じたように、民主化後の南アフリカにおいて、開発政策は開発
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型社会福祉の考えのもと人種間の格差を是正し、社会的に排除されてきた人々の開発過程
への参加を促進させながら、貧困削減を目指す戦略を志向してきた(Patel 2008, p.73)。実
際、社会福祉白書(the White Paper for Social Welfare)において、社会扶助と社会保険を
含む包括的な社会保障システムが提示されるとともに、公共事業プログラム（Public 
Works Programmes）のような一時的な雇用プログラムの提供も含めた考えが示されてき
た(Department of Welfare and Population Development 1997)。つまり南アフリカにおい
て福祉白書が明示したことは、所得支援制度を拡充し、人々のベーシックニーズを満たす
ことの重要性を強調する一方で、国家による福祉に依存することなく、自らの力によって
貧困を抜け出すことが基本的に求められ、所得支援制度の拡充はどちらかといえば残余的
位置付けのままであった(Lund 2008, p.14)。 
 民主化直後の再分配を重視する RDP 政策は、そもそもの政策起源が COSATU によって
作られた政策であった。ANC はこの時期、経済政策などの作成において十分な人的能力
が欠けた状態であったこともあり、同盟パートナーの政策をそのまま導入するケースが多
かった。働けるものは働くことで自らの生活を支えることを前提としながら、貧困層や児
童、高齢者に対する社会手当を拡充してきたのは、世帯全体の所得として社会手当を活用
していることが各種調査によって証明されているからである(Ardington and Lund 1995; 
Case and Deaton 1998; Bhorat 2001; Meintjes and Hall 2010)。したがって、ANC 政府
は現金給付を投資として位置付け、商品及びサービスの消費を高めるとともに、保健や教
育分野における実績を改善し、経済及び社会の成長につなげることを維持してきた。 
 そのため民主化後の ANC が重視したのは、経済成長を目的とした GEAR 政策と、開発
型社会福政策、資本の人種間移動といった各種政策間のバランスを保つことであった
(Booysen 2011, p.445)。国家が過度に保守主義的にならないよう、また過度に左派的にな
らないよう注意深く政策が進められた。例えば BIG の導入を巡る議論と、代替としての児
童扶養手当の拡大や公共事業プログラムによる雇用拡大という一連の流れは、バランサー
としての政府の役割を示すものである。バランサーとしての政府の役割が近年強調されて
きた背景として、ムベキ(Thabo Mbeki)政権下で進められた新自由主義論線の結果として
経済格差が広がっただけでなく、正規雇用の減少とインフォーマルセクターの拡大などを
もたらしたことが挙げられる(Habib and Valodia 2006; Buhlungu 2008)。当然のことなが
ら同盟パートナーである COSATU からの強い反発を招くこととなり、ANC 内部及び同盟
内部における権力闘争へと繋がったのである。2007 年の党大会においてムベキに代わり、
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格差解消をアピールし、労働組合や貧困層など左派からの厚い支持を受けたズマ(Jacob 
Zuma)が新たな党首となり、2009 年に大統領に就任することになった。 
 民主化後に急増したブラック・ダイヤモンドと呼ばれるアフリカ人富裕層が支持するム
ベキ政権から、左派支持のズマ政権への移行によって、国家政策をどの程度継続するのか
が重要な問題であった(Booysen 2011, pp.450-452)。同盟内部において自由主義を強く非
難する労働組合や貧困層向けにバラマキ型の政策を追求すれば、財政上の悪化や経済成長
の鈍化を招くことにもなる。それは ANC 内部の富裕層からの強い反発を招きかねない。
そのためズマ政権は、経済政策の大幅な変更をせずに富裕層や経済界の不安を取り除く一
方、左派に対しては国民健康保険や児童扶養手当範囲の拡大、授業料無料化の拡大などの
提案をしてきた(Booysen 2011, p.451)。つまり社会保障に関して大幅に左傾化することは
避けるという点で、ズマ政権においても、ムベキ政権で行われてきたようなバランサー的
政策追求が志向されている。 
一方ナミビアにおいては、まず新政権において国家開発の指針となる第 1 次国家開発計
画(The First National Development Plan: NDP1)が作成され、1995 年から 2000 年にか
けて達成すべき開発目標が設定された (Republic of Namibia National Planning 
Commission 1995)。マクロ経済の安定や貧困削減、雇用創出といった国家開発目標の達成
に向けて各種政策が作成されてきたが、人種間の公正を達成する一つとしてアファーマテ
ィブ・アクションが独立当初から導入された。ただしこうした NDP1 の作成は SWAPO 主
導によるものであって、パートナーである NUNW はこの政策形成に参加できていない
(Sycholt and Klerck 2010, p.218)。これは SWAPO と NUNW との間の関係性ゆえである。 
SWAPO の選好が、ナミビアにおける社会福祉制度の形成に影響を与えている点では、
近年の BIG 導入に関する議論も重要である。BIG は 2002 年にナミビア税制調査会によっ
て貧困削減の一つの政策として提案されて以降、NUNW や教会などが BIG 連合を結成し
て政府に対してその導入を求めてきた。もし全てのナミビア国民に月額 100 ナミビアドル
を給付させた場合、政府として月 2.2 億ナミビアドルの負担となり、財政的に維持できな
くなる(The Namibian, 24 September 2010)。しかし 2010 年、BIG が賃金など自助で生
活を営んでいる人々からの搾取であるとして、議会においてポハンバ大統領によって退け
られている(Melber 2012, p.302)。大統領による懸念の表明後、2010 年 7 月に NUNW が
BIG 連合から離脱することを表明したが、この離脱は SWAPO 政権との同盟を重視したこ
とによる影響だったと指摘されている(The Namibian, 11 February 2011)。2011 年になり
108 
 
NUNW は、BIG 連合からの離脱を撤回しているが、BIG が貧困解決の万能薬ではなく、
また長期的には別の政策が必要な点を強調している点を鑑みると、NUNW の立場の弱さ
と SWAPO 政権への配慮がにじみ出ている(The Namibian, 11 February 2011)。 
こうした点から考えると、南アフリカとナミビアにおいて両政権の置かれた状況の違い
が明らかとなる。南アフリカにおいて ANC 政権が左派に対して一定の配慮をせざるを得
ない現状と比較すると、ナミビアにおいては政府による NUNW など左派に対する過度の
配慮はあまり見られない。それは SWAPO が NUNW を支配下においているためと考えら
れる。そのため、SWAPO 政権の社会福祉制度の拡充に対する動きは同盟内部に対してと
いうよりも、失業や貧困など社会状況の悪化や選挙など別のものに対する反応として考え
られる。 
 
2. 選挙対策としての社会福祉制度 
ANC と SWAPO の戦略と社会福祉制度との関係において、両党の選好に影響を与える
もう一つの要素は選挙競争である。民主化によって複数政党による自由で公正な選挙競争
が認められたことで、各政党はマニフェストなどを通じて有権者からの関心を獲得する必
要が生じる。高い失業率や貧困問題を抱える両国において、社会保障制度は得票のための
重要な手段となり得る。 
まず南アフリカの場合、民主化後に実施された初期の選挙において、市民がどの政党に
投票するかは事前に決定されており、実際の投票においてもその通りの投票行動を行って
いることが指摘される(Mattes, Taylor and Africa 1999, pp.4-5)。1994 年の選挙では 88%
の投票者が特定の政党との親和性(voter identification)があることを示したが、1998 年の
選挙前においては特定の政党に親和性を感じていない有権者が 56%まで上昇した。1994
年時に見られた特定の親和性とは、有権者が所属する人種やコミュニティを代表する政党
に対してのものであり、言わば 1994 年の選挙は政党とコミュニティメンバーの繋がりが
直接的に表れた選挙であった。 
しかし、1998 年の選挙時において ANC に対する有権者の親和性は、1994 年の 58%か
ら 1/3 以上低下し、35%であった(Mattes, Taylor and Africa 1999, pp.6-5)。この低下は雇
用問題や犯罪率の高さへの政府の対応が十分でないことが関係したものであった。しかし、
教育や保健など社会保障問題に関して有権者は、政府がよく対処しているという反応を見
せた(Mattes, Taylor and Africa 1999, pp.8-9)。1994 年の ANC 政権の誕生後、しばらく
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の間は RDP 政策によって貧困及び不平等への対処が積極的に行われた時期であった。ま
た新しい児童扶養手当議論など市民社会組織による政策形成への参加など、新政権による
社会福祉制度議論が比較的市民の声を取り込んだものとなった。こうしたことからこの時
期の選挙においては、社会保障政策は選挙の主要な争点とはならなかったと考えられる。
むしろ ANC は選挙運動において、政府による住宅や保健、電気などのインフラ整備への
成果を積極的にアピールした(Fox and Lemon 2000, p.349)。 
 この時期 ANC に対する絶対的な親和性が低下したものの、選挙結果は ANC の圧勝で
あった。これは一つに 1998 年の時点では政府に対する一定の評価がされたということで
あり、特に有権者の大多数であるアフリカ人の多くが比較的 ANC 政権に楽観的な反応を
示した(Mattes, Taylor and Africa 1999, p.10)。もう一つは反対政党の政策が市民に十分浸
透していなかったことである。実際、この 1994 年以降、NP に対する支持は 39%から 32%
まで低下した(Mattes, Taylor and Africa 1999, p.13)。 
 社会福祉制度が選挙において、重要な争点となったのは 2004 年選挙であった。DA は
2004 年選挙キャンペーンにおいて、年間所得 7500 ランド未満の全世帯に対して月額 110
ランドを給付することを綱領として採用した(Mapahi and Gottschalk 2003, p.63)。DA は
1999 年以降白人やカラード、インド系の支持を固めた状態であったが、この手当の導入は
カラード労働層の支持を固める意味合いもあった。また DA はベーシック・インカムの導
入に賛成の立場であったが、これは有権者の大半を占めるアフリカ人有権者を意識したも
のであった。 
 こうした野党による社会保障問題に関するアピールに加えて、市民からも社会手当の拡
充も含めて生活状況の改善を求める声が強くなった(Webster and Buhlungu 2004; 
Pillay2006; Ballard, Habib, Valodia, Zuern 2006; Dawson 2010; 牧野 2006)。90 年代後
半以降、GEAR 政策の結果として失業率の増加や、インフォーマル経済の増加が生じる一
方、貧困層の周辺化への対応が遅れていたことから、異議申し立てという形態で市民によ
る社会運動が活発化したのである。COSATU を含む市民社会組織による BIG 連合は、こ
うした抗議活動の延長から発生した。そのためムベキ政権は同盟内部の左派への配慮と、
政権批判を強める市民への対応として、BIG への一定の理解を示しながら児童扶養手当の
拡充を行った。2004 年選挙におけるこうした与野党による社会保障問題への対応の結果、
ANC は 1999 年から 9 議席増加し 275 議席を獲得し、DA は 38 議席から 50 議席に増加し
ている。 
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 2004 年以降、社会手当の拡充を含め社会保障関連政策を充実させるべきとの市民からの
声は増加しており、南アフリカ社会態度調査(South African Social Attitudes Survey: 
SASAS)もそれを明らかにしている。2006年において、貧困層の 73.8%、非貧困層の 59.4%、
調査対象者全体で言えば 65.9%が政府による社会手当拡大を望む結果となっている(Noble, 
Ntshongwana and Surrender 2008, p.13)。また調査対象の 7 割が、社会手当拡大のため
の増税に理解を示している。こうしたことから、近年の選挙においてはこうした市民の声
を意識した選挙運動がますます重要になっていると指摘できる。 
 一方ナミビアの場合も同様であり、SWAPO は同盟パートナーである NUNW への配慮
は低いものの、選挙において一般市民を意識して社会保障を考えざるを得ない状況になっ
ている。例えばペルハムは、独立後の制度改革において普遍型が採用された要因として、
主たる納税者である白人経済富裕層も制度内に含むことで、税金による非拠出年金制度自
体の維持というだけでなく、白人及び非白人両方からの政治的支持を確保する意図が重要
であったことを指摘している(Pelham 2007, p.32)。 
 また 1999 年の選挙の前年、1998 年には SWAPO 政権による国民年金法の改正の動きが
あったが、普遍型の年金制度から資力調査付きの年金制度への改革に対して、野党による
年金額引き上げを求める声を意識し撤回せざるを得なかった(Devereux 2007, p.553)。こ
れは野党による SWAPO 政権への一定の監視が機能したようにも見えるが、実際のところ
は複数政党制による選挙競争が開始されたことにより、SWAPO 自体が選挙で不利になる
点を危惧したことの結果であったと考えられる。SWAPO を強く支持する層の多くは高齢
者及び、低所得であることの多い農村居住者であり、改革案の撤回はこうした支持層への
配慮であったと考えられる。 
加えて、都市居住者や 35 歳未満の若い有権者の多くは特定の政党との繋がりが薄く、
こうした層を選挙においてどのように取り込んでいくのかが近年の選挙で重要になってき
ている(Melber 2012, pp.300-301)。例えば 2004 年選挙において第 2 党となった民主議会
党(Congress of Democrats: COD)は、選挙マニフェストにおいて中小企業支援などによる
雇用対策に加えて、年金の増額や BIG の導入などを訴え、また DTA もインフレ率に応じ
た年金額の支給を訴えた(LeBeau and Dima 2005, pp.26-29)。こうした野党の攻勢に対し
て、SWAPO は若者の関心の上位であった雇用問題や HIV/AIDS 対策を意識し、若者を対
象とした職業訓練プログラムの提供や HIV/AIDS 対策の充実を訴えた(LeBeau and Dima 
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2005, pp.39-41)75。有権者の認識に関する調査によると、浮動票である白人やカラードの
多くはアフリカ人に比べ、政党の政策自体に対する情報をしっかりと認識する傾向にある
(Keulder 2010, p.292)。いまだに民族などコミュニティによる投票が強い一方で、独立か
ら時間が経るにつれ徐々に特定の政党との繋がりを持たない有権者が増加していることか
ら、こうした層を取り込むための政策立案が重要になっている。そのため、ナミビアのよ
うに貧困や失業率が高い社会状況において、南アフリカのように同盟パートナーからの圧
力をあまり受けない SWAPO であったとしても、選挙時に社会保障分野を争点として取り
上げざるを得ないのである。
                                                  
75 若者のうち、雇用問題に最も関心を示した割合は 38.2%であり、次いで HIV/AIDS が 13%、貧困問題
が 5.9%であった(LeBeau and Dima 2005, p.78)。 
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第 5 章：政党・労働組合関係と労働組合の戦略 
 
はじめに 
第 5 章では、政労使間の関係性、特に政党と労働組合との関係性を中心に分析し、労働
組合が政党とどのような関係性にあったのか、そして外部環境の変容を受けてどのような
選好をもち、行動してきたのか明らかにする。そして両国の制度変化の分岐を促したアク
ター間の関係性がいかなるものであったのかを明らかにする。 
 まず第 1 節において、南アフリカとナミビアの政労使関係がどのようなものであるか概
観する。続く第 2 節と第 3 節において、独立及び民主化後の政治環境のなかで、三者間の
関係がどのように変化し、民主化や経済のグローバル化の影響がどのように労働組合の行
動戦略に影響を与えたのか分析する。そして第 4 節において、政労使間関係、特に労働組
合の政党への従属性と両国の社会福祉制度の展開との関連について明らかにする。 
 
第 1 節：民主化後における政労使関係 
1. 南アフリカにおける政労使関係 
1980 年代の反アパルトヘイト運動において、その中心的な活動組織は COSATU やある
いは、統一民主戦線(United Democratic Front: UDF)であった76。当時 ANC はアパルト
ヘイト政府によって非合法化された状態であったが、1990 年のネルソン・マンデラの釈放
と時を同じくして政党として合法化された。民主化後、ANC の一党優位政党制による政
治が行われたが、同盟組織として南アフリカ共産党(South African Communist Party: 
SACP)と COSATU も重要な役割を果たしている。いわゆる三者同盟(Tripartite Alliance)
である。SACP と ANC は反アパルトヘイト闘争において、社会民主主義原理に関する同
意のもと同盟が結成された。労働組合と ANC との関係は、反アパルトヘイト運動が活発
化するはるか以前から繋がりがあったが、COSATU と ANC との協力関係は 1986 年の
COSATU の自由憲章採択によって始まった。 
 自由憲章は、1955 年に ANC をはじめとする各人種コミュニティ組織によって採択され
たものであり、その後の ANC の基本的な政策となるものであった。「南アフリカは、黒人、
白人を問わず、そこに住むすべての人びとに属し、どんな政府も、全人民の意志に基づか
                                                  
76 UDF は 1983 年に結成された組織で、労働組合やスポーツ団体、女性組織など 500 以上の組織が反ア
パルトヘイト運動を統一して行うための組織であった(トンプソン 1995, 395 頁)。 
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ない限り、その権威を正当に主張することはできない」という文言から始まる自由憲章は、
基本的人権の保障をはじめ労働者の権利保護、無料医療、平等な教育などを盛り込んだも
のであった(トンプソン 1995, 365-364 頁)。 
 民主化後の政策は、この自由憲章を基礎にして形成されたが、1994 年の選挙時において、
COSATU には労働者代表として ANC から比例代表名簿に対して何人か割り当てられた
(Cherry 2006, pp.148-149)。議会へ参加する代表者の役割は、労働者及び市民代表の観点
から公的サービス関係の監視と調査を実施することであったが、1998 年以降選挙名簿への
割り当てが行われなくなるにつれ、議会における役割は減少している。 
そのため ANC 及び経営者団体などとの関係において、労働者の代表としての COSATU
の行動は、議会よりも他のルートを通じた多面的な戦略となっている(Cherry 2006, 
pp.144-145)。主たるものとしては、政府に対するアドボカシー活動、三者同盟を通じた政
策形成への参加、ストライキなど大衆動員による政府への圧力、そして経済開発労働評議
会(National Economic Development and Labour Council: NEDLAC)を通じた政策対話
である。NEDLAC は、経済分野や労使関係分野といった資本家及び労働者にかかわる問
題を話し合うフォーラムとして存在する。政府や経営者団体、労働者の代表からなる
NEDLAC において各関係者の利益を擦り合わせ、コンセンサスに基づいた政策を生み出
す制度である。しかし、一党優位政党システムのもとで野党の力が制限されている状況に
おいて、労働組合を中心とした市民社会組織が、積極的に政策形成過程に加わることで野
党の役割を補完しているとも指摘される(峰 1998, 64 頁)。またこのような機関以外に、労
働関係の省庁や地方行政機関とのフォーラムを通じた対話の場を多数設けることによって、
自らの利益を政策に反映させられるよう活動している。 
NEDLACに参加する労働組合はCOSATU以外に、南アフリカ労働組合連合(Federation 
of Union of South Africa: FEDUSA)と南アフリカ全国労働組合協議会(National Council 
of Trade Unions: NACTU)がある。これら 3 団体によって労働者の利益が代弁されている
が、労働政策に関する全ての法案は議会への提出前に NEDLAC での議論が義務付けられ
ている一方で、経済及び社会政策に関しては必ずしも NEDLAC での同意が義務付けられ
ているわけではない(牧野 2007, 149 頁)。そのため NEDLAC は、関係者間の利益を討議
し同意を形成できる制度である一方で、必ずしも NEDLAC を通じた政策形成が絶対化し
ているわけではなく、多くの場合関係者それぞれが制度を迂回して影響を及ぼしがちであ
る(Schmidt 2012, p.65)。 
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 また NEDLAC は労働関係政策に関して、経営者団体と労働組合との間で利益のバラン
スがとられ易いものの、失業者や組織化されていない労働者の利益が反映され易い構造と
なっているわけではない(牧野 2007、150-151 頁)。NEDLAC は 4 つの作業部会(「労働市
場」「貿易・産業」「財政・金融」「開発」)が存在し、労働組合は 4 つの部会全てに参加す
ることで正規労働者の利益を代弁することが可能である。労働組合以外の社会組織の参加
は、唯一開発部会のみである。社会的弱者に関する問題はこの開発部会で議論可能である
が、広範な社会開発を議論するための部会であるため、失業者や非正規労働者が労働政策
そのものの形成過程に参加できるようにはなっていない。したがって、労働政策に関して
非組織化労働者の利益が反映されるには、COSATU など労働組合組織がその行動戦略と
して周辺化されている労働者の声を拾い上げるかどうか次第となっている。 
 
2. ナミビアにおける政労使関係 
南アフリカにおいては労働組合の全国組織が 3 つ存在するが、ナミビアにおいてはナミ
ビア労働者全国組合(National Union of Namibian Workers: NUNW)とナミビア労働組合
会議(Trade Union Congress of Namibia: TUCNA)の 2 組織が大規模なナショナルセンタ
ーとして存在している。反アパルトヘイト運動時には、南アフリカと同様に、労働組合は
市民社会組織の中心として重要な役割を果たしてきた。 
 NUNW はもともと現在の与党である南西アフリカ人民機構(South West Africa 
People’s Organisation: SWAPO)の一組織にルーツをもつ。SWAPO は 1960 年にその前身
であるオヴァンボランド人民組織(Ovamboland People’s Organisation: OPO)を基に、解
放運動組織として結成された(Jauch 2010, pp.168-169)77。SWAPO 結成後、SWAPO 内部
で労働問題を扱う部門が作られたが、NUNW はこの部門にルーツをもつ。そのため独立
後、SWAPO の同盟組織として政治の中心となったことは必然的なものであった。NUNW
と SWAPO との間での独立後の協定は 1997 年に署名されているが、この協定においては
両組織の独立性や、政策形成における自律性を維持することが明確になっている(Jauch 
2010, pp.171-172)。そのうえで、NUNW は経済及び社会開発に関して対話と合意のもと
で SWAPO とともに行動することを規定している。 
                                                  
77 OPO は 1958 年に結成されたが、当初の目的は契約労働制度の廃止であった。OPO の前身としてオヴ
ァンボランド人民会議(Ovamboland People’s Congress: OPC)があるが、OPC は 1957 年にケープタウン
で学生や知識人によって結成され、その後契約労働者の賛同を受けて OPO へ発展した。 
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NUNW 内部では、SWAPO との同盟を通じて政策形成に影響を与えることの重要性を
認識している一方で、与党との同盟が労働組合の独立性を奪いかねないことや、労働運動
を弱めてしまいかねないことへの批判が根強く残ってもいる(Jauch 2010, p.171)。NUNW
のアパルトヘイト時及び独立後の位置付けに関して言えば、南アフリカにおける COSATU
のように、NUNW はその活動において女性組織や学生組織など他の組織とも歴史的に深
い繋がりを保ってきた。そのため、労働組合として政府から NUNW の独立性を保つ意味
においても、他の市民社会組織とも密接な繋がりを維持してきたと考えられる(Bauer 
1996, p.16)。 
 独立後のナミビアの政労使関係において、重要な制度となっているのは労働諮問評議会
(Labour Advisory Council: LAC)であり、政府や労働組合(NUNW, TUCNA)、そして経営
者団体であるナミビア経営者連盟(Namibia Employer’s Federation: NEF)とナミビア経
営者協会(Namibia Employer’s Association: NEA)の各代表者によって労働関連政策に関
して討議されている。LAC は、1992 年の労働法(Labour Act)によって設置が義務付けら
れた機関であり、アパルトヘイト時代の遺制である契約労働制度に代わる新たな労働環境
を整備することが大きな目的であった(Jauch 2004, p.18)。現在の LAC は 2007 年の新し
い労働法の下で実施されており、政府によって任命された議長に加えて、政府・労組・財
界の代表者各 4名(任期 3年)からなる機構であり、雇用条件及び労働関連の社会保障問題、
失業問題など政策形成における合意形成が主たる目的となっている。そのため労働関係分
野に関して言えば、南アフリカ同様、政労使によるコーポラティズムによる政策形成にな
っていると考えられる。 
 
第 2 節：ANC・COSATU の関係性変化と COSATU の戦略 
1. 民主化と労働組合 
現在南アフリカにある労働組合全国組織として、COSATU、FEDUSA、NACTU があ
り、労働者の多くがこれら全国組織のどれかに加盟した労働組合に所属している。3 つの
全国組織の特徴にはいくつか違いがあり、本論文の対象である COSATU 以外の 2 組織の
うち FEDUSA は COSATU に次いで 2 番目に大きな労働組合であり、1997 年に設立され
た比較的新しい全国組織である。FEDUSA の構成員の多くは公務員や金融業、パイロッ
ト、医療関係など比較的教育レベルの高いホワイトカラーであり、現在の構成員数はおよ
そ 53 万人である(Buhlungu 2003, p.185; Pillay 2006, p.175)。COSATU が ANC との同
116 
 
盟を通じた政治過程への積極的参加を志向しているのに対して、FEDUSA は特定の党派
性に立たず政治との一定の距離を取る立場である。 
NACTU の設立は 1986 年であり、COSATU 結成の翌年であるが、自由憲章の採択と
ANCとの協力関係の促進を志向したCOSATUとイデオロギー的に対立したアフリカ人労
働組合の一部によって結成された全国組織であった。構成員数はおよそ 39 万人であり、
建設業や運輸・貨物などのアフリカ人ブルーカラーが所属している(Buhlungu 2003, 
pp.184-185)78。NACTU の政治に対する姿勢は、FEDUSA のように政治からの独立を志
向するわけではなく、また COSATU のように特定の党との結びつきを持つことも表明し
ていない。しかし実際、反アパルトヘイト運動において急進派であったパン・アフリカ二
スト会議党(Pan Africanist Congress: PAC)との歴史的に深い繋がりある。近年 NACTU
は、非政治志向から変化しつつある FEDUSA と共闘組織として南アフリカ労働組合総連
盟(South African Confederation of Trade Unions : SACOTU)を結成し、ANC-COSATU
同盟へ対抗しようとしている。 
本論文の主たる分析対象である COSATU は、1985 年にアパルトヘイトに反対する 33
の労働組合、構成員数約 46 万人から結成された。非人種主義を表明し、白人労働者の加
入も認めるが、圧倒的多数はアフリカ人であった。現在 COSATU の構成員数はおよそ 180
万人であり、鉱山労働者などのブルーカラーから教員などのホワイトカラーまで多様であ
るとともに、階級横断的である。特に公務員の 8 割も加盟しているが、この点において
FEDUSA と競合関係にある。COSATU の主要な目的は、労働者の権利確立であり、1994
年のマンデラ政権の誕生後、COSATU 幹部の多くは閣僚として参画することに加え、政
府高官として転出していった。また 1979 年の時点で労働組合組織率(union density)は
15.32％であったが、1993 年の時点で 57.98%まで急速に増加しており、このような組織
の拡大も COSATU の影響力の拡大を促す要因でもあった(Webster 1996, p.3)。 
1980 年代、労働者組織は反アパルトヘイト運動との結びつきを深め政治に深く関与する
べきか、あるいは政治的に非同盟の姿勢であるべきか 2 つの立場による議論が行われた
(Buhlungu 2005, p.706)。しかし 1985 年に結成された際、労働問題を単独で解決するこ
との難しさなどから、政治組織との積極的な連携が必要だと判断された。このようなこと
から、民主化過程において COSATU は労働者を民主化闘争へと組み込むと同時に、ANC
                                                  
78 構成員数は公称とも言われており、研究者によっては 15 万人ほどではないかとも推察されている
(Pillay 2006, p.175)。 
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の支持組織として重要な役割を担ったのである。80 年代後半から 90 年代初頭にかけて、
COSATU の構成員はおよそ 3 倍の約 120 万人まで増加した(Buhlungu 2005, p.707)。こ
のような規模の拡大は、民主化運動内部におけるその存在の大きさを高めるだけでなく、
ANC に対する影響力とも結びついていった。三者同盟の形成は、COSATU 内部において
も政治的組合主義の影響の大きさであると考えられた。政治的自由と経済的自由の不可分
性に基づいたこの行動思想により、ANC 政権において労働者の利益が積極的に確保され
ることが期待されたのである。 
ANC 主導政治に対する COSATU の認識の前提となったことは、民主化運動の支柱とし
ての COSATU の役割を ANC が受け入れているということであった。その点に関して当
初 ANC 指導者たちは、自らの指導力が絶対的なものではないことを認識していた
(Buhlungu 2005, p.708)。特に草の根での人気という点では、ANC は COSATU に大きく
劣っていたのである。しかし民主化過程において、アパルトヘイト政府との対話の中心と
して ANC の立場が確立することによって、COSATU は ANC のパートナーの一つへ位置
付けられるようになり、それと同時に民主化後の政治における ANC の立場は確固とした
ものとなった。その証拠に、90 年の同盟形成後、ANC 指導層の優先順位はアパルトヘイ
ト政府との民主化協議に置かれ、アパルトヘイト後の政策形成に関して COSATU との政
策同意はあまり重視されていなかった(Lodge 1999, p.8)。 
草の根の人気に関しても、民主化後の経済政策として RDP が採用されたことで、不平
等や貧困の改善を期待する市民からも大きな信頼を獲得するに至ったのである。つまり民
主化過程において、反アパルトヘイト闘争の中心であった COSATU と ANC との力関係
が徐々に逆転していき、1994 年の選挙において ANC の一党優位体制が確立したことによ
って、政策形成の場において ANC の存在感の方が名実ともに強くなったものと考えられ
る。その結果として、COSATU との同盟関係があったとしても、必ずしも COSATU との
対話が重視されたわけではなく、GEAR への経済政策の変更のように COSATU の事前了
承のない大きな政策変化も生じたと考えられる。 
 そのため、民主化後の COSATU の戦略は同盟関係を一つの柱とする一方で、政府に対
して労働者に好ましい政策を引き出すためのもう一つの戦略として、他の市民社会組織と
の協力が積極的に模索されるようになった(Buhlungu 2005, pp.708-709)。特に GEAR 採
用後、後者の傾向が強まった。COSATU が他の市民社会組織と連携を模索するうえで、
その行動戦略の基礎となったものは、COSATU を反アパルトヘイト運動への関わりを決
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定づけた「社会的組合主義(Social Unionism)」であった(Webster 1988; von Holdt 2002; 
Habib and Valodia 2006; Fairbrother 2008)。 
 社会的組合主義は、労働組合の本来の目的である労働環境の改善を求める運動だけでな
く、政治体制への抵抗運動のようにより大きな政治的目的のために他の組織と同盟して行
動することを指した。アパルトヘイト時代、COSATU の前身である南アフリカ人労働組
合連合（Federation of South African Trade Unions; FOSATU）は、1970 年代の労働者
階級によるストライキや抵抗運動の中から出現した(Habib and Valodia 2006, p.241)。当
初の目的は労働組合運動の再構築と、国家・雇用主の労働者たちに対する認識への抵抗で
あった。そして支部行政委員会（branch executive committees）を通して労働者の管理・
監督を制度化すると同時に、他の社会的・階級的利益から自立した組織として活動した。 
 1979 年 5 月にはアパルトヘイトを支える人種差別的労働法制の改善を求めた「ウィー
ハン委員会(Wiehahn Commission)」によって、労働組合の結成及び参加をアフリカ人労
働者の権利として認めるよう勧告が出された。しかしこの委員会の意図は、出現し始めた
アフリカ人労働組合運動を監督し、政治的な反アパルトヘイト運動と結びつくことを防ぐ
ことであった。実際、これと時を同じくして労働組合と政治的集団との関わりを非合法化
する法案も提案された。つまりこの改革は、労働組合をフォーマルな労働市場制度に統合
すると同時に、登録しない組織を抑圧することでもあった。そのため、労働組合側はウィ
ーハン勧告に対して、「登録して政府の公的監督を許容するのか」、あるいは「抵抗して政
府との取引権利を放棄し、抑圧に直面するのか」を迫られた(Habib and Valodia 2006, 
p.229)。結果として FOSATU は、アパルトヘイト労働システムへの統合の危険を認識し
ながらも登録することを選択し、他の労働組合は登録を拒絶した。この勧告をめぐる労働
組合内部の論争は、「労働組合として労働者の雇用条件の確保など本来の役割を重視するの
か」、あるいは「アパルトヘイト体制への抵抗運動のようにより大きな政治的目的のために
活動するのか」という論争でもあり、COSATU が結成された後々まで悩ます問題となっ
ていった。 
 そのため 1985 年に結成された COSATU は、その結成当初から異なる 2 つのイデオロ
ギーを内包した。それは「労働者主義」と「ナショナリズム」と呼べるものでもあり、組
織的・政治的原則としては労働者組織としての確立や職場代表の選挙による選出（内部民
主主義の重視）、非人種差別、政治組織からの自律などが含まれたが、明確な政治的立場の
確立ができないまま他の組織とつながりを持たざるを得なかった。特に反アパルトヘイト
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抵抗組織であった UDF や ANC といった政治組織との結びつきは、80 年代後半からより
密接になっていった。つまり COSATU は内部におけるイデオロギー的分裂を抱えながら、
アパルトヘイト末期における国内外の民主化要求の趨勢のなかで、不可避的に政治的色彩
を帯びた活動を加速せざるを得なかったのである。その過程において 90 年代初頭、
COSATU は ANC との同盟を結び、その重要な支持基盤として活動し、ANC 政権の樹立
へ貢献したのである。 
民主化後において、COSATU が ANC との同盟や NEDLAC への参加を通じて労働者の
利益、そして場合によって貧困者のような社会的弱者にとって望ましい環境を整備するこ
とに力を入れているのは、社会的組合主義が現在も重要となっている表れでもある。つま
り、アパルトヘイト時代、社会的組合主義は体制の外側において他の組織と連携して運動
する行動原理であったものが、民主化後は体制内部において目的を達成するための行動原
理としても活用され出したのである。 
 
2. 経済政策の変更と労働組合の危機 
民主化後の新政権において COSATU は、1995 年の労働関係法(Labour Relations Act)
や1997年の雇用基本条件法(Basic Conditions of Employment Act)などの法案制定を通じ
て労働三権の保障や解雇自由の制限など、労働者の権利の獲得や労働環境整備、RDP の採
用など大きな成果を達成してきた(Seekings and Nattrass 2011, p.346)。特に RDP は新政
権の重要な経済戦略であるとともに、新生南アフリカにおける社会的・経済的公正の達成
や、人的資源の開発、ベーシックニーズの充足等を成し遂げるための重要な戦略的枠組み
でもあり、COSATU も望んだものであった。 
しかしながら、南アフリカが国際社会に復帰すると同時に、国際経済のなかに統合され
る過程で、グローバル化の現実と RDP の目指す再分配重視政策との両立の困難さが浮き
彫りになった。産業界からの要求や財政赤字の問題に直面した政府は、新自由主義的経済
戦略である GEAR へ戦略転換を図り、再分配よりも自由市場での生き残りと経済成長を重
視する姿勢へと変化した。 
 経済政策の転換に関しては、1996 年頃から経済界を中心に要請が強まったが、NEDLAC
において再分配政策の維持を求める労働組合側との間での対立が顕在化した(Webster 
1998, pp.55-56)。政府は当初、両者の対立を受けあいまいな態度であったものの、通貨の
下落など経済環境が変化するなかで新自由主義政策への転換へと傾いて行った(Lund 
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2008, p.86)。GEAR を求める声は経済界からだけでなく、IMF など国際機関からも求め
られており、アパルトヘイト後において南アフリカ経済が国際経済のなかに戻るために必
要な政策であった。RDP の作成にあたって COSATU は労働者代表として深くかかわった
が、GEAR が打ち出された際に何一切相談も受けていなかった。その理由として、GEAR
が単なる経済政策としてだけでなく、雇用制度の柔軟化も含んでいたことが影響した。民
主化後の労働関係制度は、経済界からあまりにも労働者寄りであると考えられてきた
(Cherry 2006, p.146)。 
このようなことから ANC は 1999 年の選挙後、経済戦略の転換に沿うようにより労働政
策を柔軟なものにするために、労働関係法及び雇用基本条件法の改正を実施しようとした。
そのため GEAR の採用の段階において、雇用の安定を求める労働組合側からの激しい反発
を予想した政府の意図に沿って、NEDLAC において経済政策の転換に関する議論がされ
なかったのである(Seekings and Nattrass 2011, p.347)。 
GEAR の採用に見られるように、ANC の指導者たちは経済戦略として徐々に左派的政
策志向から脱却し、保守的な政策を重視してきた(Buhlungu 2005, p.710)。このような政
権の左派的な政策の修正に対して、COSATU 及びその構成員たちの姿勢はあいまいであ
った。GEAR の採用に対して、ときにストライキを行うなど明確な反対姿勢を示すことに
加えて、COSATU 内部においては ANC との同盟を解消すべきだという声も聞こえてきた
(Schiavone 2007, p.382)。しかしその一方で、ANC との同盟から多くの利益を得ている事
実から、COSATU 内部の圧倒的大多数の構成員は同盟を支持し、同盟を維持することを
通じて一定の影響力を行使することが重要であるとの認識も示してきた
79
。民主化による
政策形成過程への参加が許されるようになって以来、正規雇用者は多くの恩恵を受けてき
たことは事実であるが、一方で労働組合としての COSATU の力は低下してきたと指摘さ
れている(Buhlungu 2008, p.32)。それは GEAR の採用後、南アフリカがグローバル市場
へ加速度的に統合され、その統合が南アフリカ内部の労働市場及び環境の再編を伴ったこ
との帰結であった。 
 1970 年代の経済成長の主要な要因であり、労働組合の主体でもあった鉱業や製造業は
80 年代以降生産高が減少し始めた。そこに経済危機が加わったことにより、アパルトヘイ
                                                  
79 例えば 1998 年に行われたサンプル調査によれば、1999 年選挙において 75%の構成員が ANC との同
盟を支持すると回答した。また支持する理由として、70%の構成員が労働者の利益を守れるからと考えて
いた。(Wood 2002, p.135)。 
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ト体制末期には貿易自由化が始まり、南アフリカ産業は国際経済構造へ組み込まれ始めた。
そして 90 年代の金融自由化や、民主化後の新政権による GEAR の採用は、南アフリカの
自由資本主義経済への統合を加速させるに至るとともに、COSATU に対しても大きな影
響を与えることになった。一つには、GEAR 政策が開始された 1997 年から 2001 年の期
間において、正規雇用者数は 640 万人から 680 万人の間でほぼ横ばい状態が続いていた
(Habib and Valodia 2006, p.233)。一方で、同時期の失業者数は 97 年の約 245 万人から
2001 年の 452 万へ増加し、またインフォーマル労働者数も約 97 万人（97 年）から 187
万人（2001 年）へ増加してきた。つまり新自由主義政策による国際経済への本格的統合が
開始されて以降、新規雇用の創出ができていないばかりか、労働者のインフォーマル化や
失業者数の増加という結果がもたらされたのである。 
 
(出所)Devey, Skinner and Valodia 2006, p.231 より筆者作成。 
 
また労働者の実態として、熟練労働者や高熟練労働者数は増加したが、COSATU の主
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図5-1 南アフリカ雇用形態推移(1997-2003)
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要な構成員（未熟練労働者や準熟練労働者）が企業の人員整理の対象となった。全ての産
業において未熟練労働者や準熟練労働者は減少しているが、80 年代以降の貿易自由化の影
響を受けてきた鉱業労働者に至っては、85 年から 2002 年にかけておよそ半分まで減少し
た(Habib and Valodia 2006, p.234)。また COSATU の結成以来、主要な支持基盤であっ
た全国金属労働組合（National Union of Metalworkers of South Africa : NUMSA）は 97
年から 2003 年のわずか 6 年において、22 万人から 17 万人へと相当数減少している。 
民主化後の COSATU の年齢別構成員数に関して言えば、36 歳から 45 歳の集団の構成
員数が増加しおよそ 4 割を占める一方、35 歳以下の構成員はほとんど増加していない
(Buhlungu 2008, p.35)。つまり若者の雇用機会が失われてきていることを明らかに示して
いる。90 年代の ANC 政権による経済政策や、鉱業及び製造業の衰退、労働者登録数の減
少は、COSATU の伝統的な支持基盤を失わせるとともに構成員の変化をもたらしてきた
と言える。 
 このような COSATU 内外の環境変化に加えて、97 年の GEAR への経済戦略の転換と
その過程で生じた ANC との対立は、かつてのアパルトヘイト体制期に見られた、体制外
部で協力者と連携して運動を行うという戦略的オプションを復活させる機会となったと考
えられる。実際、COSATU の将来的活動方針を検討したセプテンバー委員会において、
組織化されていない社会的弱者を COSATU が代弁し、同盟を組みながら再分配政策を再
び求めることが、明確に述べられた
80
。 
ただしこの同盟の相手には特に ANC の名前が含まれたことから、COSATU は ANC と
の同盟を維持することを最優先にし、基本的には体制内部での政策実現を重視したと推測
される。実際、1999 年、2004 年の選挙において ANC との政策的相違を認めながらも、
ANC に対する支援を行った。しかしそれと同時に、保健医療や住宅、農村開発の分野等
において、その発展に貢献するためには社会的連帯が重要である点も指摘し、アパルトヘ
イト期の大衆動員を可能にした社会的組合主義の伝統を積極的に活用することも宣言され
た。このことからも明らかなように、1996 年頃を境に、COSATU は「体制内部での ANC
との同盟」と「体制外部での市民社会との連携」という 2 つの行動を活発化させていった
と考えられるのである(Webster 1996, p.3)。 
 
                                                  
80 セプテンバー委員会の提言内容については、COSATU ホームページを参照、
[http://www.cosatu.org.za/show.php?ID=2133]（参照 2013 年 8 月 3 日）。 
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3. ポスト・アパルトヘイト期における社会運動の拡大 
アパルトヘイト時代、南アフリカにおける社会運動は反アパルトヘイト運動と深く結び
ついたものであった。しかし民主化後において、労働組合やコミュニティ組織の活動は電
気や住宅といった生活に関わる問題や、エイズ治療や社会手当といった社会保障に関わる
問題など特定の分野に関する抗議活動として生じている(Webster and Buhlungu 2004; 
Pillay2006; Ballard, Habib, Valodia, Zuern 2006; Dawson 2010; 牧野 2006)。社会運動
は、労働組合や住民組織が単独で行うこともある一方で、政治過程により効率的に影響を
及ぼすために協同することも多い。FEDUSA や NACTU が他の市民社会組織との深い繋
がり持ってこなかった一方で、COSATU は 80 年代の結成以来、市民社会組織の活動の保
護者として自らを位置づけ活動してきた(Buhlungu 2003, pp.196-197)。 
例えば治療行動キャンペーン(Treatment Action Campaign: TAC)は南アフリカにおい
て、エイズ患者が適切な治療を受けられるように、COSATU や教会組織、NGO などが連
携して政府に働きかけを行った運動として知られている(牧野 2006)。南アフリカはエイズ
対策において、抗レトロウィルス薬の導入などの面で大きな遅れが見られたが、TAC によ
るデモ活動や、COSATU の働き掛けによる NEDLAC 内でのタスクチームの設置など、結
果として包括的なエイズ治療政策へと結び付いた。 
このような下からの要請及び抗議活動は、民主化直後から見られたと言われるが、より
活発になったのは 90 年代後半以降である(Habib, Valodia and Zuern 2006)。経済のグロ
ーバル化の進行や新政府による外部環境変化への対応の結果として、失業率の増加、イン
フォーマル経済の増加が生じる一方、貧困層の周辺化への対応の遅れへの異議申し立てと
いう形態で民主化後の社会運動は活発化している。このような社会運動は国家への対抗(抗
国家性)というよりも、政策過程へ積極的に関与するという姿勢と捉えられる点において、
抗国家性によって彩られたアパルトヘイト時代の活動とはその特質が異なっていると指摘
される(Buhlungu 2003, pp.197-198)。 
民主化後の社会運動はそれぞれ個別に発生すると同時に、活動最中に相互に協力するな
ど社会運動の重層化が見られる。例えば TAC に限らず、民主化後の土地再分配を求める
「土地なし人民運動(Landless People’s Movement: LPM)」や、「反民営化フォーラム
(Anti-Privatization Forum: APF)81」などの活動は、再分配よりも経済成長を重視した政
                                                  
81 APF は公共サービスの民営化に反対する運動として 2000 年に結成された運動であり、2008 年時点に
おいて 27 のコミュニティ組織や、政治集団、諸個人などによって構成されている(Dawson 2010, p.266)。
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府に対して抗議活動を行う COSATU と、目的は異なっていても連携している(Ballad, 
Habib, Valodia and Zuern 2006, p.2)。ANC一党優位システムである南アフリカにおいて、
与党による政策決定が政府の決定へと直結しやすいため、ANC と同盟を結ぶ COSATU を
ロビー活動に巻き込むことで、このような運動組織は政権内部の情報にいち早くアクセス
できるだけでなく、政策決定過程に直接または間接的に参画する機会を得やすくなるので
ある(牧野 2006, 323 頁)。 
 では COSATU にとってこのような新しい社会運動との連携は、いかなる意味を有した
のであろうか。南アフリカ経済の国際経済への統合や、それに伴う雇用の流動化政策の結
果として労働組合員が減少してことは上述したとおりだが、経済政策の転換によって南ア
フリカの労働市場は「コア」「ノンコア」「ペリフェリー」の三層に分裂してきたと指摘さ
れてきた(von Holdt and Webster 2005; Buhlungu and Webster 2006)。コアゾーンの労
働者は、フォーマルセクターや熟練労働者のように高賃金で良好な職場環境にあり、私的
年金制度など社会保障が整備された労働者である。ノンコア労働者は、半熟練・未熟練労
働者あるいは不定期労働者のように低賃金で年金制度がなく、社会保険及び社会福祉制度
も含め社会保障体制が十分に整備されていない労働者である
82
。そしてペリフェリーはイ
ンフォーマルセクターの労働者や失業者などを含んでいる。 
 南アフリカの労働市場の変化に関して、牧野は「コアゾーンの縮小及びノンコアの拡大」
と「雇用の周辺化(コアからノンコア・ペリフェリーへの移動)」の二点を示している(牧野 
2007, 159 頁)。実際 1994 年から 2004 までの間において、COSATU 構成員に占める未熟
練労働者の割合は 30%から 12%まで減少し、また半熟練労働者の割合も 30%から 26%に
減少してきた(Buhlungu and Webster 2006, p.255)。これに対して熟練労働者の割合は
21%から 42%へ、管理職の割合も 4%から 9%へと増加している。 
しかしこのようなコア層労働者の構成割合の増加が、必ずしもエリート層からの支持に
繋がっているわけでもなく、エリート層との関係で言えば、他の労働組合との競争にさら
されている。特に COSATU は歴史的に知識人からの支持も受けて活動を行ってきたが、
                                                                                                                                                 
APF は賃金や雇用に関する労働闘争と、住宅や水道、電気などに関するコミュニティ運動とを結びつけ
ることを重視している。その背景として、APF が失業者や年金受給者、低賃金労働者などを含めた、社
会において周辺化された人々が多数活動を行っていることが関係している。 
82 牧野はノンコアを構成する労働者が組織化されていない点を指摘しているが、ノンコア労働者のなか
でも半熟練・未熟練労働者は COSATU の構成員の一部である場合もあり、本論文ではノンコアのうち組
織化されていない不定期労働者と分けて考えている(牧野 2007, 159 頁; Buhlungu and Webster 2006, 
p.255)。 
125 
 
近年ではこのような知識人からの支援はNACTUのような公務員や医師などの労働組合な
どに向かっている(Buhlungu 2003, p.197)。したがって、COSATU は本来の主要構成員の
減少に加えて、エリート層からの支持の増加も期待できないことから、貧困層やインフォ
ーマル労働者のようにノンコアやペリフェリーの人々を積極的に取り込んでいくことで、
自らの勢力維持を図ることを重要な戦略としてきたのである(Webster and Buhlungu 
2004, pp.238-239)。そしてそのための活動として、貧困層の生活の問題などに取り組む社
会運動組織との連携を模索してきたものと推察できる。 
 実際新しい社会運動の多くはタウンシップの失業者などノンコアやペリフェリー関係の
人間によって起こされている(Beinart 2010, p.17)。もともと民主化運動は貧困や経済的不
平等を解決することとは別に進展してきてしまったため、社会的あるいは経済的剥奪状況
に置かれた人々が不平等の解決を求めて活動する余地を生み出した。それに加えて、この
ような社会運動自体が、国際機関によって課された経済的制約や、ANC による企業及び
新しく出現した中流層偏重の政策志向であることなど、国家の新自由主義的転換への不満
と密接に結びついている(Beinart 2010, p.5)。したがって、このような点を見ても
COSATU が他の社会運動と結び付きやすい下地が存在したのである。 
 ただし COSATU と他の社会運動との連携が常に成功したわけではなく、その活動の方
向性や手段に関して意見の相違が見られる場合もある。例えば政府の新自由主義政策の一
環である公共サービスの民営化反対運動において、APF は労働者の生活基盤を保護するた
めに公共部門の民営化反対を訴えたが、反政府的立場での活動に関して COSATU は懸念
を持っていた
83
。これは、ANC との同盟も重要な戦略と位置付けている COSATU にとっ
て、APF の行動が急進的過ぎたためである(Buhlungu 2006, p.75)。また社会運動が政策
転換を促した成功例と見られる TAC においても、運動の一環としての反政府的キャンペ
ーンに関しては COSATU による反対があったと言われている。この点に関して牧野は、
「COSATU との協力関係は、制度内でのロビーイングが有効な場合には貴重な資源とな
るが、非制度的な手段に踏み出す場合には足かせにもなる」と指摘している(牧野 2006, 
330 頁)。そのため、社会運動との連携という COSATU の行動戦略は、ANC との同盟に
おいて喪失してきた影響力を補完するものとして重要であるものの、あくまで ANC との
同盟が優先であり、それを脅かさない範囲において他の市民社会組織との連携を模索して
                                                  
83 APF は COSATU や ANC による同盟政治を資本主義志向の政治とみなし、貧困や失業にあえぐ大多
数の人びとにとって利益をもたらすものではないと考えている(Dawson 2010, pp.284-285)。 
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きたと考えられるのである。 
 
第 3 節：SWAPO・NUNW の関係性と NUNW の戦略 
 ナミビアにおける主要なナショナルセンターとして存在する NUNW とTUCNA のうち、
歴史的及び政治的に重要な役割を果たしてきたのは NUNW であった。ナミビアの労働組
合組織化率は全体でおよそ 6 割であるが、業種によって組織化率の幅は大きく、公務員や
鉱業において 6 割から 8 割である一方、農業及びその他の労働セクターでは 2 割以下であ
る(Jauch 2000, p31)。そのなかでナミビア最大の労働組合全国組織である NUNW は、公
務員や農業、繊維産業、鉱業など幅広い分野の労働組合(約 7~10 万人)が加盟している
(LaRRI 2009, p.6)。歴史的にナミビア解放闘争が活発になった 1970 年 4 月に結成され、
独立と民族自決を求めて解放運動の一翼を担った。独立後 NUNW は与党 SWAPO の同盟
組織として、労働関係法の成立など労働者の権利拡充に働き、南アフリカにおける
COSATU 同様に政治の中心となっている。 
一方で NUNW と距離を置いている労働組合もあり、例えば白人による労働組合である
南西アフリカ鉱山労働者組合(South West Africa Mineworkers Union: SWAMU)など、
SWAPO 体制を否定する立場で活動している。このような労働組合による NUNW への批
判は、労働組合が独立性を保てないばかりか、政府に対する監視の役目も果たせないこと
に向けられた(Jauch 2004, p.27)。そのなかで NUNW に次いで規模が大きな組織が
TUCNA である。TUCNA はナミビア人民社会運動(Namibia People’s Social Movement: 
NPSM)とナミビア労働組合連盟(Namibia Federation of Trade Unions: NAFTU)が 2002
年に統合してできた比較的新しい全国組織であり、NUNW が志向する SWAPO との同盟
を拒絶する各労働組合組織が集まって結成された
84
。TUCNA には政府及び地方公務員や、
建設、銀行、通信各業界など 13 団体が加盟しており、加盟者数はおよそ 4~6 万人である
(LaRRI 2009, p.6)。TUCNA の理念としては非人種や非政治を柱としており、労働組合と
しての独立性をなにより強調している
85
。 
 NUNWはSWAPOとの繋がりを通じて重要な役割を果たしてきたと指摘される一方で、
                                                  
84 NPSM は 1992 年にナミビアキリスト教社会労働組合(Namibia Christian Social Trade Unions: 
NCSTU)を中心に結成された労働組合であり、建設業界や銀行業界、漁業業界などの労働者が加盟してい
た。一方 NAFTU は、ナミビア公務員組合(Public Service Union of Namibia：PSUN)を中心に 1998 年
に結成され、教師や地方公務員、通信業界などの労働者が加盟していた。 
85 TUCNA の理念については、ホームページ[http://www.tucna.org.na/]参照（参照 2013 年 9 月 20 日)。 
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実際どれほどの影響を及ぼしたのか不明なところも多く、NUNW が十分な影響力を行使
できていない点を指摘する声もある(Jauch 2000)。独立以後の選挙を通じて、一部の労働
組合員は議会に議席を確保してきたが、政策に関して SWAPO や政府の計画に対して基本
的に賛同するばかりであり、明確に反対を表明することは少ない。この点が他の労働組合
から監視役として不適合の烙印を押される所以であろう。 
 また政策形成においても、特に経済政策の策定は NUNW と SWAPO との関係性に大き
な影響を及ぼしてきた。ナミビアは独立当初から、自由主義経済に基づいた経済体制の構
築を目指してきたが、その目的は人種にかかわらず私有財産を認めることなどを通じて富
の人種間の偏在を改善することであった。ナミビア経済はダイヤモンドなどの鉱物資源や
農業に大きく依存しており、国内総生産の約 3 割、輸出において約 6 割を占めている。一
次産業への過度の依存体系では、資源価格の変動や干ばつなどの環境変化の影響を直接的
に受けてしまうため、製造業などその他の産業の発展が必須となる。 
しかしナミビアにおいて、製造業は国内総生産の約 1 割にも満たず、非常に小さいまま
である。したがって、独立後経済の多角化を目的として、一定の条件を満たす企業に対し
て関税及び法人税を免除し、職業訓練などのへの援助も提供する輸出加工区(Export 
Processing Zones: EPZ)を 1995 年から新設した86。このような優遇措置を受けている産業
としては、木炭工場や衣類工場、自動車部品工場などであり、ナミビア国外への輸出を行
うことが条件とされている。 
 この EPZ 政策に関しては、当初 EPZ 内で労働法が適用されないことなど労働者に不利
な点が見られたため、NUNW は導入に反対した(Jauch 2000)。しかし 1995 年 8 月に開催
された政府・経営者団体・労働組合の三者協議の結果として、一定の妥協が成立して導入
が決定した。妥協点としては EPZ 内でも労働法が適用される一方で、EPZ 内でストライ
キ及びロックアウトが 5 年間非合法化されるものであった。 
 ナミビア経済のもう一つの問題は、アパルトヘイト時代から南アフリカ経済と密接な繋
がりを持ち、深く依存していることである。ナミビアは南アフリカやボツワナ、レソト、
スワジランドと南部アフリカ関税同盟(Southern African Customs Union :SACU)を結成
し、加盟国間で域内関税を撤廃し、共通対外関税を採用している。SACU 内では加盟国間
の自由な商品流通が行われるため、免税と数量制限のない条件で南アフリカとの貿易が可
                                                  
86 EPZ は特定の地域にいわゆる特区として創設されるわけではなく、条件に合致する限り国内どの地域
においても設立することが可能である。 
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能となる。しかし共通関税の税率は南アフリカの意向が強く働くため、ナミビアを含め他
の加盟国の関税自主権が大きく制限されている。ナミビア経済の成長にとって南アフリカ
との関係維持は重要である一方、経済的自律性が非常に制限されてしまっているのが現状
である。 
 このような政治・経済環境に置かれたことによって、NUNW はその存続に対して大き
な脅威にさらされている(Jauch 2000)。民主化過程における NUNW と SWAPO の密接な
繋がりを受けて、新たな政治体制が労働者にとって好ましい体制になるだろうという期待
感が労働者内にあった(Jauch 2010, p.176)。しかし、SWAPO とその協力者として資本家
層が徐々に資本主義へと傾倒していき、新自由主義政策を推し進めるなかで労働者たちの
期待は裏切られ、結果として労働組合は新たな役割を模索する必要に迫られたのである。
新自由主義経済政策の影響による正規雇用者の減少によって、労働組合自体の力が低下し
たことで、「喪失した力をいかにして埋め合わせるのか」ということは特に重要な懸案であ
った。 
 労働力コストを下げるため、そして労働組合の影響力を抑制するために、雇用者は未熟
練労働を非正規雇用へと次々に変えていった(Jauch 2010, p.183)。実際、ナミビア労働力
調査(Namibia Labour Force Survey: NLFS)によれば、2004 年から 2008 年の間で農業者
(-48.6%)、製造業(-11.8%)、電力・ガス・水道(-12.5%)などで軒並み労働者数が減少してい
る。しかし南アフリカと異なり、インフォーマル労働者数の割合は年々減少傾向にあり、
1997 年 33.1%であった割合は、32.9(2000 年)、24.3%(2004 年)と減少し、2008 年の労働
力調査では 15.9%であった。全体の雇用者数が 1997 年の 40 万人から 2008 年の 33 万人
まで減少していることや、2008 年の失業率が 51.2%であったことを考えればインフォーマ
ル経済にすら従事できない人々が多数存在することが明らかである。ただしインフォーマ
ル労働者の減少傾向に関しては異論もあり、減少ではなく増加傾向を指摘する研究もある
(Jauch 2004; LaRRI 2009)。 
インフォーマル労働者の割合傾向に関して意見の対立はあるものの、インフォーマル労
働によって生計を立てざるを得ない人々が多数いることは疑いがない。例えば 2001 年に
行われた労働省(Ministry of Labour)による調査によれば、およそ 8 万 5 千人がインフォ
ーマル労働者であり、全世帯のうち約 57%の世帯がインフォーマルな経済活動による収入
で生活する状態であった(Ministry of Labour 2004, p.3)。インフォーマル労働者の多くは
女性と若者であり、特に若年層の失業率が高いナミビアにおいては正規雇用が難しいため
129 
 
インフォーマルセクターに流れている(LaRRI 2006)。しかしながら、このようなインフォ
ーマル労働者が組織化されていることは稀であり、労働資源調査研究所(Labour Resource 
and Research Institute: LaRRI)によるインフォーマル労働者への聞き取り調査によれば、
調査対象のおよそ 97%が労働組合に一切加盟していない(LaRRI 2006, p.25)。 
NUNW は SWAPO との同盟や政労使間の対話に行動が規定されるため、労働運動とし
ての活動が比較的組織化がされている正規雇用者（特に鉱山労働者や漁業、公務員）の雇
用条件の扱いに限定されがちである。そのため農業や家庭内労働者、そしてインフォーマ
ル労働者など組織化が十分でない労働者に十分配慮できていなかった。そのため、NUNW
は新たな役割として、インフォーマルセクターなど組織化が十分でない労働者の利益も含
めて、より広範な社会経済問題に取り組むことを目指してきた。その一つの戦略として、
社会的に弱い立場の人々のために活動する市民社会組織との関係性の強化が強調された。
例えばアパルトヘイト時に収奪された土地を再分配する改革のために、ナミビア NGO フ
ォーラム(Namibia NGO Forum: NANGOF)やナミビア全国農業者組合(Namibia 
National Farmers Union: NNFU)との間で同盟を結び、政府に対して請願書を提出するな
ど行動している(Jauch 2000)。 
ナミビア労働組合の歴史的な特徴として、アパルトヘイト時の契約労働制度の関係上、
農民と都市労働者との間には密接な繋がりが存在した(Mbuende 1986)。契約労働制度にお
いて、ナミビア人は一定期間(12～18 ヶ月間)のみ白人所有農場や鉱山で働くことが許され
たが、契約が切れた労働者は居住地に戻され、再度契約過程を経なければ労働が許されな
かった(辻村 1996, p.9)87。したがって、民主化以前においてナミビア人農民と労働者の境
界は明確なものであったわけではなく、時に農民、時に労働者として存在したのである。
このような歴史的な繋がりがあることが、他の市民社会組織との連携が模索されやすい下
地になっているとも考えられる。 
またインフォーマル経済への関心は、フォーマル経済における新規雇用の拡大が期待で
きないことから高まってきた(LaRRI 2009, p.26)。インフォーマル経済は、フォーマル経
済で雇用されない人々にとって収入を獲得するための重要な労働場所であるが、インフォ
ーマル労働者は一時的にそこで働いているというよりも、長期的に居続けざるを得ない傾
                                                  
87 アフリカ人は南西アフリカ原住民労働協会(South West African Native Labour Association: 
SWANLA)に登録し、健康状態や体格、年齢などによって A~C 級に分類され、この分類によって仕事が
割り当てられた。 
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向にある。LaRRIの聞き取り調査によれば、84.8%の対象者が正規雇用から流れてきた人々
であり、72%の人が3年以上インフォーマル労働に従事していた(LaRRI 2006, p.18, p.34)。
また、このような人々の 85%が社会保障制度によって一切保護されていないことも明らか
となっている(LaRRI 2006, p.24)。 
 NUNW にとってインフォーマル労働者は正規雇用者の受け皿としてだけでなく、潜在
的な労働組合員として組織の基盤強化に貢献するものとして考えられてきたため、近年の
関与強化につながっている(LaRRI 2006, p.65)。例えば、インフォーマル労働者のなかで
集まって結成されたナミビア小商工業者協会(Namibia Small Traders Association: 
NAMSTA)との間で 2007 年に覚書が交わされている。そこでは NUNW が NAMSTA の利
益となるような政策を政労使間の対話のなかで表明することや、住宅や保健など社会保障
分野へアクセスできるように行動することなどが含まれていた(LaRRI 2009, pp.27-28)。 
 NUNW とインフォーマル労働者組織との関係が深まる一方で、インフォーマル労働者
内に労働組合への信頼が十分確保できていないことや、そもそも労働組合というものを知
らない人々も多く存在する(LaRRI 2006, pp.25-26)。そのため労働組合に関する知識の伝
播などの活動が必要となっており、今後どの程度インフォーマル労働者を取り込めるかは
不透明な面もある。しかしながら、南アフリカ同様、NUNW は SWAPO との関係におい
て影響力の低下が顕在化しており、その危機を乗り越えるための戦略として他の市民社会
組織との連携強化を模索し、喪失してきた力の補完としようと模索してきたのである。 
 
第 4 節：労働組合の従属性と社会福祉制度  
 これまで南アフリカとナミビアの政労使間関係、特に政党と労働組合の関係性と労働組
合の戦略に焦点を当てながら分析した。南アフリカとナミビアは一党優位体制のもと、労
働組合と経済界、そして与党が政策形成において対話を保持してきた点で類似している。
また労働組合が与党の重要なパートナーである一方で、その影響力が徐々に低下してきた
点においても類似している。ではこのような労働組合の力の低下によって同盟関係が変質
するなかで、社会福祉制度の形成にどのような影響があったのであろうか。 
 南アフリカの場合、同盟は必ずしも言葉通りに強固なものではなく、その実態は同盟形
成者間の結び付きを表明上装っていながら、その中身はアクター間の緊張状態や戦略的相
違が存在し、それが徐々に大きくなっていったものと考えられる(Buhlungu 2005, p.709)。
現在の同盟は、社会民主主義の蜜月期の影をなぞっているだけだとする意見もある
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(Buhlungu 2005, p.716)。実際、ポスト・アパルトヘイト期の政策志向は、時を経るにつ
れ経済界にとって好ましい政策(新自由主義)へと傾倒してきている(Seekings and 
Nattrass 2011, p.352)。当の COSATU 自体、94 年の民主化以降の同盟の揺らぎについて
大きな懸念を有しており、政策の策定の段階において組織的な力を十分に生かし切れてい
ないこと、その結果として社会的役割を担うことが困難となり、さらに言えば孤立を招き
かねない点を指摘していた
88
。このような環境変化への対応として、COSATU は「体制内
部での ANC との同盟」と「体制外部での市民社会との連携」という 2 つの行動を活発化
させていったと考えられる 
COSATU は民主化の重要なプレイヤーであったが、民主化後その位置付けは徐々に周
辺化されてきた。民主化過程において、COSATU の周辺化はまず ANC の一パートナーと
しての役割として顕在化し、その次に他の市民社会組織のような一組織へとその力を低下
させていったものとして考えられる。ただマージナルな位置へと徐々に置かれていても、
同盟内部に留まることで一定の発言力を保持することが重要であると考えられてきた。実
際 1994 年から 2005 年にかけての労働組合員の同盟への認識を見た場合、3/4 の人々が同
盟及び ANC 政権を支持している(Buhlungu 2006)。COSATU は ANC との同盟や
NEDLAC への参加を通じて、経済界が懸念を示すほど労働者に好ましい政策を勝ち取っ
てきたことは事実である。しかしその一方で、再分配政策よりも経済成長重視という国家
の新自由主義化への偏重と、その影響として労働組合を代表とする左派勢力が周辺化した
ことによって、左派が望む形での貧困対策が促されなくなってきたことも事実である。 
アパルトヘイト時代、南アフリカは 2 つの亀裂が明らかであった(Seekings and 
Nattrass 2005, p.377)。1 つは「資本家及び中産階級を含む富裕層」と「労働者階級」と
の間の亀裂である。もう 1 つは、「仕事を持っている人々」と「失業者及び貧困層」との
間の亀裂である。民主化後の南アフリカはアパルトヘイト時代の遺制をそのまま受け継い
でしまった。社会保障制度もまたこのような亀裂に沿って構築されたように、正規雇用者
には私的年金制度や医療制度が整備され、基本的に働けるものは働いて自らの保障体制を
整えることが求められた。一方高齢者や児童など働けない人々に対しては、社会手当など
の公的支援を通じた保障体制が築かれた。しかし農業従事者や失業者、インフォーマル労
働者など十分な所得を稼ぐことができない人々に対しては、社会保障体制が構築されてい
                                                  
88 COSATU の同盟に関する認識については、COSATU ホームページを参照
[http://www.cosatu.org.za/show.php?ID=2090#ALLIANCE%20PROGRAMM ]（参照2013年8月2日）。 
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ないのである。 
 NEDLAC は労働分野に関して政労使間の合意形成を促し、政策の速やかな形成、実施
において有効な機関であった。しかしながら、雇用形態の流動化が促進され、非正規雇用
や失業者が増加するという環境変化において、NEDLAC はセーフティーネットの形成に
関して十分な機能を果たしたわけではない。それよりもむしろ労働組合や他の社会運動の
連携による政府への働き掛けがより重要であった(牧野 2007, 168 頁)。以上の点から考え
ても、社会保障分野に関して NEDLAC の役割は限定的なものであった。 
 しかし労働組合などの社会運動による活動が重要であった一方で、社会福祉制度が左派
勢力の要望通りに形成されてきたわけではない。BIG 論争から明らかなように、政府によ
る反応は既存の社会手当(特に児童扶養手当)の給付範囲及び額の拡大であり、それに加え
て公共事業プログラム(Public Works Programme：PWP)による失業者の一時的雇用創出
であった。特に PWP に関しては 1999 年時点で 24 万人の雇用創出があったが、2004 年
に ANC の選挙公約として 5 年間で 100 万人規模での雇用創出を図ることが発表されてい
る(Webster 2011, pp.166-171)。これは BIG への代替政策でもあり、現金給付政策はあく
までも働くことができない人々のためのものであるという従来の政策志向が維持されたも
のである(牧野 2005, 181 頁)89。 
南アフリカにおいて社会手当が資力調査つきのままである点や、BIG の導入論議を
COSATU の周辺化を考慮した場合、異なる見方もできるであろう。同盟形成者の一員と
して参加していることで、南アフリカの社会扶助の発展が COSATU の影響力として結論
付けやすい。しかしその実態を見た場合、COSATU の相対的な力の低下によって、ANC
は保守的な政策を実施することも可能となっており、財政的観点なども含め社会手当を資
力調査付きのままで維持することが可能であった。また BIG の導入に関しても同様であり、
BIG を導入しない代わりに PWP や社会手当額・範囲の拡大に政府が応じたことは
COSATU への配慮というよりも、選挙においてより多くの市民から支持を集めるための
政治的判断であったとも考えられる。 
 ナミビアにおける政党と労働組合との関係も、南アフリカと同様に、民主化後の政治環
境そして経済環境の変化によって NUNW は徐々にその力を低下させてきた。ナミビアの
                                                  
89 公共事業プログラムの拡大に関しては、2003 年に NEDLAC において政労使間で合意がされていた
(Webster 2011, p.169)。このような点から COSATU 自体も雇用形態の流動化を前提とした政策形成志向
であったと考えられる。 
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場合、独立後の経済政策として当初より新自由主義に沿った政策を採用してきたが、この
点に関しては政労使間の間で一定の妥協が成立していた。そもそもナミビア経済が南アフ
リカ経済と深く結びついた状態であることを考慮すると、ナミビアは経済政策として国際
経済体制への統合という道以外の選択肢はなかったように推察される。アパルトヘイト体
制下での人種差別的な契約労働制度の廃止や、アフリカ人への土地の再分配など政治課題
を解決するためにも私有財産制度及び柔軟な労働制度などの改革がなされたが、制度改革
は新自由主義経済政策に必要な制度でもあった。 
 このような経済政策は、独立後 15 年の間で年平均約 4.3%の実質 GDP 成長率をもたら
し、貧困率の改善などに貢献してきた。しかしその一方で、国内における失業率は平均
24.8％と非常に高いだけでなく、2007 年時点で約 38%を記録し、厳しい雇用情勢となっ
ている。正規雇用の劇的な増加がもたらされているわけではなく、柔軟な雇用政策の結果
として未熟練労働分野などでは非正規雇用が増加している。厳しい雇用情勢は NUNW の
構成員の減少をもたらしたが、職を失った人々のなかからインフォーマル労働者へ流れる
ケースが増えている。このような点から NUNW がインフォーマルセクターへの関与を強
化するわけだが、このあたりの事情は南アフリカ同様であろう。 
 南アフリカとナミビアにおいて、労働組合によるインフォーマルセクター及び社会的弱
者への関与は、社会保障分野では BIG の導入運動の活発化へと繋がっている。南アフリカ
では PWP を拡大することで新規雇用創出と BIG の代替としているが、ナミビアにおいて
このような公共事情プログラムは近年始まったばかりである。ナミビアの公共事業プログ
ラムは、「雇用と経済成長のためのターゲット介入プログラム(Targeted Intervention 
Programme for Employment and Economic Growth: TIPEEG)」と呼ばれるものであり、
2011 に導入が表明された(National Planning Commission 2011)。 
 もともとは 2010 年 8 月に国家計画委員会(National Planning Commission: NPC)によ
る計画を基にしたものであるが、その目的は失業率の減少のために 2011 年から 2014 年の
間に 104000 の雇用を創出することであった。そのための予算として 147 億ナミビアドル
(インフラ事業含む)が決定している。TIPEEG の対象とする優先セクターは農業や輸送、
住宅・公衆衛生、観光業などであり、関連インフラの整備だけでなくその業界の成長に向
けた投資となっている。貧困世帯への影響という観点から言えば、実際の雇用の問題とし
てだけでなく、例えばバラック小屋を新規住宅へと変えることや、上下水道設備が整って
いない地域の発展などを通じて生活環境の改善が見込まれる。インフォーマル経済で生活
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せざるを得ない人々にとっても大きな利益をもたらす可能性がある。 
ではこれは南アフリカにおける BIG への代替と同様の機能があるのであろうか。残念な
がら、ナミビアにおいて TIPEEG がどの程度 BIG 導入議論と繋がりがあるのかは現時点
で不明である。まだ十分な評価がなされておらず、今後の分析によって明らかになるであ
ろうが、南アフリカと同様の意味付けがなされる可能性は否定できない。ただ本章の分析
で明らかになったことは、両国とも労働組合が喪失した影響力を補完する過程で、これま
で国家によって十分な社会的保護を受けていない人々の声を代弁し始めていることである。
与党と深い関係性をもつ労働組合だからこそ、政党や経済界との対話のなかで効果的な役
割を果たせる利点がある。しかし政党との関係性において、その従属性が不可避となって
いるため、ANC や SWAPO が主体的に作る政策を根本から覆すほどの力は見せられてい
ない。 
両国における違いがあるとすれば、南アフリカの場合、COSATU が目指す BIG の導入
は既存の選別型年金手当の改革を含んだ根本的な社会福祉制度改革になる点である。一方
ナミビアの場合、すでに高齢者に関しては普遍型の年金制度が整備されているため、年金
制度の改革を必要としない現金給付制度の導入という形態になる。影響力の低下し政党に
従属せざるを得ない労働組合にとって、主体的な制度改革ができない以上、特に南アフリ
カの場合はナミビア以上に BIG の導入への障害は大きいと推察される。
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終章：結論、考察、今後の課題 
 
はじめに 
本博士論文は、国内において深刻な貧困を抱えたなかで社会福祉制度を発展させてきた
南アフリカとナミビアの事例比較を通じて、両国が形成した社会福祉制度の類似点及び相
違点を示し、それを生み出した要因を分析した。そのなかでも特に両国の違いが明確であ
る老齢年金手当及び制度の発展に関して、アパルトヘイト時代からの経路依存性と、政党
及び労働組合の選好の違いに分析の焦点を当てた。終章では、まず序章の問題意識に立ち
返りつつ本論文の結論をまとめる。そして両国の比較分析から得られた知見を基に残され
た問いについて考察し、今後の課題を提示する。 
 
第 1 節：論文の主な結論  
 これまで社会保障制度の発展に関する研究は、先進福祉国家における形成要因や分配結
果についての研究蓄積が中心であった。しかしながら近年、途上国における社会保障制度
を対象とした研究として、政治体制との関係性を示したものや、社会的アクターの選好及
び政権の置かれた政治状況との関係性について焦点を当てたものなど徐々に蓄積されてき
ている。途上国における研究はラテンアメリカやアジア、中東欧地域で盛んである一方、
サハラ以南アフリカ地域を対象とした研究はこれらに比して遅れているのが現状である。 
 途上国における社会保障研究が発展し始めた背景として、1980 年代及び 90 年代におい
て民主化や経済的自由化など政治・経済環境が激変したことにより、政治体制などの問題
から貧困といった途上国が抱える政治課題へ関心が移ってきたことが影響している。多く
の途上国において一時的な貧困対策としてではなく、市民の「社会権」として社会保障制
度を整備することが求められてきたことにより、それぞれの地域において特徴の異なる制
度が発展してきた。したがって、途上国の社会保障研究は、まず制度の地域的特徴などを
明らかにするために発展してきたと指摘できるであろう。 
 社会保障制度が整備される条件の一つとして、ある程度の経済発展が必要であるが、他
地域に比べて経済発展が遅れたアフリカ地域においては、国家として社会保障制度を整備
してきた国家は非常に少ない。多くのアフリカ諸国においては、1980 年代の構造調整政策
によって、経済破綻を防ぐために政府支出を大幅に減らす必要性に迫られたため、国家と
して社会保障制度を整備する環境にはなかった。それに加えて、1990 年代以降のアフリカ
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諸国における政治課題は、この 80 年代において犠牲になった保健や教育などの社会開発
に力を入れることで貧困削減を図ることにあった。しかし近年、他地域において、現金給
付による社会的保護が貧困削減に効果的であると明らかになってきたことにより、アフリ
カ地域においても長期的で定期的な現金給付による貧困削減への動きが広がってきたので
ある。 
 南アフリカとナミビアは、サハラ以南アフリカ地域においてこの現金給付制度を公的な
制度として最も成功させた国家である。一般的に社会保障制度には、健康保険など雇用者
と被雇用者の拠出負担を基礎とする社会保険制度と、児童手当や障碍者手当のように国家
の税金を基礎とする非拠出型の社会扶助制度が含まれる。アフリカ諸国において、拠出型
の社会保険制度が柱とされることは少なく、むしろ公的制度が形成される場合、南アフリ
カやナミビアのように非拠出型制度を中心とすることが多い。その際重要となるのは、タ
ーゲットをどこに置くかということであり、「選別型」か「普遍型」という選択を迫られる。 
 本論文では類似した歴史的背景、社会・経済環境にありながら、異なる非拠出型制度を
構築した両国を分析することで、今後他のアフリカ諸国の制度形成に影響を及ぼす可能性
のある要因を明らかにしようとした。そのために本論文では、両国において異なる制度軌
道を生じさせた要因を歴史的な制度形成が現在に影響を及ぼすという「経路依存性」、そし
てその後の制度分岐に影響を及ぼす「アクター間の関係」の 2 点から分析した。特に、ア
クター間の関係については、民主化後のアフリカ諸国に特徴的な一党優位政党システムに
おいて、支配政党とその同盟である労働組合との関係性を中心に分析した。これまでの分
析から得られた主な知見を、序章で提起した問題関心に立ち返りながら要約すると以下の
通りである。 
 
(1) 南アフリカとナミビアは、いかなる経緯のもとで社会福祉制度を形成し、
なぜ他のアフリカ諸国よりも先んじて公的制度として整備することが可能
であったのか。社会福祉制度の形成及び拡大に関して、両国の共通点とは
何であったのか。 
 
 南アフリカとナミビアが、どのような経緯で社会福祉制度を発展させたのかに関して、
両国の社会状況(第 2 章)、歴史的経緯(第 3 章)、一党優位システム(第 4 章)、アクター間関
係(第 5 章)に分けて分析を行った。両国の共通点に関して簡単に整理すると次のようにな
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る。 
 まず両国の置かれた社会状況に関して、両国は他のアフリカ諸国同様、失業率及び貧困
率が他の途上国に比べて非常に高い状況にあり、民主化後及び独立後の新政権にとってそ
の改善が最優先の政治課題となっている。この社会状況は南アフリカのアパルトヘイト政
権下において、労働政策など多様な領域で人種隔離政策が実施されたことによって、人種
間及び民族間の政治的・経済的格差が生み出されたことに原因の一つがある。 
 第 3 章で明らかにしたのは、この歴史的な格差の形成が社会保障分野においても明確に
行われており、特に老齢年金手当及び老齢年金制度を始めとする社会福祉制度は、給付対
象者や給付額の格差が意図的に作り出されたことであった。両国とも社会福祉制度は、ま
ず白人の対象者のために形成されたが、反アパルトヘイト運動が活発化するなかで、社会
秩序の回復などアパルトヘイト体制をより強化するという目的のためにアフリカ人にも拡
大された。 
民主化後、両国における新政権のもとで社会保障制度の改革が議論されたが、基本的に
アパルトヘイト時代の制度の骨格を引き継ぎ、その制度の「格差を是正する」という観点
で改革が行われた。ハッカーのマトリックスに従えば、両国において既にアパルトヘイト
時代の社会福祉制度にアフリカ人が含まれていたこともあり、根本的な改革である「制度
廃棄/置換」ではなく、「制度転用」が選択された。つまりアパルトヘイト体制から民主主
義体制への移行に伴い、制度の経路依存性が働いたことになる。このような制度変化を促
したアクターとして、南アフリカにおいては ANC、ナミビアにおいては SWAPO が政策
形成の主導的役割を担った。そしてこの両政党を同盟パートナーとして支えてきたのが、
COSATU 及び NUNW といった労働組合であった。 
 制度変化を促したアクターのうち、第 4 章では両国の与党である ANC と SWAPO に分
析の焦点を当て、両政党が社会保障をどのように位置付けたのか、その選好を明らかにし
た。両政党とも選挙で常に圧倒的勝利を収め、議会において 2/3 以上を占める。この一党
優位システム下において、両政党はまず開発政策との関連において社会保障整備に取り組
んできた。南アフリカの場合、開発型社会福祉の考えのもと、経済発展と社会開発との連
関を重視し、そのための政策として各種社会手当を位置付けた。しかしながら、ムベキ政
権における新自由主義的経済政策を採用した結果、ANC は支持基盤である COSATU を筆
頭とする同盟内左派勢力からの強い反発を招き、党内の権力闘争を生じさせた。その対応
として近年の ANC 政権はアフリカ人中流階層などが望む新自由主義政策を維持する一方
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で、左派勢力への配慮として社会扶助を拡充することで同盟内のバランスを取ってきた。 
それに対してナミビアの場合、SWAPO 政権によって社会開発のための政策として社会
扶助制度が整備されたが、南アフリカのような同盟内からの強い反発への対応という意味
付けは見られなかった。また両国において社会保障分野に対する市民の関心が高くなるに
つれ、野党との選挙競争を勝ち抜くための手段としても社会扶助制度の拡充を位置付けて
いた。 
 第 5 章においては、ANC 及び SWAPO の同盟パートナーである労働組合に特に焦点を
当て、政党との関係性が労働組合の選好及び行動戦略にどのような影響を与えたのか、そ
のなかで社会福祉制度の形成がどのように影響されたのか分析した。COSATU 及び
NUNW は、それぞれ ANC と SWAPO のパートナーとして政策形成に影響を与えてきた。
しかし両労働組合とも民主化及び経済のグローバル化の影響を受け、政党に対する影響力
が徐々に低下した。両国とも新自由主義経済政策の結果として、正規雇用の減少とインフ
ォーマル労働者の増加が問題となってきたが、労働組合にとっては自らの生存を脅かす危
機であった。  
COSATU・NUNW はともに、喪失する力を補完する目的で他の市民社会組織と連携し、
BIG のように失業者やインフォーマル労働者を含む新たな社会福祉制度の創設を求める
ようになった。両国における近年の社会福祉制度の拡充は、このような社会運動への一定
の配慮として理解することができる。しかしその一方で、両労働組合とも政党へ従属せざ
るを得ないために、必ずしも望むような政策を実現できていないのである。 
 
(2) 両者の老齢年金手当及び制度に関して、選別型と普遍型との制度分岐を生
じさせたものは何であったのか。両国における相違点とは何であったのか。 
 
 南アフリカとナミビア両国における社会福祉制度の発展に関して、両国とも歴史的な制
度の経路依存性、与党と労働組合との関係性といった点で共通性が見られた。ではなぜ両
国の老齢年金制度に制度分岐が見られるのか。両国の分岐を促した相違点に関しても、経
路依存性とアクター間の関係性からまとめると次のように要約できる。 
 まず両国の制度分岐要因として経路依存性の観点から見た場合、制度分岐の発端はアパ
ルトヘイト体制から民主主義体制への移行期にあると指摘できる。南アフリカの場合制度
形成の初期の段階から、「自助による」社会保障を第一としており、高齢者など働くことが
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できない人々への社会扶助は「残余的なもの」とされた。即ち、制度形成の初期段階から
「選別型」として発展してきたのである。社会福祉制度のこの残余的性格が、民主化後の
新政権にも引き継がれたことにより、選別型の老齢年金手当が継続したのである。加えて、
老齢年金手当は、民主化以前に既に給付額及び給付対象に関して人種間格差は解消されて
おり、多くのアフリカ人世帯にとって重要な所得源として機能していたのである。そのた
め新政権は、この老齢年金手当に関する改革には手を付けることはなく、児童扶養手当な
ど他の改革を優先したのである。 
一方ナミビアの場合、1970 年代に国内外で独立を求める声が活発化するなかで、アパル
トヘイト体制の強化のためにアフリカ人も対象とした「普遍型」の老齢年金手当を導入し
た。アンゴラ内戦への介入のために南アフリカ軍を駐屯させる必要があったため、ナミビ
ア国民の人心を掌握しアフリカ人の協力を得るために「普遍型」の制度が導入されたと考
えられる。しかし南アフリカとは異なり、独立後も人種間及び民族間で給付額に格差が残
されたため、民主化後の改革において給付額の格差是正が優先されたのである。重要なこ
とは、この改革において「普遍型」から「選別型」への変更はなされなかったということ
である。それには SWAPO の選挙戦略や、野党との関係が影響した。SWAPO 政権は民主
化後、主たる納税者である白人富裕層も制度内に含むことによって、税金による非拠出年
金制度自体の維持を図るということだけでなく、白人及び非白人両方からの政治的支持を
確保する意図を有したのである。また SWAPO 政権において普遍型から選別型への制度変
更を求める動きもあったが、野党が制度の維持に加えて給付額の増額をも有権者に訴えた
こともあり、選挙勝利のためにこの変更の動きを撤回した。つまり SWAPO による非難回
避戦略が働いたと推察される。結果として民主化後における「普遍型」制度が維持されて
きた。 
次に制度分岐を促す要因としてアクター間の関係性から見た場合、南アフリカにおいて
は COSATU の力が低下したことにより、「選別型」制度の「普遍型」制度への転換要求が
政策形成過程で力を失っていることが重要である。COSATU など市民社会組織が求める
BIG の導入要請に対して、ANC 政権の反応は公共事業プログラムの拡大による雇用の創
出と、児童扶養手当の給付対象及び額の拡大であった。つまり COSATU など左派勢力の
影響力低下のために、制度の残余的性格が覆らなくなっていると指摘できるであろう。こ
の点ではナミビアも同様であり、NUNW がそもそも SWAPO との関係性において従属で
あることに加えて、近年の影響力低下が重なったことで、さらなる「普遍型」の制度導入
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は見送られている。ただしナミビアにおいては、政府省庁からも BIG の効用を訴える声が
あり、また既に市民社会組織によるパイロットプロジェクトが開始されていることから、
将来的な導入可能性は南アフリカよりも高いようにも推察できる。 
つまり両国において、アパルトヘイト時代及び民主化移行の制度形成を発端とした制度
分岐は、その後制度の「自己強化プロセス」を経たことで、南アフリカでは「選別型」制
度が、ナミビアにおいては「普遍型」制度が強固に持続してきたと明らかにできるであろ
う。そしてその自己強化プロセスを促進したのが、アクター間の関係性であり、アクター
の戦略であったと指摘できるのである。 
 
第 2 節：考察 
 第 1 節においては、まず本論文の主たる問いに対する結論を述べたが、考察においては
南アフリカとナミビア両国の社会保障制度形成に関する分析結果を基に、本論文の残され
た問いについて考察する。 
 
(3) 南アフリカとナミビアに見られる公的社会福祉制度の整備は、アフリカ
地域における貧困対策として特異的な事例なのか。 
 
現在アフリカ諸国の貧困対策は、国連のミレニアム開発目標(Millennium Development 
Goals: MDGs)の達成のために、貧困の削減、保健・教育の改善等の 8 つの目標に沿って
実施されている
90
。例えば貧困削減においては、1990 年を基準として 2015 年までに 1 日
1 ドル未満の貧困層を半減させることが目標とされている。人的及び物的資源が十分でな
いアフリカ低開発国は、まず保健や教育分野の改善に力を入れている。保健や教育分野に
おける社会開発は、80 年代以降、財政赤字を是正するためにその予算が大幅に削られた。
そのため、90 年代になり人間の安全保障や人間開発の重要性が高まるにつれ、保健・教育
を中心とした開発政策が政府の中心になるのは当然であったと考えられる。限られた予算
で各種目標を達成しなければならない低開発国の現状を鑑みれば、南アフリカやナミビア
のように経済成長による富の蓄積を基に、国家による公的社会福祉制度を整備している事
                                                  
90 8 つの目標は、①極度の貧困と飢餓の撲滅、②普遍的初等教育の達成、③ジェンダーの平等推進と女
性の地位向上、④幼児死亡率の削減、⑤妊産婦の健康の改善、⑥HIV/AIDS、マラリア、その他の疾病の
蔓延防止、⑦環境の持続可能性の確保、⑧開発のためのグローバル・パートナーシップの推進、である(斎
藤 2005, 41 頁)。 
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例は特異的なものだと指摘できるかもしれない。 
また、フリーダムハウスの数値を見ても、民主化後部分的自由の状態が持続している国
家が多く、市民的自由や政治的権利が完全に認められているわけではない。そのため南ア
フリカやナミビアのように、市民的自由と政治的権利の保障のもとで市民の社会権を認め
ている事例から見た場合、多くのアフリカ諸国はまだ福祉国家としての前提に立てていな
いのである。 
しかしながら、近年アフリカ諸国で拡大している現金給付政策を考えた場合、南アフリ
カやナミビアは決して異質なものではなく、他のアフリカ諸国も抱える問題への対応とし
て先例であることが明らかである。南アフリカやナミビアだけに限らず、アフリカ諸国で
問題となっているのは失業率の高さだけでなく、インフォーマル労働者の増加である。サ
ハラ以南アフリカ地域においてインフォーマル労働者の割合は、都市部の非農業職種のう
ち 60%から 75%を占めており、例えばガーナでは労働者の 90%がインフォーマルセクタ
ーでの労働に従事しているとも指摘される(LaRRI 2006, p.4)。現状、正規雇用を十分に生
み出せない以上、生存のためにインフォーマル経済が拡大することは当然である。 
問題はそうして増加するインフォーマル労働者は、正規雇用者のように恵まれた社会保
障体制下にはないことである。政府や政治エリートがインフォーマル労働者の権利に無関
心であることが多い現状において、インフォーマル労働者も含めた社会保障制度の整備を
求めて市民社会組織が活動していることは、ナミビアや南アフリカに限ったことではない
のである(Andrea and Beckman 2010)。インフォーマル労働者など社会的に脆弱な環境に
置かれる人々は組織化されることが少ないものの、近年ではこのような人々による組織が
出現し始めている。しかしインフォーマルな領域における組織の持つ力は、フォーマルな
領域における組織に比べれば小さい。そのため南アフリカやナミビアのように、労働組合
などによるインフォーマル組織との連携や抱合が必要なのである。実際、ガーナやナイジ
ェリアなど他のアフリカ諸国でも類似した事例が見られることから(LaRRI 2006; Andrea 
and Beckman 2010) 、労働組合とインフォーマル領域との関わりはアフリカ諸国に多く
見られる現象となっていると言えよう。 
 労働組合がなぜインフォーマルセクターとの関係性を強めるのかは、各事例によって背
景は異なるかもしれない。しかし南アフリカやナミビアの事例から明らかなことは、イン
フォーマル労働者なども対象とした社会福祉制度を労働組合が政府に対して強く要請して
いることである。BIG などはその典型である。実際に BIG が導入されるには多くの障害
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があるものの、市民社会組織による社会福祉制度の要請が活発化することで、政府は何ら
かの対応を迫られる。その結果が既存の社会手当の給付対象や額の拡大や、新規雇用の機
会を提供する公共事業プログラムの活用へと繋がるのである。 
 アフリカ諸国で実施されている現金給付プログラムのなかには、ザンビアのように全国
規模の公的な制度へと発展した事例もある。条件付であれ無条件であれ、現金給付プログ
ラムが貧困削減だけでなく、人々の最低生活保障に効果を及ぼすことが明らかであれば、
他のアフリカ諸国においても正式な公的制度へと発展する可能性は大いにある。その際ど
のような制度を形成するのか考えるうえで、南アフリカやナミビアにおける社会福祉制度
の整備は、例外的なものではなく、他のアフリカ諸国にとって大きな示唆に富んでいるの
である。 
 
第 3 節：今後の課題 
 1980 年代及び 90 年代の政治的・経済的な変化は、発展途上国において著しい社会変容
をもたらした。アジアを始めとする新興工業国の出現に見られる経済成長の到来は、政治
課題として蓄積された富を如何に社会に再分配するのかという問いを各国政府に投げかけ
ている。そして途上国地域における社会政策の変化は、既存の先進福祉国家における制度
を参考にしながら、先進国とは異なる発展軌道を見せ始めている。それは、先進国に比べ
て途上国は遅れて社会保障制度を形成せざるを得ないという、「後発性」が関係する。 
 第二次世界大戦直後から福祉国家として発展した欧米や、1970 年代に福祉国家となった
日本、そして 90 年代以降に福祉国家として発展し始めた後発福祉国家は、福祉国家とし
ての発展時期や置かれた環境に当然のことながら違いがある。そしてその違いこそが、発
展軌道に国家的及び地域的特徴をもたらしている。発展時期の違いから社会保障研究はい
くつもの理論的発展を遂げてきたが、例えばエスピン・アンデルセンの福祉国家類型論は
福祉国家拡大の時期を分析の中心とした。またポール・ピアソンは福祉国家が縮減する時
期に、発展軌道に影響を及ぼす諸勢力の関係性の重要性を指摘している。一方、後発福祉
国家が福祉国家として発展するうえで、経済のグローバル化に代表されるグローバリゼー
ションの時代における社会保障制度の形成が求められてきた。この時代において、後発福
祉国家は福祉国家として十分に成熟する前に、先進国同様に再編も求められているのであ
る。つまり社会保障制度の形成・拡大プロセスと、削減・効率化プロセスが同時に進行し
ているのである。 
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 本博士論文では、分析時期をアパルトヘイト時代から現在の社会保障議論まで含めた、
比較的に長い時代設定を行った。これは南アフリカとナミビアという福祉国家として後発
である国家を分析するうえで、その後発性に影響を与える歴史や、近年の複雑な拡大・削
減プロセスの根底に流れる両国の社会保障に対する志向性を明らかにしようとしたからで
ある。両国の社会保障制度の歴史的背景を理解することは、南アフリカとナミビアの社会
保障制度の特徴や、他地域との関係性から見た両国の立ち位置などを考えるうえで、基礎
的なアプローチである。先進国を始めとする他の福祉国家研究では、こうしたアプローチ
による分析は既に通り抜けた段階であることも理解している。他の福祉国家研究に比べて、
アフリカ地域における福祉国家研究は事例自体が少ないことに加え、データなど研究蓄積
が十分ではない。そのためこれまでの福祉国家研究から得られた変数などを事例分析に適
用し、アフリカ福祉国家研究として一つ一つ段階を踏んでいくことが必要であった。 
 こうした点から鑑みるに本博士論文はアフリカ社会保障研究の発展に一定の貢献を果た
すものであった。まず本博士論文は、これまで明らかにされてこなかった南アフリカとナ
ミビアの社会保障制度形成の類似性・相違性に関して、比較という観点から明らかにした。
これにより、これまでそれぞれ個別に説明されることの多かった制度形成に関して、経路
依存的な制度発展の重要性だけでなく、一党優位体制における支配政党の選好や、左派勢
力との関係性も重要な変数であったことを明確に示すことができた。こうした変数の提示
は、他のアフリカ諸国、その中でも特に白人入植型のアフリカ諸国の制度発展を分析する
うえで有効な変数であると指摘できるであろう。 
 また本博士論文によって、アジアやラテンアメリカなど、他地域と対話可能な研究領域
としてアフリカ社会保障研究の発展へ一定の貢献を果たすことができたと考えられる。他
地域に比べて、データ不足や事例の個別分析が問題であったアフリカにおける社会保障研
究に対して、先進国など他地域で既に実証された変数や、歴史的制度アプローチ及びアク
ター間関係など既存アプローチを用いることで、アフリカの社会保障制度が決して特殊な
事例ではなく、左派勢力など他地域と同様のアクターの働きが重要であることを明らかに
した。ただアフリカの場合、他地域に比べて支配政党の選好が第一であり、左派勢力は支
配政党に力関係において従属的あるという環境で制度が形成・発展してきた。この点は一
つの大きなアフリカの特徴であると考えることができるであろう。 
本博士論文はいくつかの貢献を果たしたことは確かであるが、しかしその一方で、多く
の課題を抱えていることも理解している。特にアフリカ地域における社会保障制度を考え
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るうえで、アフリカ特有の社会的・文化的な変数がどのような影響力を有しているのか、
十分に踏み込んだ議論を行えていない。植民地時代に生み出された問題だけでなく、80 年
代及び 90 年代の政治経済変化によって、アフリカ社会は大きな変容を遂げてきた。アフ
リカ社会独特の要素が、今後福祉国家としてのアフリカを特徴付けることは十分に考えら
れる。そのためには他のアフリカ諸国の福祉国家としての発展を待ち、蓄積される事例や
データを生かしながら残された課題として今後の研究を進めていくことが必要であろう。
そして本博士論文を研究の起点として、後発福祉国家論やアフリカ福祉国家論研究のさら
なる発展に貢献していくことが可能となるであろう。 
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